




序     文 
 
 モンゴル国は、2009 年度新規案件として我が国に対し、同国における教育の質を向上させるた

めの取り組みとして「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ２）」を要請し

ました。 
 この要請に基づき、JICA は 2009 年 10 月に詳細計画策定調査、同年 12 月に討議議事録（R/D）

の署名・交換を行い、モンゴル国政府や関係機関との間で、協力計画に関する合意に至りました。 
 モンゴル国では、2005 年 9 月に新教育スタンダードを制定し、その中で、子どもの発想や思考

を促すような「子どもの発達を支援する指導法」（新指導法）への転換を掲げましたが、現場の教

員にとっては、新教育スタンダードは学術的過ぎる内容のため、理解が困難であったり、従来の

暗記中心の教授法に慣れてしまっており授業方法の変更に対応できない、という問題が見られて

いました。こうした状況のもと、2006 年～2009 年に JICA は、「子どもの発達を支援する指導法

改善プロジェクト（フェーズ１）」を実施し、新教育スタンダードに対応した教員向け指導書   

（8 科目 1）と指導書作成マニュアル、及び授業モニタリングマニュアルを開発し、モンゴル国教

育文化科学省から高い評価を受けるとともに、指導書の普及を後押しする大臣令等も発出され、

全国の学校に配布されました。 
今回の協力は、現場の教員が新指導法を正しく理解し、実践していくための取り組みへの支援

を行うものです。 
本報告書は、プロジェクトの詳細計画策定調査と実施協議の結果を取りまとめたものであり、

今後のプロジェクトの進展に広く活用されることを願うものです。 
ここに、調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願い申し上げます。 
 
平成 22 年 3 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 
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写     真 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

授業研究の様子 1（ウランバートル市

76 番学校） 

教員等との意見交換（ボルガン県 1 番学校）

授業研究の様子 2（ウランバートル市

76 番学校） 

「子どもの発達を支援する指導法改善

プロジェクト（フェーズ 1）」で作成した

指導書（ボルガン県 1 番学校） 

授業の様子（ドルノド県 5 番学校） 

ミニッツ協議（教育省） 



略 語 表 
 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

C/P Counterpart カウンターパート 

DANIDA Danish International Development Agency デンマーク国際開発庁 

DEC Department of Education and Culture 教育文化局 

EGSPRS Economic Growth Support and Poverty  
Reduction Strategy 

経済成長支援・貧困削減戦略 

FTI Fast Track Initiative ファスト・トラック・ 
イニシアティブ 

MDGs Millennium Development Goals 国連ミレニアム開発目標 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・ 
マネージメント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・ 
マトリックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

UB Ulaanbaatar ウランバートル 
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第１章 要請背景 
 

モンゴル国（以下、「モ」国と記す）では、国家開発戦略である「国連ミレニアム開発目標

（Millennium Development Goals：MDGs）」の中で教育を重点分野に位置づけ、アクセスの拡充に

加えて、教育の質の改善を目標に掲げてきた。 
2005 年 9 月からは新教育スタンダード（国レベルのカリキュラム、日本の学習指導要領に当た

る）が導入され、基礎教育課程の 10 年制から 12 年制への移行、入学年齢の 8 歳から 7 歳への引

き下げ、総合学習や総合理科（自然学）等の新たな教科の開始等、教育分野における教育改革が

行われ、こうした改革に伴い、教師は従来の暗記中心の指導法から子どもの発想や思考を促すよ

うな「子どもの発達を支援する指導法」（以下、「新指導法」と記す）を行うことが求められるよ

うになった。しかしながら、現職の教員にとっては、新指導法の導入を謳った新教育スタンダー

ドは大学教授が中心となって策定したため、内容が学術的すぎて理解が難しかったり、従来の暗

記中心の教授法で養成されてきた教員の大半は、新指導法の具体的な実践方法が分からず、授業

方法の変更に困難を抱えたりといった問題が見られた。 
こうした背景のもと、「モ」国政府は、我が国に対し、指導法改善の協力を要請した。これを

受けて JICA は、2006 年 4 月より 2009 年 7 月まで、「子どもの発達を支援する指導法改善プロジ

ェクト（フェーズ 1）」（以下、「フェーズ 1」と記す）を実施した。当該プロジェクトでは、教育

文化科学省（以下、「教育省」と記す）、教育研究所、大学の付属機関である指導法開発センター

（初等教育、数学教育、IT 教育、理科教育の 4 センター）をカウンターパート（C/P）機関とし、

8 科目（算数、IT 教育、総合学習等）の指導法・指導書の開発を行った。また、ウランバートル

市、ドルノド県、セレンゲ県で各 3 校ずつ、合計 9 校のモデル校を選定して開発中の指導法・指

導書の試行を行い、その試行結果をもとに指導法・指導書の改善を行った。開発された指導書は

教育省から高い評価を受け、今後の普及を後押しする政策も制定され、指導書は全国の学校に配

布された。しかしながら、指導書を配布しただけで現場の教師が実践していくことは難しく、今

後、普及のためには、配布と併せて実践のための研修等の対応が必要となっている。 
このような状況を受けて、今回、「モ」国より、先行プロジェクトにおいて開発した指導法・

指導書の全国への普及のための技術協力（フェーズ 2 プロジェクト）の要請がなされた。 
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第２章 調査・協議の経過と概略 
 

２－１ 詳細計画策定調査 

２－１－１ 調査日程 
2009 年 10 月 4 日（日）～24 日（土） 

 
２－１－２ 調査団の構成 

団長 殿川 広康 JICA 人間開発部基礎教育第一課 

協力企画１ 渡部 理子 JICA 人間開発部基礎教育第一課 

協力企画２ 宮崎 清隆 JICA モンゴル事務所 

協力企画３ エンフザヤ JICA モンゴル事務所 

評価分析 平良 那愛 アイ・シー・ネット株式会社 

 
２－１－３ 調査結果概略 
 本プロジェクトでは、新指導法普及の担い手となる各市/県教育局の指導主事、各市/県の学

校管理職員及び教員の代表者等の能力強化を通じて、各市/県教育局が既存の現職教員研修等の

枠組みを活用することにより、現職教員に対して新指導法を普及していく体制を強化すること

を目指すことで合意。プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）案、活動計画（PO）案

等必要なプロジェクト実施計画について共同作成し、協議議事録（M/M）として取りまとめた。 
 
２－２ 実施協議 

2009 年 12 月 8 日、モンゴル国教育文化科学省、同国財務省、JICA モンゴル事務所との間で、

討議議事録（R/D）、M/M に署名した。 
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第３章 事業事前評価表 
 

３－１ 案件名 

モンゴル国子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ２） 

英語名：Project for Strengthening Systems for Improving and Disseminating Child-Centered 
Teaching Methods 

 
３－２ 協力概要 

（１）プロジェクトの目標と成果を中心とした概要の記述 
 「モ」国では、従来から暗記中心の教授法により授業が行われているという課題を抱えて

きた。この課題に対して｢モ｣国政府は、2005 年 9 月に新教育スタンダード（国レベルのカリ

キュラム、日本の学習指導要領に当たる）を制定し、その中で、子どもの発想や思考を促す

ような「子どもの発達を支援する指導法」（以下、「新指導法」と記す）への転換を掲げた。

しかしながら、現場の教員にとっては、当該スタンダードは学術的すぎる内容のため理解が

困難であったり従来の暗記中心の教授法に慣れきっており授業方法の変更に対応できない、

という問題が見られていた。 
こうした状況のもと、2006 年～2009 年に JICA は、株式会社コーエイ総合研究所と東京学

芸大学教授陣の協力を得て、「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」を実施し、

新教育スタンダードに対応した教員向け指導書（8 科目 1）と指導書作成マニュアル、及び

授業モニタリングマニュアルを開発した。当該指導書は、「モ」国教育文化科学省から高い

評価を受け、指導書の普及を後押しする大臣令等も発出され、全国の学校に配布された。さ

らに、今後は、現場の教員が新指導法を正しく理解し、実践していくための取り組みを行っ

ていくことが求められている。 
本プロジェクトでは、新指導法普及の担い手となる各市/県教育局の指導主事、各市/県の

学校管理職員及び教員の代表者等の能力強化（成果１）を通じて、各市/県教育局が既存の現

職教員研修等の枠組みを活用することにより、現職教員に対して新指導法を普及していく体

制を強化することを目指す（プロジェクト目標）。各県関係者の能力強化のための研修実施

に先立ち、モデル市/県において研修を試行し、その結果を研修材料に反映させる（成果３）。

また、新指導法を教員が実践していくためには新指導法に関する研修だけではなく日常的な

授業改善への取り組みが重要であることから、「モ」国の教育現場に則した「授業研究」モ

デルを構築し、新指導法を普及するためのツールとして活用していく（成果２）。さらに、

研修ツールの教員養成校への紹介や、「授業研究」活動を制度化するための研究活動及び政

策提言などを通じて、新指導法の普及環境の改善も図る（成果４）。 
 
（２）協力期間 

2010 年 3 月～2013 年 2 月（36 カ月） 
 
（３）協力総額（日本側） 

約 3.0 億円 
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（４）協力相手先機関 
プロジェクト監督機関：モンゴル国教育文化科学省 
プロジェクト実施機関：教育研究所、指導法開発センター、市/県教育局 

 
（５）国内協力機関 

なし。 
 
（６）裨益対象者及び規模、等 

全市/県の指導主事（就学前教育担当を除く）約 160 名、学校管理職員代表 約 90 名、教

員 代表 約 90 名、モデル市/県のモデル校の学校管理職員及び教員（モデル市/県及びモデ

ル校はプロジェクト開始後に選定予定のため、現時点で人数は未定） 
 
３－３ 協力の必要性・位置づけ 
（１）現状及び問題点 

「モ」国の 2007/2008 年度の就学率は、初等教育で 92.7％、前期中等教育においても 86.8％
に上り、他の発展途上国に比べて高い水準にあるが、教育の質の面では、授業が暗記中心の

教授法により行われているという課題を抱えていた。この課題に対して「モ」国政府は、2005
年 9 月に新教育スタンダードを定め、基礎教育期間の延長（10 年制から 12 年制へ）等の制

度改革に加え、子どもの発想や思考を促すような新しい指導法へ転換することを目指すこと

とした。しかしながら、新たな指導法の導入を謳った新教育スタンダードは大学教授が中心

となって策定したため、現職の教員にとっては、内容が学術的すぎて理解が難しかったり、

従来の暗記中心の教授法で養成されてきた教員の大半は、新指導法の具体的な実践方法が分

からず、授業方法の変更に困難を抱えたりといった問題が見られた。 
 
（２）本案件の過去の取り組み  

 このような背景のもと、2005 年に「モ」国政府は我が国に対し新教育スタンダードに対応

した教員向け指導書の開発への協力を要請した。これを受けて JICA は、2006 年 4 月より 2009
年 7 月まで「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ 1）」（以下、「フェ

ーズ 1」と記す）を実施した。フェーズ１では、教育省、教育研究所、大学の付属機関であ

る指導法開発センター（初等教育、数学教育、IT 教育、理科教育の 4 センター）を C/P 機関

とし、8 科目 1 の指導書の開発を行った。また、ウランバートル市、ドルノド県、セレンゲ

県で各 3 校ずつ、合計 9 校のモデル校を選定して開発中の指導書の試行を行い、その試行結

果をもとに指導書の改善を行った。開発された指導書は教育省から高い評価を受け、今後の

普及を後押しする政策も制定され、指導書は全国の学校に配布された。しかしながら、指導

書を配布しただけで現場の教師が新指導法を実践していくことは難しく、今後、新指導法実

践のための取り組みを実施していくことが必要となっている。 
 
（３）相手国政府国家政策上の位置づけ 

2006 年に策定された教育セクターの戦略ペーパーである「教育マスタープラン（2006～
2015）」において、基礎教育分野の質の向上に向け、新教育スタンダードとカリキュラムを
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施行するための教員の専門能力及び指導技術の向上や学校単位での再訓練制度の導入を

2010 年までに達成すべき具体的な行動計画の一つとして定めている。また、2008 年 1 月に

策定された「モ」国の中・長期的な国家戦略である「包括的国家開発戦略（2007～2021）」、
更に、同開発戦略を具体化するために作成された「モンゴル政府行動計画（2008～2012）」
においても教育水準の向上を重点分野の一つと位置づけ、「教育マスタープラン（2006～
2015）」の適切な実施を定めている。 

本プロジェクトは、新指導法の普及体制の強化を通じて、基礎教育の質の向上を目指すも

のであり、「モ」国政府の国家政策に合致するものである。 
 
（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ 

 我が国の「対モンゴル国別援助計画」（2004 年 11 月策定）では、重点分野の一つに「市場

経済化を担う制度整備・人材育成に対する支援」を掲げ、基礎教育と職業訓練の充実が重要

であるとしている。さらに、基礎教育の充実に向けた課題として、教室不足、教育内容の質

の向上や教師の再養成等を挙げ、解決に向けて取り組む方針を打ち出している。 
 また、JICA モンゴル国別援助実施方針においても、「人材育成支援」を重点分野としてい

る。これまでも無償資金協力による学校建設や技術協力による地方教育行政官の能力向上や

教員向け指導書の開発（本プロジェクト、フェーズ１）等の協力を実施してきており、今後

も教育の質の向上・アクセスの拡充に向けてソフト、ハードの両面から協力を行っていく方

針としている。 
さらに、JICA とアジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）の協調融資による財政

支援において、教育省は、融資実施の政策コンディションとして、新指導法の普及にかかる

アクションプランを作成することが設定されている。また、我が国ノン・プロジェクト無償

資金協力の見返り資金の活用により、関連教員全員への指導書の配布を行っており、本プロ

ジェクトはこうした｢モ｣国側の動きと連携して行われるものである。  
 
３－４ 協力の枠組み 

（各指標の目標値については、初年度実施予定のベースライン調査結果に基づき設定） 
［主な項目］ 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【プロジェクト目標】  

新指導法を普及する体制が強化される。 
【指標】 

1. モデル市/県で、新指導法を実践している学校数 
2. モデル市/県の学校で年平均 X 回の授業研究が行われる 

 
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値             

【上位目標】 
モデル県及び他の県で新指導法が実施される。 
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【指標】 
a)非モデル県で、新指導法を実践している学校数 
b)モデル市/県の教員の授業の変容 

 
（２）成果と活動 
［プロジェクト開始準備段階］ 

【活動】 
0-1. 国レベルのプロジェクト実施チーム（以下、「基本チーム*」と記す）が結成される。 
0-2. 教育省がモデル市/県を選定する。 

 
・成果１ 

全ての市/県の新指導法普及チーム（以下、「市/県チーム**」と記す）の新指導法普及能力

が向上する。 
【指標】 

1-1. 「基本チーム」が実施する新指導法研修の修了時テストに合格した指導主事、学校管

理職、教員の人数 
1-2. 学校管理職員及び教員向け新指導法研修の計画を策定した市/県の数 

【活動】 
〔全市/県向け研修にかかる活動〕 

1-1-1. 「基本チーム」が、「市/県チーム」向けに行う研修のパッケージを開発する。 
1-1-2. 「基本チーム」が、成果２の【活動】2-3. 及び成果３の【活動】3-3. で実施したモ

ニタリングの結果を元に研修パッケージを改訂する。 
1-1-3. 「基本チーム」が、全ての市/県の「市/県チーム」に対して、上記 2）で改訂したパ

ッケージを活用して研修を行う。 
1-1-4. 「基本チーム」は、全ての市/県の「市/県チーム」に対して必要に応じて技術的支援

を行う。 
〔モデル市/県***向け研修にかかる活動〕 

1-2-1. モデル市/県のベースライン調査を実施する。 
1-2-2. 「基本チーム」がモデル市/県において、モデル校を選定する。 
1-2-3. モデル市/県が「市/県チーム」メンバーを選定する。 
1-2-4. 「基本チーム」が、モデル市/県の「市/県チーム」に対して研修を実施する。 
 

・成果２ 
モデル市/県において「授業研究」のモデル事例が開発される。 

【指標】 
2-1. 「授業研究」を実施できるモデル校の教員数 

                                                        
*基本チーム：プロジェクトの中心となり、研修パッケージの開発、改訂、モデル市/県の研修や「授業研究」のモニタリング
を実施する。教育省職員、教育研究所研究員、指導法開発センターのメンバー等で構成する。 

**市/県チーム：「基本チーム」からの研修を受ける市/県の代表者。各市/県の就学前教育担当を除く全指導主事、学校管理職員
代表 各市/県3 名程度、教員代表 各市/県3 名程度、教員養成校教官等で構成する。 

***モデル市/県：現時点では、ウランバートル市の全9 地区から1 区、全21 県から2 県を選定、モデル校は、各モデル市/県か
ら3 校ずつ程度を予定しているが、プロジェクト開始後のベースライン調査によって変更になる可能性がある。 



－ － 7

2-2. モデル校で実施された「授業研究」の回数 
2-3. モデル校における「授業研究」の質 
2-4. モデル校における「授業研究」参加者の満足度 

【活動】 
2-1. モデル市/県の「市/県チーム」が、モデル市/県における「授業研究」実施計画を策定す

る。 
2-2. モデル市/県の「市/県チーム」が、上記 2-1. の計画に従って、モデル校において「授

業研究」を実施する。 
2-3. 「基本チーム」が、モデル校での「授業研究」のモニタリングを行い、助言をする。 
2-4. モデル校は、「基本チーム」によるモニタリング結果及び助言を、次の「授業研究」に

反映させる。 
 

・成果３ 
モデル市/県の新指導法実践の能力が向上する。 

【指標】 
3-1. モデル市/県において新指導法研修を修了した教員及び学校管理職員の数 
3-2. 「授業研究」の実施計画を策定した学校数 

【活動】 
3-1. モデル市/県の「市/県チーム」が、モデル校の「授業研究」観察を含めた、学校管理職

員及び教員向け研修計画を策定する。 
3-2. モデル市/県の「市/県チーム」が、上記 3-1. の研修計画に従って、研修を実施する。 
3-3. 「基本チーム」が、上記 3-2. の研修のモニタリングを行い、モデル市/県の「市/県チ

ーム」に対して助言する。 
3-4. モデル市/県の「市/県チーム」は、「基本チーム」によるモニタリング結果及び助言を、

次の研修計画に反映させる。 
 

・成果４ 
新指導法の普及及び定着にむけた環境が改善される。 

【指標】 
4-1. 大学教官により、教員養成課程での研修パッケージの活用が検討される。 
4-2. 政策提言が教育省によって認可される 
4-3. 教員コンテストにおける採点基準の一つに「新指導法の実践」が組み入れられる。 

【活動】 
4-1. 「基本チーム」が、成果１の〔全市/県向け研修に係る活動〕の【活動】1-1-2. で改訂

された研修パッケージを、国立及び私立の教員養成課程を持つ大学に紹介する。 
4-2. 「基本チーム」が、日本や他国の「授業研究」に係る調査及び成果２の【活動】2-3.
で実施されるモニタリング結果の分析を行う。 
4-3. 「基本チーム」が、教育省に対し、学校単位での「授業研究」の定着に向けた政策提

言を行う。 
4-4. 教育研究所が、全国教員能力コンテストでの評価基準に、「『新指導法』を行うこと」
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を導入する。 
 

（３）投入（評価時点） 
①日本側（総額 約 3.0 億円） 
・専門家派遣（総括、研修計画、新指導法普及、モニタリング・評価、授業研究支援/業務調整） 
・本邦研修 
・機材  
・研修経費（「基本チーム」がプロジェクト活動内で実施する研修経費を負担） 
・「基本チーム」によるモニタリング経費（モデル市/県向けの研修、及びモデル校の「授業研

究」のモニタリング経費を負担） 
・その他必要経費 
②「モ」国側 
・C/P の配置 
・執務スペース（教育省） 
・研修経費等（日本側で負担しない部分） 
・モニタリング経費（日本側で負担しない部分） 
・日常的活動経費 
・その他必要経費 
 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 
①前提条件 
・新教育スタンダードが変更されない。 
②成果達成のための外部条件 
・「基本チーム」及び「市/県チーム」のメンバーの多くが退職しない。 
④上位目標達成のための外部条件 
・現職教員研修予算が大幅に削減されない。 
 

３－５ 評価 5 項目による評価結果 

（１）妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が非常に高いと判断できる。 

１）「モ」国国家開発計画、教育政策との整合性 
2015 年までに MDGs を達成するための政策文書である「包括的国家開発戦略（2007～

2021）」では、教員開発に包括的な解決策を与えることを教育開発の戦略の一つに位置づけ

ている。「教育マスタープラン（2006～2015）」では基礎教育分野の質の向上に向け、新教育

スタンダードとカリキュラムを施行するための教員の専門能力及び指導技術の向上や、学校

を中心とした再訓練制度の導入を 2010 年までに達成すべき具体的な行動計画の一つとして

定めている。本プロジェクトは、新教育スタンダードとカリキュラムを教員が実践するため

の新指導法を全国普及していく基盤を整備するものであり、また「授業研究」の導入を通し

て学校における教員の指導能力向上や再訓練のしくみ を後押しするものであり、これらの

教育政策のもとに明確に位置づけられる。 
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２）受益者のニーズとの整合性 
フェーズ 1 では、実践的な指導書が開発され、モデル市/県の学校現場で実際に試行され、

試行結果を踏まえて、より現場のニーズに合致するよう改訂された。8 科目の指導書は教育

省から高い評価を得、今後同省は指導書の活用により、新指導法を全国の学校現場へ普及し

ていきたい意向である。新指導法を普及するには、教員だけでなく教員を指導する役割を担

う市/県教育局指導主事や学校管理職員が新指導法について理解し実践に協力していくこと

が求められる 。本プロジェクトでは、学校現場のニーズに対応するため、教員、市/県教育

指導主事及び学校管理職員が、新指導法を実践・普及するためのしくみ作りについて、共同

作業を通じて行うこととしている。 
３）日本の援助政策との整合性 

我が国の「対モンゴル国別援助計画」（2004 年 11 月策定）及び JICA 国別援助実施方針で

は、「市場経済化を担う制度整備・人材育成」を 4 つの援助重点分野の一つに位置づけてい

る。本プロジェクトは、同重点分野の「人的資源」セクター3 プログラムの一つである「基

礎教育改善支援プログラム」の下に明確に位置づけられており、我が国の援助政策との整合

性が高い。 
４）日本の技術的な優位性 

本プロジェクトではカスケード方式により新指導法の普及を狙うものであるが、JICA はミ

ャンマーなど他国への協力においてもカスケード方式による類似の教育プロジェクトを実

施しており、経験と実績を積み上げている。 
さらに本プロジェクトでは、教員による現場での新指導法の実践を定着させるため、モデ

ル県において日本式の「授業研究」を参考として「モ」国の教育現場に合わせた「授業研究」

モデルを開発することが挙げられており、これは我が国の「授業研究」に関する蓄積された

経験や強みを活かした協力といえる。 
 
（２）有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 
本プロジェクトでは主に、新指導法普及の担い手となる「基本チーム」及び「市/県チーム」

の新指導法普及に関する能力強化を図る。また、最終受益者である小・中学校の児童生徒に新

指導法が届くよう、モデル市/県の範囲内で新指導法を実践できる教員を育成する。本プロジェ

クトはこれらにより、プロジェクト目標である「新指導法を普及する体制が強化されている」

状態を目指すものである。 
プロジェクト目標の達成に向け、本プロジェクトではまず、フェーズ 1 で中心的な役割を果

たした教育省職員、教育研究所研究員、指導主事、学校管理職員や教員らによって構成される

「基本チーム」が、日本側プロジェクトチームからの助言を受けて、新指導法普及に関する研

修パッケージを開発する。さらに、同研修パッケージを用いてモデル「市/県チーム」を対象に

新指導法に関する研修を試行し、試行結果を踏まえ研修パッケージを改訂し、他の全「市/県チ

ーム」に対する研修を実施する（成果 1）。「基本チーム」から研修を受けたモデル「市/県チー

ム」は、研修で習得した知識や技術を用いて新指導法の実践と定着のための「授業研究」やモ

ニタリングを行う（成果 2）。 
さらに、モデル市/県では成果 2 で実施される「授業研究」と新指導法実践の結果を踏まえて、
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県教育局が中心となって学校管理職員や教員に対する研修をデザインし、実施することで、他

県へも応用可能な新指導法普及モデルとする（成果 3）。加えて、現場における新指導法の普及

を側面支援するため、新規教員養成を行う教員養成校教官への啓発活動や、教員能力コンテス

トの評価クライテリアとして新指導法の実践を盛り込むような働きかけ、「授業研究」の普及

促進のための政策提言等の活動を行っていく（成果 4）。以上、成果 1～4 が的確に組み合わさ

れて実施されることにより、プロジェクト目標の実現可能性は高まるといえる。 
 

（３）効率性 
本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 
本プロジェクトではフェーズ 1 の成果を最大限に活用することでプロジェクトの成果をより

高めている。一つめとして、フェーズ 1 で指導書の開発に中心的な役割を果たしたワーキング

グループメンバーを本プロジェクトの人材の中核とし、彼女らの能力や知見を、新指導法に係

る研修パッケージの開発や普及活動に生かしていく。二つめとして、研修パッケージの開発に

当たってはフェーズ 1 で開発され高い評価を受けた「指導書」を最大限に活用する。三つ目と

して、フェーズ 1 で有用性が評価された「授業研究」を、フェーズ 2 では新指導法の実践と普

及のためのツールとして意識的に位置づけ、実施していく。このように、フェーズ 1 で得られ

た知見や人材、成果を最大限に活用することでプロジェクト実施の効率性を高めている。 
 

（４）インパクト 
本プロジェクトのインパクトは以下のように予測できる。 

１）上位目標の達成見込み 
本プロジェクトでは、新指導法がプロジェクトのモデル市/県とそれ以外の県でも実践され

るというインパクトが想定されている。新指導法を普及する人員・組織の能力向上、新指導

法を実践する教員・組織の実践能力向上、新指導法の普及を後押しする環境や制度の改善の

3 つの手段を講じることによって、プロジェクト目標である「新指導法を普及する体制が強

化されている」が実現され、かつ外部条件として教員再訓練の予算が大幅に削減されること

がなければ、上位目標の実現可能性も低くない。具体的には、プロジェクトで研修を受けた

モデル県以外の県教育局が教員再訓練の予算を確保し、本プロジェクトから得られた新指導

法の知識や実践ノウハウを既存の研修枠組みの中で地域の教員らに伝えていくことができ

れば、当該地域で新指導法が実践されることが見込まれる。以上の上位目標の達成見込みに

加えて、下記のインパクトが予測される。 
２）政策・制度面でのインパクト 

一つめは、教育省が、本プロジェクトで開発される新指導法普及のための研修パッケージ

を教育大臣令 72 号で定められた研修にどのように活用していくかをプロジェクト開始時か

ら具体的に検討することで、同研修パッケージが、教育大臣令第 72 号規定の基本研修や科

目別研修の内容として正式に取り入れられる見込みが増すと思われる。 
二つめに、本プロジェクトで新指導法を普及するための研修パッケージを紹介した大学が、

新指導法教授を教員養成コース学習プログラム（カリキュラム）の中に正式に取り入れるこ

とが期待される。 
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３）社会面でのインパクト 
「モ」国社会では教員の能力を競う教員能力コンテストが伝統的に行われており、コンテ

ストで競われる内容が、教員や学校の能力向上に向けたモチベーションとなっている。新指

導法の実践がコンテストの評価クライテリアの一つとして採用されることで、新指導法を実

践できることへの憧れや評価が高まれば、新指導法が身近な活動として教員や学校現場に取

り入れられたり、新指導法に対する地域社会からの協力が実現することなどが期待される。 
 

（５）自立発展性 
本プロジェクト後の自立発展性は以下のように見込まれる。 

１）政策面 
教育セクターの中・長期計画である「教育マスタープラン（2006～2015）」において、新

教育スタンダードを施行するための教員の専門能力と指導技術の向上が、教育の質改善の手

段の一つとして明確に位置づけられていることから、プロジェクト終了後においても政策面

での自立発展性は高いと見込まれる。 
２）技術面 

技術面においては、新指導法を普及していくための｢モ｣国政府の人材の数や能力に見合っ

たより実現性の高い研修パッケージと普及のしくみを開発することで、プロジェクト終了時

には一定水準の能力を備えた人材が一定の人数育成されるはずであり、技術面の自立発展性

は確保されるものと思われる。 
３）組織・制度面  

一つめは、プロジェクト開始時から、市/県の教育局が中心となり、必要に応じて実績のあ

る学校管理職員や現職教員を動員し、地域レベルでの新指導法普及活動を行う体制を作って

いくよう留意することで、プロジェクト終了後も市/県の教育局が本来業務である現職教員や

学校管理職員への研修や指導を実施していく可能性が高まると思われる。 
二つめに、教育省が本プロジェクトで開発される新指導法普及のための研修パッケージを

教育大臣令 72 号で定められた研修にどのように活用していくかをプロジェクト開始時から

具体的に検討することで、プロジェクト終了後も同研修パッケージが、基本研修や科目別研

修の内容として正式に取り入れられる見込みが高まるものと思われる。 
４）財政面   

一つめは、プロジェクト終了後、新指導法を普及するために必要な研修経費やモニタリン

グ経費、学校における「授業研究」実施のための必要経費が、教育省、各市/県教育局、各学

校の予算に反映され配布されれば、財政面での自立発展性はより高まるだろう。 
二つめとして、本プロジェクトの研修パッケージを、財務面での実現可能性を考慮して、

必要最低限の経費で実施できるデザインにすることで、プロジェクト終了時における財務面

での自立発展性が高まるであろう。 
 

３－６ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本案件は基礎教育の質的向上を目指すものであり、基礎教育の質の向上により長期的には貧困

対策への一助となることや、教育の内容面などにおいて男女平等の教育がなされることによりジ

ェンダーへの配慮にもつながることなどが考えられる。 
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３－７ 過去の類似案件からの教訓の活用：有 

本案件は、フェーズ 1 の経験と成果に基づいて実施されるものである。フェーズ 1 の終了時評

価調査では、教員養成関係者と現職教員が協働するしくみが作られたことがプロジェクトの効果

発現に大きく貢献したこと、ベースライン、エンドライン・データの有効な活用方法や、PDM 指

標の目標値の設定を含むプロジェクト全体の計画について十分な議論や準備を行うためのリード

タイムをプロジェクト開始時に設けることなどが教訓として挙げられている。これらを踏まえ、

本計画では、教員養成関係者と現職教員の協働のしくみを継続するとともに、プロジェクト開始

時の準備期間を確保することとした。また、ベースライン・エンドライン調査においては、デー

タの有効活用を十分に検討し、調査項目を設定する。 
加えて、フェーズ 1 の実施機関からはプロジェクトの実施体制について、「モ」国側と日本側

がより緊密に情報交換を行っていく必要性が挙げられた。本プロジェクトでは、「モ」国側の C/P
の増員を行うほか、「モ」国側と日本人専門家との連絡体制の強化等も盛り込む方針である。 
 
３－８ 今後の評価計画 

・ベースライン調査  2010 年 6 月 
・中間レビュー    2011 年 9 月 
・終了時評価     2012 年 9 月 
・事後評価      2015 年を予定 
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第１章 詳細計画策定調査団の派遣 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」（2006 年 4 月～2009 年 7 月）において開

発した指導書（8 科目 1）の全国普及を目的として、「子どもの発達を支援する指導法改善プロジ

ェクト（フェーズ２）」が要請された。 
本調査においては、モンゴル側関係者と協議の上、プロジェクトデザインの詳細検討を行い、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）（案）、活動計画（Plan of 
Operations：PO）（案）を作成し、ミニッツ（Minutes of Meetings：M/M）にとりまとめる。 
 
１－２ 調査団の構成 

団長 殿川 広康 JICA 人間開発部基礎教育第一課 

協力企画１ 渡部 理子 JICA 人間開発部基礎教育第一課 

協力企画２ 宮崎 清隆 JICA モンゴル事務所 

協力企画３ エンフザヤ JICA モンゴル事務所 

評価分析 平良 那愛 アイ・シー・ネット株式会社 

 
１－３ 調査日程 

2009 年 10 月 4 日（日）～24 日（土） 
 
１－４ 主要面談者 

【教育文化科学省】 
副大臣 Ms. Chonoi KULUNDA 
基礎教育局 局長 Mr. Dorjravdan ERDENECHIMEG 

シニアオフィサー Ms. Nerendoo NERGUI 
高等教育局 局長 Mr. Mijid BAASANJAV 

【財務省】 
援助調整局 副局長 Mr. Togmid DORJKHAND 

【教育研究所】 
所長 Prof. Nadmidyn BEGZ 
シニアリサーチャー Ms. Jamstsiin NARANTUYA 

【ドルノド県教育局】 
局長、指導主事（8 名） 

【5 番学校】（フェーズ１モデル校） 
校長、教頭（2 名（初等、中等）） 

【シンフグジル総合学校】（フェーズ１非モデル県） 
校長、教頭（2 名（初等、中等）） 

【モンゴル国立ドルノド大学】 
教務部長、教官等管理職員（7 名） 
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１－５ 調査の方法 

１－５－１ 調査の目的 
2006 年 4 月から 2009 年 7 月にかけて、「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」

（以下、「フェーズ１」と記す）が実施され、算数、理科、総合学習等の新たな指導法及び指

導書の開発等が行われた。2008 年 4 月、モンゴル国（以下、「モ」国と記す）政府より、その

継続案件として、フェーズ１の成果を普及させるプロジェクトの要請が出され。2009 年 10 月、

「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ２）」（以下、「フェーズ２」と

記す）の詳細計画策定調査が行われることとなった。 
本詳細計画策定調査の目的は、以下の通り。 

(1) 要請の背景と内容を確認し、先方政府関係機関との協議を経て協力計画策定 
(2) 協力計画の事前評価を行うために必要な情報の収集と分析 
(3) 「モ」国政府との M/M に係る協議、署名、及び討議議事録（Record of Discussion：R/ D）

案に係る協議 
 

１－５－２ 調査の方法 
  本詳細計画策定調査は、以下の手順と調査方法に基づき実施された。 

（１）事前のインタビュー結果の活用 
 まず、2009 年 6 月から同年 9 月にかけて「モ」国教育文化科学省（以下、「教育省」と記

す）に対し事前インタビューを行った。インタビューを通じ、①「モ」国側に、フェーズ 2
実施に向けた強い希望があること、②フェーズ２では、フェーズ 1 の成果である新たな指導

法を、研修を通じて「モ」国の広い地域に定着させたいこと、③「モ」国では教員再訓練制

度を構築中であり、フェーズ２にて、有用な研修モジュールができた場合には、再訓練制度

の中での活用を検討すること、等の意向を確認した。 
 

（２）調査評価デザインの作成 
 本詳細計画策定調査の調査方針、及び評価グリッドを作成した。調査方針については、調

査項目ごとに必要な資料・情報の収集状況と留意事項、事前検討結果、調査方法などをそれ

ぞれ整理し、とりまとめた。評価グリッドについては、5 項目評価を実施するための評価デ

ザインを検討し、「プロジェクト評価の手引き―改訂版 JICA 事業評価ガイドライン―（2004）」
に基づき、評価グリッドを作成した。 

 
（３）関連資料のレビューと調査ツールの作成 

 関連資料として、フェーズ 1 の事前評価調査報告書、中間評価調査報告書、終了時評価調

査報告書案、フェーズ 1 で作成された指導書、エンドライン調査報告書、業務完了報告書や

その他の成果品、前述のインタビュー調査内容などを活用した。これら資料のレビューを行

い、フェーズ 1 の実績やプロセス、終了時点での自立発展性の見通しやインパクトの達成見

込み、フェーズ 2 実施に向けた課題を確認した。 
 さらに、インタビューにより確認されたフェーズ 2 実施に向けた「モ」国側の意向や課題

に沿って、PDM 原案を作成した。一方、「モ」国側の研修制度及び意向に関して不明瞭な部

分があったことから、現地調査においてプロジェクトのデザインを柔軟に検討すべく、協力
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内容、特に成果部分については複数の代替案を検討のうえ、現地調査に臨むこととした。新

指導法の普及に向けては、「現職教員研修」、「新規教員養成」、「教員による現場での実践」

が主要なコンポーネントとして考えられる。現地調査にて「モ」国の制度や意向を確認する

に当たって、事前に各コンポーネントの長所・短所の比較表を作成した（図 1 参照）。 



－
 
－

 
6
4 

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
期

間
中

に
全

教
員

24
,0

00
人

を
対

象
に

研
修

を
実

施
す

る
こ

と
は

恐
ら

く

難
し

い
た

め
、

段
階

的
に

普
及

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
・

現
在

の
と

こ
ろ

、
現

職
教

員
研

修
を

実
施

す
る

た
め

の
｢
モ

｣
国

政
府

予
算

は
不

足
し

て
い

る
・

研
修

実
施

者
で

あ
る

プ
ロ

バ
イ

ダ
ー

や
全

国
の

指
導

主
事

へ
の

T
O

T
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

リ
ソ

ー
ス

（
人

員
と

コ
ス

ト
）

を
か

け
る

必
要

が
あ

る
・

新
指

導
法

を
習

得
し

た
現

職
教

員
が

退
職

し
て

い
け

ば
、

長
期

的
に

は
弱

く
な

る
（

毎
年

X
X
人

の
現

職
教

員
が

退
職

す
る

）

・
新

指
導

法
を

学
び

た
い

教
員

の
卵

に
と

っ
て

は
学

習
の

機
会

と
な

ら
な

い
・

研
修

を
実

施
す

る
だ

け
で

は
、

現
場

で
の

定
着

ま
で

は
期

待
で

き
な

い

図
１

　
各

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
の

長
所

・
短

所
の

比
較

表

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
１

:
現

職
教

員
研

修

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
２

：
新

規
教

員
養

成

比
較

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
３

：
教

員
に

よ
る

指
導

法
の

実
践

（
授

業
研

究
な

ど
を

通
し

た
）

コ
ン

ポ
ー

ネ
ン

ト
代

替
案

短
所

・
１

を
補

完
す

る
こ

と
が

で
き

る
（

＝
１

の
研

修
だ

け
で

は
難

し
い

指
導

法
の

現
場

で
の

定
着

を
、

サ
ポ

ー
ト

で
き

る
）

・
現

職
教

員
が

学
校

現
場

で
実

践
的

活
動

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
・

費
用

対
効

果
が

高
い

（
＝

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
リ

ソ
ー

ス
が

少
な

く
て

す
む

）
・

フ
ェ

ー
ズ

1の
指

導
書

/指
導

法
開

発
マ

ニ
ュ

ア
ル

/モ
ニ

タ
リ

ン
グ

マ
ニ

ュ

ア
ル

を
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る

・
新

指
導

法
普

及
の

即
効

性
は

弱
い

（
＝

普
及

と
定

着
に

は
時

間
が

か
か

る
）

・
新

規
教

員
養

成
機

関
の

学
生

の
う

ち
、

全
員

が
教

員
に

な
る

わ
け

で
は

な
い

た
め

（
X

X
％

程
度

）
、

費
用

対
効

果
は

限
ら

れ
る

・
教

員
養

成
機

関
の

教
官

達
へ

の
T

O
T
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

リ
ソ

ー
ス

（
人

員
と

コ
ス

ト
）

を
か

け
る

必
要

が
あ

る
・

従
来

の
指

導
法

に
こ

だ
わ

り
を

持
つ

教
員

養
成

機
関

の
教

官
達

は
、

新
し

い
指

導
法

を
教

え
る

こ
と

が
難

し
い

・
教

員
養

成
機

関
が

新
指

導
法

を
学

生
に

教
え

る
こ

と
が

教
員

養
成

課
程

/カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

で
義

務
付

け
ら

れ
て

い
な

い
た

め
強

制
力

が
弱

い
か

・
新

指
導

法
を

学
び

た
い

現
場

の
教

員
に

と
っ

て
の

学
習

の
機

会
に

は
な

ら
な

い

・
普

及
と

定
着

に
は

時
間

が
か

か
る

・
自

助
努

力
や

校
内

で
の

取
り

組
み

に
左

右
さ

れ
る

と
こ

ろ
が

大
き

く
、

強
制

力
は

弱
い

・
管

理
職

（
校

長
、

学
習

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

）
の

新
指

導
法

に
つ

い
て

の
理

解
の

度
合

い
に

左
右

さ
れ

る

長
所

・
新

指
導

法
普

及
の

即
効

性
が

高
い

・
大

臣
令

で
定

め
ら

れ
た

研
修

制
度

に
則

っ
て

研
修

を
実

施
す

る
こ

と
で

、
強

制
力

が
強

ま
る

・
新

指
導

法
を

学
び

た
い

現
場

の
教

員
に

と
っ

て
は

よ
い

学
習

の
機

会
と

な
る ・

フ
ェ

ー
ズ

1の
指

導
書

/指
導

法
開

発
マ

ニ
ュ

ア
ル

/モ
ニ

タ
リ

ン
グ

マ
ニ

ュ

ア
ル

を
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る

・
新

指
導

法
普

及
の

持
続

性
が

高
い

（
長

期
的

に
は

）
・

毎
年

X
X
人

の
、

新
指

導
法

を
学

ん
だ

新
規

教
員

が
生

ま
れ

る

・
地

理
的

に
広

い
｢
モ

｣
国

を
カ

バ
ー

す
る

こ
と

が
で

き
る

・
新

指
導

法
を

学
び

た
い

教
員

の
卵

に
と

っ
て

は
良

い
学

習
の

機
会

と
な

る
・

フ
ェ

ー
ズ

1の
指

導
書

/指
導

法
開

発
マ

ニ
ュ

ア
ル

/モ
ニ

タ
リ

ン
グ

マ
ニ

ュ

ア
ル

を
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る



－ － 65

（４）プロジェクト関係者等へのインタビュー（現地調査 1 週目） 
 （１）～（３）の調査結果をもとに、（３）の PDM 原案とコンポーネント比較表を用いて、

各コンポーネントの長所・短所を比較してもらい、大枠としてどのコンポーネントを主体と

してプロジェクトを実施していくのかについての意見を得るため、関係者にインタビューを

実施した。 
インタビュー対象者のうちフェーズ 1 の関係者としては、カウンターパート（Counterpart：

C/P）機関であった教育文化科学省（以下、「教育省」と記す）一般教育局、教育研究所、大

学、教育局のほか、フェーズ 1 で指導書を試行した学校の校長や試行教員などへのインタビ

ューを行った。さらにフェーズ 1 の全 8 つのワーキンググループ（WG）のグループ長らと

詳細な協議も実施した。加えて、フェーズ 2 の実効性をより高めるという観点から、フェー

ズ 2 でターゲットとなる可能性を踏まえ、フェーズ 1 に直接かかわらなかった県や学校にも

インタビューを行った。また、不要な重複を避け協力の可能性を探るという観点から、基礎

教育分野の主要ドナーであるアジア開発銀行（ADB）及びファスト・トラック・イニシアテ

ィブ（FTI）基金へのインタビューも実施した。 
 

（５）プロジェクトデザインのワークショップと PDM 案の作成（現地調査 2 週目～3 週目） 
１）まず（４）のインタビューで収集した情報を整理、分析した。整理分析した情報の内

容は、①大枠としてどのコンポーネントを主体としてプロジェクトを実施していくのかに

ついてと、その根拠、②コンポーネントごとのつながり、③各コンポーネントを実施する

上での留意事項の 3 つである。 
２）次に、分析結果をもとに、プロジェクトデザインツリー案を作成した（図 2 参照）。

同ツリーは、関係者にプロジェクトのデザインを形成してもらうためのたたき台としての

位置づけである。 
３）続いて、プロジェクトデザインツリー案を用いて、プロジェクトのデザインを共有し

形成するためのワークショップを実施した。ワークショップには、関係者 28 人1が参加し

た。ワークショップでは、まず調査団から、同ツリーの 3 つのコンポーネント（成果）と

活動についての説明と、同ツリーがインタビュー調査の結果を可能な限り反映させて作ら

れたものであることの説明が行われた。次に、参加者を 3 つのグループに分け、①各コン

ポーネントとその活動内容は適切か、②各コンポーネントとその活動の実現性を高めるた

めにはどうしたらよいかという観点からグループディスカッションを実施してもらい、そ

の結果を全体で発表、共有した（付属資料２「ワークショップ結果概要」参照）。 
ワークショップでは、各コンポーネントを実施していくための留意点や工夫を要する点な

ど現実的な意見が多く出された。調査団は、ワークショップの結果を踏まえ、より詳細な

PDM 案、PO 案を作成した。 
 
（６）5 項目評価（現地調査 3 週目後半） 

（１）～（５）の結果を踏まえて作成された本プロジェクトを、評価グリッドに沿って評

価 5 項目の観点から評価した。 
                                                        
1 （４）でインタビューの対象となった関係者（フェーズ 1 の関係者ならびにフェーズ 2 で対象になる可能性のある関系者）

のうち、ウランバートル市から 28 人が参加した。 
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妥当性では、主にプロジェクト目標及び上位目標が受益者のニーズに合致しているか、相

手国及び日本の政策と整合しているか、計画立案のプロセスは適切か、といったプロジェク

トの正当性・必要性を検証した。 
有効性では、プロジェクト目標の達成見込みと、各成果がどのように関係し合ってプロジ

ェクト目標の達成に貢献する見込みかについて検証した。 
効率性では、効率を高める視点を持ってプロジェクトの投入がデザインされているか、費

用対効果を高める工夫がされているかについて検証した2。 
インパクトについては、上位目標の達成見込み、及び上位目標以外のインパクトの発生見

込みについて検証した。 
自立発展性については、プロジェクト実施においてどのような工夫や留意をすることでプ

ロジェクト終了時点における自立発展性が高まるのかという視点に基づき、プロジェクト終

了時に見込まれるプロジェクトの便益の持続性について検証した。 

                                                        
2 評価時点では投入（投入金額、人員人/月数、時期など）が明確に定まっていなかったため、費用対効果を高める工夫がなさ

れているかの検証にとどまった。 
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第２章 要請の背景 
 

２－１ ｢モ｣国政府の教育開発政策 

（１）国家開発計画 
「包括的国家開発戦略（2007～2021）」は、モンゴル国憲法（1992）や「経済成長支援と貧困

削減戦略（2003）」をはじめとする「モ」国の基本的な開発政策文書を参照・検討した上で策定さ

れた、包括的な人間開発政策文書である3。同文書では 2007 年からの 14 年間の開発政策を、「国

連ミレニアム開発目標（Millenium Development Goals：MDGs）」を達成し「モ」国の経済開発を

積極的に推進する期間（2007～2015）と、知識集約型経済への移行期間（2016～2021）の 2 期に

分けて定めている。 
同包括的国家開発戦略では 6 つの優先課題が定められており、優先課題 1 として「国連ミレニ

アム開発目標の達成とモンゴル国民への総合的な開発の供与」が掲げられている。教育開発政策

は保健分野の開発政策などとともに同優先課題 1 に位置づけられており、「平等な教育機会の提

供」など 6 つの戦略目標から構成されている（表 1 参照）。さらに同包括的国家開発戦略を実行す

るための中期計画として「政府行動計画（2008～2012）」が定められており、同計画の教育セクタ

ーにおける具体的な行動計画として、公教育を国際水準に近づけること、基礎教育課程の 12 年制

度への移行と教育の質及び就学率の向上、訓練を受けた教員の配置と教員の技能の向上、大学教

員の技能向上のためのプログラムの施行など、合計 21 項目が定められている4。  
 

表１ 教育開発政策戦略目標 

優先課題 1：国連ミレニアム開発目標の達成とモンゴル国民への総合的な開発の供与 

教育開発政策の 6 つの戦略目標 

目標 1：児童生徒への平等な教育機会―児童生徒にアクセス可能でニーズに合った質の教育―の提供 

目標 2：全ての教育段階における教育スタンダード、カリキュラムの開発及び、それらの実施に係る政策、戦

略、基準、規則、手続きなどの改訂 

目標 3：教員の専門能力及び指導技術の向上、給与やインセンティブ、社会的な問題への包括的な解決策の提

供と、人材開発への投資額の大幅な増加 

目標 4：国の教育制度を国際水準に近づけるための国家の役割の強化 

目標 5：市民が自らの教育を向上させ、柔軟で創造的な研修を享受できるような自由な内容や柔軟な形態での

教育の開発と実施 

目標 6：学校を基盤としたマネジメントの改善、教育機関の体系、組織・体制、機能、規模や場所・指定区域

などの見直し 

出所：包括的国家開発戦略（2007-2021） 

 

 

 

 

 

                                                        
3 Millennium Development Goals - Based on Comprehensive National Development Strategy of Mongolia (Draft), Ulaanbaatar (2007). 
4 Action Plan of the Government of Mongolia for 2008-2012 (2008). 
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図３ 国家開発政策・教育政策の体系図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

出所：図中の各文書の内容をもとに調査団が作成 

 
（２）教育政策 

「教育マスタープラン（2006～2015）」は、前述の「包括的国家開発戦略」の教育開発政策

を実行するための教育セクターにおける中・長期基本戦略として位置づけられる5（図 3 参照）。

同マスタープランでは教育分野を、①就学前教育、②初・中等教育、③ノンフォーマル教育・

成人教育、④技術教育・職業訓練、⑤高等教育の 5 つのサブセクターに分け、サブセクターご

とにそれぞれ、「アクセス」、「質」、「マネジメント」の改善に向けた 2010 年までの中期実施計

画と 2015 年までの達成目標を定めている。 
同マスタープランの初・中等教育分野における中期目標として、目標 1：教育の機会不平等

の是正、及び児童生徒による学ぶ権利の行使への支援（アクセス）、目標 2：質の高い初・中等

教育を提供するための環境と条件の創出（教育の質）、目標 3：学校開発に向けた政策とマネジ

メントの開発・向上（マネジメント）が掲げられている。目標 1、目標 2、目標 3 はそれぞれ 5
プログラム、11 プログラム、3 プログラムから構成されている。 

教育の質の改善を目指す目標 2 のうち、新教育スタンダード6の施行や教員の能力向上に関す

る主なプログラムとして、プログラム 2.1「新教育スタンダードの施行と 12 年制度への移行に

向けた施策の整備」、プログラム 2.3「教員と管理職員に対する訓練制度の改善」、プログラム

2.4「学校を中心とした再訓練制度の導入」、プログラム 2.5「新教育スタンダードとカリキュラ

ムを施行するための教員の専門能力及び指導技術の向上」が挙げられる。  
主な内容として、プログラム 2.1 は、子どもの創造的発想や論理的思考を促すような指導法

を取り入れた新教育スタンダードの試行や、基礎教育課程の 12 年制度への移行など教育制度

                                                        
5 Master Plan to Develop Education of Mongolia in 2006-2015, Government of Mongolia, Ulaanbaatar (2006).  
6 国の教育カリキュラムで日本の学習指導要領に相当。新教育スタンダードは 2005 年 9 月から開始された。 

相互に
関連 

包括的国家開発戦略 

(2007～2021) 

政府行動計画 

(2008～2012) 

教育マスタープラン 

(2006～2015) 

教育マスタープラン 

年間実施計画 

教育文化科学省 

年間実施計画書 
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整備に係る施策である。プログラム 2.2 は、主に新規教員養成（pre-service training）に係る施

策であり、プログラム 2.3 と 2.4 は現職教員再訓練（In-service training）に係る施策である。 
また、同教育マスタープランを実行するために、具体的な取り組み内容と予算を明示した年

間実施計画が別途策定されている。同年間実施計画では、教育マスタープランの 5 つのサブセ

クターの各プログラムにおける、「モ」国政府と外部ドナーの取り組み内容及び負担金額を明

らかにしている。 
実際に 2007 年度～2009 年度の各年間実施計画において、本プロジェクトのフェーズ 1「子

どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト」7が、上述のプログラム 2.4 及びプログラム 2.5
の活動の一つとして位置づけられており、本プロジェクトによる協力金額と期待される成果8が

明示されている。 
 
２－２ 教育財政 

（１） 教育予算 
「モ」国政府は教育法（1995 年）により、政府支出の 20％を教育予算に充当する方針を定

めている9。1995 年度から 2002 年度までの政府支出に占める教育支出を概観すると、1995 年度

から 2000 年度にかけて 15%台から 19%台の間で推移しており、2001 年度には目標の 20％に達

している（表 2 参照）。これは、他のアジア太平洋地域の移行諸国の政府支出に占める教育支

出の割合と比較しても高い10。 
表 1 教育に対する公共支出 

年度 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 

対政府支出比（％） 17.0 15.9 16.2 17.1 17.8 19.1 20.4 19.8 

対 GDP 比（％） 4.6 4.0 5.7 7.1 7.0 7.9 8.9 8.5 
       出所：2006 EFA Global Monitoring Report Literacy Country Study-Mongolia, 

 Ulaanbaatar (2005), pp.11-12 

 
教育省財務投資局によると、2009 年度の教育予算は 4,420 億 400 万トグルグであり、政府支

出の約 30.8％及び GDP の約 7.6％に値するとされている（表 3 参照）。同教育予算は表 3 で示

すとおり、「教育」、「文化」、「科学技術」に係る予算からなり、このうち「教育」に用いられ

る予算は 3,961 億 8,400 万トグルグ11で、教育予算全体の約 90％を占めている。なお、2010 年

度の教育予算は対前年度比 110％の 4,879 億 9,800 万トグルグが予算要求されており、2009 年

10 月調査時点において国会での承認を待っている状況である。 
「モ」国の教育予算に占める経常予算の割合を見てみると、2009年度教育予算の約 90％（3,970

億 8,800 万トグルグ）、2010 年度要求予算の約 89％（4,342 億 7,200 万トグルグ）と高い割合を

                                                        
7 本プロジェクト実施の背景については、後述の第 2 章 6 節を参照 
8 期待される成果として『1 年生～9 年生の児童生徒に対する「子ども中心の指導法」が開発される』ことが明記されている。
出所：Annual Implementation Plan 2007, 2008, and 2009. 
9 Background paper prepared for the Education for All, Global Monitoring Report, 2009. Overcoming Inequality: why governance 
matters, A compilation of background information about educational legislation, governance, management and financing structures and 
processes: Central Asia (2008), UNESCO-IBE, pp.50. 
10 政府支出に占める教育支出の割合（2004 年データ）は、アジア太平洋地域の発展途上国平均値（16.2％）、カンボジア（15.3％）、
ラオス（11.6％）、タジキスタン（16.9％）、インドネシア（14.2％）、フィリピン（16％）、アゼルバイジャン（19.2％）、｢モ｣
国（19.3％）。出所：Mongolia Consolidating the Gains, Managing Booms and Busts, and Moving to Better Service Delivery, A P ウラ
ンバートル lic Expenditure and Financial Management Review, (In Two Volumes) Volume I: Core Report (2009), World Bank, pp.54. 
11 調査時点のレートは、100 トグルグ＝約 6.25 円、100 円＝約 1,600 トグルグ 
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占めており、教育マスタープランで定められた「教育の質の向上」などへ向けた教育活動に充

てられる投資予算は限られていることがうかがえる（表 3 参照）。また、教育予算のサブセク

ター別の内訳としては、就学前教育、初・中等教育、職業教育訓練、高等教育のうち初・中等

教育予算が最も多く、これらのサブセクターの総支出の約半分を占めている12。 
表３ 2009 年度～2010 年度教育予算 

（百万トグルグ）

総予算 経常予算 投資予算 総予算 経常予算 投資予算

442,004.9 397,088.8 44,916.1 487,998.3 434,272.0 53,726.3
教育 396,184.2 362,575.8 33,608.4 441,575.8 395,111.5 46,464.3
文化 31,802.7 22,030.4 9,772.3 30,702.3 25,111.3 5,591.0
科学技術 14,018.0 12,482.6 1,535.4 15,720.2 14,049.2 1,671.0

*調査時点では国会承認前の予算額。2010年12月1日までに国会承認予定とのこと

出所：教育省財務投資局データをもとに調査団が作成

内訳

2009年度 2010年度*
教育予算

 

（２） 中央及び地方行政機関の教育予算 
 「モ」国の教育予算の中央及び地方行政機関別の割合を見てみると、地方行政機関であるウ

ランバートル市及び全県の教育予算が、2009 年度の教育予算の約 72％（3,192.1 億トグルグ）

を占めて多く、残りの 28％が中央行政機関としての教育省ほか、オペラハウスや劇場などの機

関の教育予算である（図 4 参照）。地方行政機関別の教育予算を見ると、「モ」国の人口の約 40％
を占めるウランバートル市の教育予算が突出して多く（812 億 0,100 万トグルグ）、続いてモン

ゴル第 2 の都市であるフブスグル県（162 億 8,200 万トグルグ）、バヤン・ウルギー県（152 億

8,600 万トグルグ）、ウブルハンガイ県（147 億 0,600 万トグルグ）、セレンゲ県（141 億 9,800
万トグルグ）の順に多い13（図 5 参照）。 

図４ 教育予算の中央・地方行政機関別内訳（2009 年度） 

       

出所：教育省財務投資局のデータをもとに調査団が作成 

 
 
 

                                                        
12 2000 年度～2005 年度のサブセクター別の支出内訳による。出所：World Bank (2009), pp.55. 
13 2008 年の｢モ｣国全体の人口は 2,683.5 千人、市・県別人口は多い順に、ウランバートル市（1,071.7 千人）、フブスグル県（123.0
千人）、ウブルハンガイ県（116.6 千人）、セレンゲ県（101.6 千人）、バヤン・ウルギー県（101.3 千人）。出所：Mongolian Statistical 
Yearbook 2008, Ulaanbaatar, National Statistical Office of Mongolia (2009), pp.85. 

市/県の教育予算

72％ 
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図５ 市・県別教育予算（2009 年度） 
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         出所：教育省財務投資局のデータをもとに調査団が作成14 

 

２－３ 教育省および市・県教育局の機能と役割 

（１）教育省一般教育局の機能と役割 
教育省は調査時点において全体で 70 人程度の教育政策立案機関である。教育省には、教育

サービスに係る部署15として 5 つの部署、①一般教育局、②高等・職業教育局、③財務投資局、

④公共管理局、⑤外部協力部、情報・モニタリング・評価局があり、各部署は平均 7-8 人の職

員で構成されている16。 
このうち本プロジェクトの C/P となる一般教育局は、主に就学前教育から初・中等教育まで

の基礎教育に関する政策立案を行う部署として、教育省局長を含め 9 人の職員からなる。一般

教育局の機能と役割として、就学前教育、初・中等教育、万人のための教育に関する教育開発

政策を策定し、これらの政策を分析し、教育開発に関する基本方針、短・中・長期計画、教育

マスタープラン、プログラム、案件などを策定し、これらの実施・調整・管理を指導すること

が定められている17。 
 

（２）教育省教育研究所の機能と役割 
 教育省教育研究所は、26人の研究者と 3人の職員からなる。教育研究所の機能と役割として、

①基礎研究の増加、②教育研究の理論、実践、方法の改善、③教育研究の研究者の質（論理性）

の向上が掲げられている。また、教育研究所の活動としては、①「モ」国の教育開発の理論と

実践方法に関する基礎研究及び補足研究の実施、②教育マネジメントの決定手段となるような

科学的な基盤の確立、③管理職員、教育者、教員、教育機関の職員への教育訓練の実施、④教

                                                        
14 県名の日本語表記は、「モンゴルのストリートチルドレン」朱鷺書房（2007）を参考にした。 
15 文化・芸術・科学技術にかかる部署を除く 
16 Technical Assistance Consultant’s Report, Mongolia: Technical Assistance for Development of a Sector-Wide Approach (SWAp) in 
Education (2007), ADB 
17 教育文化科学省のホームページによる 

（単位：百万トグルグ）
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育機関及び市民への科学的根拠に基づく教育研究結果と情報の提供の 4 つが掲げられている18。 
 
（３）市/県教育局の機能と役割 

 市/県の教育局は教育大臣令第 82 号別紙 1 教育局規則令により市長及び県知事の付属機関と

して位置づけられており、その役割は「当該地域における教育文化機関、及び住民に対する専

門的な指導管理を行い、彼らの活動を支援すること」（総則 1.1）と定められている。そのほか

の機能及び役割として、国家教育文化セクター政策、教育法、文化法、教育文化政策中央行政

機関からの決定やその他の命令・規則に基づき業務を行うこと（総則 1.2）、当規則令に基づき

市長/県知事命令により教育局業務規則を定めること（総則 1.3）、局長は市/県知事と契約を協

定し活動を行うこと（総則 1.4）などが定められている。 
 教育局は管理職と専門指導法職の 2 つからなる。局長及び教育、文化、予算、財務を担当す

る専門員が管理職を勤め、指導主事が専門指導法職を勤めることが定められている。また、教

育局長は、教育省と協議のうえ、市長/県知事により任命される。 
市/県教育局の主な業務として、教育文化芸術に関する国家政策の実施及び地方政策の策定・

実施調整・モニタリング・評価、教育スタンダード、国家カリキュラム及び学習計画を地方レ

ベルで実施するための管理指導などが挙げられている（表 4 参照）。 
学校教員に対する指導を行うのは、上述の専門指導法職である指導主事の役目である。指導

主事の主な役割として、教員らに対して専門的指導や助言・支援をし、彼らの再教育を行うこ

とが、上述の教育大臣令第 82 号により定められている。指導主事は全国に合計 218 名おり、

そのうち、特定の科目を指導する指導主事は 144 名である（付属資料４「市/県教育局の職員数」

参照）。 
 

表４ 市/県教育局の主な基本業務（抜粋） 

基本業務 
2-1 教育文化芸術に対する国家政策、規則命令の紹介、実施及びそのモニタリング、評価などを行い、報告を

する 
2-2 教育文化芸術セクターを開発するための地方政策及び方針を策定し、戦略計画を策定し、その実施調整を

図り、モニタリング、評価する 
2-3 教育スタンダード、国家カリキュラム、学習計画を地方レベルで実施するための管理指導をし、関係機関

及び国民に対する専門的な指導・助言を行い、研究調査を実施し、職業専門教育及び高度なレベルの学習

計画等を策定し、そのモニタリングを実施する 
2-6 地域の特徴に適した教育文化機関の組織と位置を決め、当該機関に対する指導管理と専門的な指導方法の

充実を図る 
2-7 市/県の学校・幼稚園・文化芸術機関などにおける当該専門分野の人材を充実させ、関連政策を策定及び

実施し、彼らの専門能力を高めるための活動を行い、勤務環境を整備し、社会保障問題を解決する 
2-9 教育文化芸術機関、学習者、教員、職員、国民などに対するシンポジウム、会議、研究会、セミナー、オ

リンピック、大会、フェスティバルなどを実施し、宣伝し、その報告書を定められた期間内に提出する 
2-14 教育文化機関に必要な書籍、参考資料、教科書、楽器、設備器具、PC、キャビネット、実験室等を整備

及び充実させ、活用し、管理状況等についてモニタリングを行う 

出所：教育大臣令第 82 号別紙 1 教育局規則令（仮訳）より一部抜粋 

 

                                                        
18 教育文化科学省教育研究所の資料による 
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２－４ 教員訓練制度 

２－４－１ 現職教員等再訓練 
（１）現職教員等再訓練 

現職教員等への再訓練はこれまで、市/県教育局、教育研究所、国立教育大学、その他教員

養成大学、外部ドナーのプロジェクトなど、各機関が個別に実施し、十分な調整が行われて

こなかった。この状況を改善するため、教育省は教員や管理職員に対する再訓練制度や環境

を整備し、教員や管理職員の技能を向上させることを目標としたプログラムを実施している。

一つは、プログラム 2.4「学校を中心とした再訓練制度の導入」で、もう一つはプログラム

2.5「新教育スタンダードとカリキュラムを施行するための教員の専門能力及び指導技術の向

上」である。この 2 つのプログラムは、教育マスタープランの中期目標 2「教育の質の向上」

に向けた施策として位置づけられている。 
 

現職教員等再訓練に関する施策 
プログラム 2.4「学校を中心とした再訓練制度の導入」 
プログラム 2.5「新教育スタンダードとカリキュラムを施行するための教員の専門能力及び 

指導技術の向上」 

 
プログラム 2.4「学校を中心とした再訓練制度の導入」の活動内容として、教員が職場内

研修を通じて学習を継続するための職務環境の整備、教員再訓練機関としての機能を果たす

地域の中心学校の設置、教員や管理職員への再訓練に係る財務マネジメントの改善、学校予

算への再訓練予算の計上、などが挙げられる。 
 プログラム 2.5「新教育スタンダードとカリキュラムを施行するための教員の専門能力及

び指導技術の向上」の活動内容としては、新教育スタンダードとカリキュラムを施行するた

めの研修モジュールを開発すること、外国や国内のプロジェクトで訓練を受けた教員の技能

を、他の地域の学校教員への再訓練に活用すること、などが挙げられる。 
さらに、教育省はこれらプログラムに基づき、現職教員等への再訓練制度を体系化するた

め、2008 年に教育大臣令第 72 号「教員再訓練制度の承認について」と同大臣令別添「就学

前教育、小・中・高等学校の教員、管理職の再訓練研修の制度19」（以下、再訓練研修制度）

を発令した。同大臣令は、就学前教育、初・中等教育機関の教員、管理職（校長、教頭20）

に対する再訓練研修制度の目的や内容を整理し、ナショナルプログラムとして体系化したも

のといえる。 
同大臣令では、再訓練研修制度を高度なレベルで実施することを、教育省の一般教育局長、

高等・職業教育局長、教育研究所、市/県教育局、教員養成大学、教員再訓練研修を行う権利

を有する機関、就学前教育及び初等教育学校の管理職に命じている。さらに、同制度の実施

に係る予算を教育予算に反映させることを同省財務投資局長に命じている。 
 再訓練研修制度の対象者は、①就学前教育機関、初・中等教育機関、及びノンフォーマル

教育機関の教頭、教員、並びにソーシャルワーカー、②市/県教育局の指導主事、③研修機関

の管理職員（校長、教頭）である。また、同制度の主な目的は、これら対象者の専門性と指

                                                        
19 2009 年 1 月 1 日から施行開始（教育大臣令第 72 号による） 
20 ｢モ｣国では教頭は「学習マネージャー」と称されるが、本報告書では平易な表現を用いるため「教頭」と記載する。 
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導能力を向上させる機会を整備し、子どもの発達を支援する新教育スタンダード、学習プロ

グラム及び計画を高度なレベルで実施することである。 
同再訓練研修制度は、①基本研修、②科目別研修、③自己研修の 3 つに分けられる。①の

基本研修は 1 年目、5 年目、10 年目の教員のための階層別研修。②の科目別研修は、全教員

が対象となる研修で、内容に応じて、評価対象となる単位が付与される研修と付与されない

研修に分けられる。③の自己研修もまた全教員が対象であるが、個々の教員が職務を通して

専門能力を向上させるために受ける研修である（表 5 参照）。 
 

表５ 再訓練研修制度 

予算源
研修プログラ

ム作成者
主な目的

1年目研修（10日間） 市・県教育局
①教員養成大学で身に付けた知識の現場への適応
方法、②学校・教育環境への適応方法、③生徒・
保護者等との接し方、④教員の勤務要領、の習得

5年目研修（14日間）

①教育スタンダードを実践する、②自己を高め
る、③習得した指導法、学校マネジメント理論等
を新しいニーズに適応させる、④教員としての専
門能力を向上させる

10年目研修（21日間）

①知識や経験を他の職員らと共有する、②他の職
員らから学ぶ、③指導法の新しい理論・実践方法
を紹介する、④調査研究方法や他人にアドバイス
する方法を習得する

単位付き
教員、管理職員の勤務要領にある義務、活動、当
該科目の専門能力を身につける

単位なし
教員の質の改善・改革、マネジメント、教育理
論、実践、法律、科学などの多分野における新し
い知識を習得する

国家教育予
算、就学前教
育機関・学校
の教員再訓練
予算

自己のニーズに
基づき指導法研
究会、管理職
員、教育局と協
議の上で作成

高度なレベルで職務を遂行し、積極的に新しい情
報や知識を習得し、最新の技法やテクノロジー、
外国語能力を身につける

教育専門指導法
機関、教員養成
大学、教員再訓
練を実施する権
利を有する機関

主に、教員再訓
練を実施する権
利を有する機関

研修の種類

国家教育予算

出所：教育大臣令第72号仮訳（JICAモンゴル事務所資料）をもとに調査団が作成

1) 基本研修

2) 科目別研修

3) 自己研修

国家教育予
算、プロジェ
クト予算、寄
付・援助、参
加者の学費

 

同再訓練研修制度の予算措置については、①基本研修の予算を国家教育予算で、②科目別

研修の予算を、国家教育予算、プロジェクト予算、寄付・援助、参加者の学費で、③自己研

修の予算を、国家予算から就学前教育機関及び学校に配分される再訓練予算で―それぞれ負

担することが定められている。 
教育省財務投資局によると、同再訓練研修制度を実施するための 2010 年度予算として約

12 億トグルグを財務省に要求したが、ここ数年の経済危機の影響により要求額の 4 分の 1 に

当たる約 3 億トグルグのみが国会で承認される見込みである。教育省はこの 3 億トグルグを、

2010 年度の基本研修のうち最も対象となる教員数の多い 5 年目研修及び科目別研修に充てる

計画であり、詳細については予算承認後一般教育局が計画を立てることになっている21。一

                                                        
21 教育省財務投資局へのインタビューによれば、3 億トグルグは、5 年目研修のみの経費としても不足しているとのこと。 
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般教育局は、来年度以降予算が十分に配分されるようになれば、再訓練研修制度で定められ

たその他の研修についても予算を付け、研修を実施していく意向である22。 
 

（２）学校単位での教員再訓練－指導法研究会－ 

「モ」国では、教員の再訓練を行う学校単位の組織としての「指導法研究会」が全国の学

校に設置されている23。教育大臣令第 207 号によると、指導法研究会の活動基本方針は、①

教員の再教育の実施、②学習内容・指導法の改善と実施、 ③学習の質と成果の向上―の 3

つである。さらに、指導法研究会は、政府の教育政策及びスタンダードに合わせて教育内容・

指導法を改善したり、教員らに専門的な助言・指導を行ったりするための基本組織であるこ

となどが定められている。 

同研究会は校長の命令により構成され、初等教育課程のみの学校においては、初等教育の

指導法研究会を設置すること、8 学年学校（初等、前期中等）と 10 学年学校（初等、前期中

等、後期中等）においては、理科、社会科、初等教育の三つの指導法研究会を設置すること

が規定されている。さらに、年間及び学期別の計画を作成し、教頭の承認を受け、計画に沿

って活動を実施し、活動結果を児童生徒育成委員会へ報告すること、教員一人一人が自らの

計画を策定することになっている。同研究会は、「モ」国の教育現場において教員同士が協

働し、学び合い、技能を向上させていくための重要な学校単位での組織として位置づけられ

ている。 
 

Box 1 全国の学校管理職員数・教員数と特定の資格を持つ教員数 
 

全国の初・中等教育の教員数は合計 23,897 人で、その約 81％に当たる 19,462 人が女性である。全国の学校

長数は合計 817 人、教頭数は 1,223 人である（付属資料５「全国の管理職員数及び教員数」参照）。 
 
「モ」国では、特定の能力を身に付けた教員に対し、求められる能力に応じて、「指導者」、「優秀指導者」、

「アドバイザー」という 3 つの資格を与えている（初中等教育法第 21 条 4 項の規定による）。各資格で求めら

れるレベルは以下のとおり（教育大臣令第 73 号別添 1「教員の専門資格を失効及び付与する制度」の規定によ

る）。 
 
「指導者」：自分の学校の教員に指導できるレベルの教員 
「優秀指導者」：当該地域の教員に指導できるレベルの教員 
「アドバイザー」：｢モ｣国の全教員に指導できるレベルの教員 

 
 全国の教員のうち、指導者、優秀指導者、アドバイザーの資格を持つ教員数はそれぞれ 6,432 人、4,454 人、

424 人で、全国の教員の約 47％が 3 つのいずれかの資格を持っていることが分かる（一般教育局データによる）。

 

 
（３）高等教育機関の教員等再訓練 

 高等教育段階の政策立案を担う教育省高等・職業教育局によれば、教員等への再訓練はこ

れまで初・中等教育機関に集中しており、高等教育機関の教員等への再訓練は実施されてこ

なかった。このような状況を受け、高等教育機関に携わる人材の能力向上に向けた具体的な

                                                        
22 教育省一般投資局へのインタビューによる。 
23 ドルノド県教育局へのインタビュー及び教育大臣令 207 号（1995）による。同大臣令第 207 号では、指導法研究会の設置と

活動規則の策定及び規則の順守を学校長に命じている。 
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政策が掲げられているものの24、経済危機による予算不足もあり、政策に基づいた高等教育

機関の教員等への再訓練プログラムはこれまでのところ実施されていない25。さらに、モン

ゴル国立大学（以下、「国立大学」と記す）、モンゴル国立教育大学（以下、「教育大学」と

記す）、「モ」国東部の中心大学である国立ドルノド大学へのインタビューによると、現在ま

でのところ、大学が主体となった教員等再訓練研修会なども特に実施されていない26。一方

で、大学教員等の再訓練の主な機会として、現職教員による大学院への就学27があり、大学

の教員等が専門能力を向上させるために自主的に修士課程や博士課程で研究を行っている。

このように、現在までのところ高等教育機関の教員等再訓練については、個人による主体的

な学びが中心となっている28。 
 

２－４－２ 教員養成制度 
 モンゴルでは、ウランバートル市にある教育大学やその地方分校、その他教員養成課程を

持つ総合大学や短期大学などが主な教員養成機関である。中でも教育大学とその分校は、モ

ンゴルの教員養成における中核的な役割を果たしている。現在、高等教育の国家新スタンダ

ード29のうち、教員養成に関する新スタンダード30については、教育文化科学省高等・職業教

育局と教育大学が中心となって策定を進め、ドラフトを完成させたところである。この教員

養成にかかる新スタンダード（案）では、教員養成課程において学生が身につけるべき能力、

教員としての専門的知識・技能、学習内容に関する共通基準などを定めている。各教員養成

大学や教員養成課程を持つ大学等は、国の最低基準である同スタンダードに大学特有の科目

や内容を加えることで、独自の教員養成課程を形成している。この独自の教員養成課程（学

習プログラム）に沿って教員が養成されている。 
 全国の教員の出身大学については、近年のデータによるとウランバートル市内の学校教員

の大部分が教育大学の卒業生であり、一方、地方においては教員のおよそ 6 割程度が教育大

学、残り 4 割程度がその他の大学等の卒業生という傾向がある31。 
 

 
２－５ 教育セクターにおける他ドナー動向 

 日本のほかに近年｢モ｣国教育セクターに対して協力を実施している主な機関や基金として、ア

ジア開発銀行（ADB）、世界銀行（WB）、国際連合児童基金（UNICEF）、デンマーク国際開発援

                                                        
24 「政府行動計画（2008～2012）」では、教育セクターにおける具体的な行動計画（合計 21 項目）の一つとして「大学教員の

技能向上のためのプログラムの施行」を定めている。さらに、「教育マスタープラン（2006～2015）」の高等教育分野の「質の

向上」に向けた実施プログラムの一つとして、「高等教育に携わる人材の専門能力の強化」（プログラム 2.1）が掲げられてい

る。 
25 教育省高等・職業教育局及び同省財務投資局へのインタビューによる 
26 ドルノド大学では、2009 年度新学期から、教員等への再訓練活動として、全教員向けの研修会を年に 4 回、教員の専門分

野別研修会を年に 2 回実施する計画がある。さらに、2009 年 11 月に大学内の空き部屋を「教員開発センター」とし、ウラン

バートル市から実績のある人を招いたり、県教育局や学校現場と交流を行うなど、実績交流の場としていく計画がある。（以

上、ドルノド大学へのインタビューによる） 
27 学費など大学院に係る費用は自己負担だが、就学中は有給休暇の扱いになるため給与が支払われるとのこと。（国立大学、

教育大学、ドルノド大学へのインタビューによる） 
28大学院研究制度のほかに、大学教員らは、ウランバートル市で開かれる研修会に参加するなど個人的に研修会に参加するこ

とがあるとのこと。（ドルノド大学へのインタビューによる） 
29 国立大学へのインタビューによれば、初・中等教育段階の新スタンダードはすでに策定されたが、高等教育段階の新スタン

ダードは策定が開始されて現在 4 年目であり、未だ検討中とのこと。 
30「高等教育国家スタンダード（案）専門分野：12 年間学校における教員 第 5323 号（2009）」を指す。 
31 教育大学へのインタビューによる 
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助（DANIDA）、ヨーロッパ連合（EU）、ドイツ技術協力公社（GTZ）、国際連合教育科学文化機

関（UNESCO）、国際農業開発基金（IFAD）、ワールドビジョン、セーブザチルドレン UK、ファ

スト・トラック・イニシアティブ（FTI）触媒基金などが挙げられる。中でも ADB は、日本と並

ぶ「モ」国教育セクターにおけるリーディングドナーである。 
 1991 年に「モ」国が ADB に加盟して以来、教育省による国家教育制度の整備と強化に対する

協力をリードしてきたことに ADB の協力の特徴がある。これまで ADB は、教育省による教育マ

スタープランの策定への技術協力を行い、教育省が教育マスタープランのフレームワークの中で

セクターワイドアプローチを実施していくための協力を実施してきた。教育ドナーの諮問機関で

ある教育ドナー協議会（EDCM：Education Donor Consultative Mechanism）などを通じたドナー間

の調整や援助の調和化において、ADB は日本と並び中心的な役割を果たしている。これまでの

ADB の協力総額は、有償資金協力 4 件（合計 4,250 万ドル）、技術協力 10 件（合計 440 万ドル）、

無償資金協力 2 件（200 万ドル）に上る32。 
また、教育省は教育マスタープランを実施するための財源を確保するために、FTI 触媒基金33を

申請した際には、ADB が教育省へ技術指導を行った。結果的に「モ」国は FTI 基金の対象国に選

ばれ、2007 年度から 2009 年度の 2 年間で総額約 2,900 万ドルの拠出金を受けている34。同 FTI 基
金は主に、小学校の環境・設備改善、移動式幼稚園の設置、小・中学校の建設、地方の学校施設

と生徒寮の整備などに用いられている35。 
その他のドナーの活動としては、UNICEF による就学前教育、ノンフォーマル教育、初等教育

への協力、WB による小規模な学校修繕事業や教育セクター公共支出調査への財政支援、GTZ に

よる職業訓練学校への支援、ヨーロッパ連合による高等教育支援などが特徴的である。 
 さらに、教員の指導技術の向上など、本プロジェクトのフェーズ 1 の位置づけとなっている教

育政策（教育マスタープランのプログラム 2.4 及び 2.5）の実施については、JICA、UNICEF、セ

ーブザチルドレン UK、ワールドビジョンが協力分担している（表 6 参照）。具体的には、6 歳児

入学制度の開始に合わせ、FTI 基金を用いて主に 1 年生（6 歳児）の教員向け研修が行われている

ほか、UNICEF の協力では子ども中心の教授法や、暴力や体罰のない学校環境の整備などを含め

た子どもに優しい学校に関する研修会を実施し、JICA は本プロジェクトのフェーズ 1 において新

指導法を複数科目の授業案に落とし込んだ上で具体的かつ実践的な指導法の改善を行う、といっ

たように、教育省によるマスタープランの実現に向け、ドナー間で役割分担して協力が行われて

いる36。 
 
 
 
 
 
 
                                                        
32 Evaluation Study, Rapid Sector Assessment, Mongolia: Education Sector (2008), ADB 
33 2015 年までの初等教育の完全普及を実現させるための財政支援 
34 ADB 第 2 次教育開発プログラムエグゼクティブダイレクター（同氏は FTI モンゴル事務所ダイレクターを兼任とのこと）

へのインタビューによる。また、同氏へのインタビューによると、モンゴルへの同 FTI 基金の提供は 2009 年度で終了する。 
35 FTI 基金モンゴル事務所副ダイレクターへのインタビューによる 
36 FTI 基金モンゴル事務所副ダイレクター、ADB 第 2 次教育開発プログラムエグゼクティブダイレクター、教育省一般教育局

へのインタビュー及び UNICEF モンゴル事務所ホームページによる 
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表６ 教育マスタープラン年間実施計画（2009 年度） 
活動担当機関と財源 教育マスター

プラン 
活動 

｢モ｣国側 外部 
合計額 

（百万ドル）
成果目標 

初等教育学校教員の

再訓練の実施 
― ― FTI 基金 0.563 0.563 1,750 人の教員が再訓練

を受ける 
セーブザ

チルドレ

ン 
UK 

0.040初等教育学校教員の

訓練の実施 
政

府 
0.197 

ワールド

ビジョン

0.010

0.247 300 人の初等教育教員が

研修を受ける 

「子どもに優しい学

校」に関する研修実

施 
― ― 

UNICEF 0.040
― 

300 人の教員が「子ども

に優しい学校」に関する

研修を受ける 
寮を管理する職員向

け研修の実施 
― ― UNICEF 0.020 0.020 200 人の寮職員が研修を

受ける 

 
プログラム

2.4：学校を中

心とした再訓

練制度の導入 
 
 

2.5：新教育ス

タンダードと

カリキュラム

を施行するた

めの教員の専

門能力及び指

導技術の向上 指導法の改善 
― ― 

JICA 
 

0.230 0.230 1～9 年生の生徒に対す

る「子ども中心の指導法」

が開発される 
出所：初・中等教育分野の教育マスタープラン年間実施計画（2009 年度）の一部抜粋 

 

２－６ 本プロジェクト要請の背景 

（１）「モ」国教育政策における本プロジェクトの位置づけ   
2 章 1 節で述べたとおり、「モ」国では教育を国家の上位開発戦略の重点分野の一つに位置

づけ、教育の「アクセス」、「質」、「マネジメント」の改善を目標に掲げている。2005 年 9 月

からは新教育スタンダードが導入され、基礎教育課程の 10 年制度から 12 年制度への移行、

入学年齢の 8 歳から 6 歳への引き下げ、総合学習や総合理科（自然学）などの新たな教科の

開始など一連の教育改革が推進されている。こうした改革に伴い、教師は従来の暗記中心の

指導法から子どもの創造的発想や論理的思考を促すような「子どもの発達を支援する指導

法」を行うことが求められるようになった。しかしながら、現職の教員にとっては、新指導

法の導入を謳った新教育スタンダードは大学教授が中心となって策定したため、内容が学術

的すぎて理解が困難であったり、従来の暗記中心の教授法で養成されてきた教員のほとんど

は、新しい指導法の具体的な実践方法が分からず、授業の変更に困難を抱えたりしていると

いった問題が見られた。 
こうした背景のもと、「モ」国政府は日本に対し指導法改善の協力を要請し、これを受け

て JICA は 2006 年 4 月から 2009 年 7 月までの約 3 年間にわたり「子どもの発達を支援する

指導法改善プロジェクト（フェーズ 1）」（以下、「フェーズ 1」と記す）を実施した。フェ

ーズ 1 では、教育文化科学省、教育研究所、大学の付属機関である指導法開発センター（初

等教育、数学教育、IT 教育、理科教育の 4 センター）を C/P 機関とし、8 科目（算数、IT 教

育、総合学習等）の指導法・指導書の開発を行った。また、ウランバートル市、ドルノド県、

セレンゲ県で各 3 校ずつ、合計 9 校のモデル校を選定して開発中の指導法・指導書の試行を

行い、その試行結果をもとに指導法・指導書を改善した。開発された指導法は教育省から高

い評価を受け、2 章 4 節で述べた教員等再訓練制度や後述の教員評価に係る試案など（Box2
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参照）、今後の普及を後押しする政策も制定され、指導書は全国の学校に配布された37。しか

しながら、配布しただけで現場の教員が実践をしていくことは難しく、今後普及のためには

配布と合わせて実践のための研修などの対応が必要となっている。 
このような状況を受けて、「モ」国政府よりフェーズ 1 において開発した指導法・指導書

の全国への普及のための技術協力として、本プロジェクトが要請された。 
     

Box 2 指導法・指導書の普及に関連する｢モ｣国政府による政策 

 

本プロジェクトの実施に関連する政策 
 教員資格の条件に関して 
初中等教育法第 21 条 4 項では、教員に「指導者」「優秀指導者」「アドバイザー」の 3 つの資格が

あることを規定している。教育大臣令第 73 号別添 1「教員の専門資格を失効および付与する制度」

では、「指導者」を自分の学校の教員に指導できるレベルの教員、「優秀指導者」を当該地域の教員に

指導できるレベルの教員、「アドバイザー」をモンゴルの全教員に指導できるレベルの教員と規定し

ている。 
これらの資格取得の条件として定められた 3 つの基準のうち、研修に参加することで単位を集める

基準に関しては、「教員の発達を支援する 3 年間のプロジェクト38に積極的に参加した教員には（中

略）、単位を 100 パーセント付与する」と明記されており、本プロジェクトフェーズ 1 に積極的に参

加した教員は単位の取得が免除されることが認められた。 
 

本プロジェクトの範疇外ではあるものの重要な政策 

 教員評価制度の改訂39 
教育大臣令第 416 号（2007 年）において、「教員を評価する際に（中略）、生徒に教育スタンダー

ドに沿った学習能力を身につけさせる業務」内容か否かで評価を行うこと、「教員が教育スタンダー

ドを実施していることを教頭が評価し、評価結果を指導法研究会の会議で協議する」ことなどが定め

られており、新教育スタンダードが求める内容か否かで評価が行われることが明記されている。 
 

出所：JICA モンゴル事務所資料をもとに調査団が作成 

 
（２）本プロジェクト開始前における新指導法の導入・実践状況 

 本詳細計画策定調査では、フェーズ 1 のモデル県やそれ以外の県において、2009 年 7 月の

フェーズ 1 終了後も引き続き開発された指導法・指導書の導入・実践活動が継続して行われ

ていることが確認された。 
積極的な取り組みとして、フェーズ 1 の非モデル県であるボルガン県では、フェーズ 1 の

実施中から、また実施後においても、県教育局と学校が連携して新指導法・指導書の導入を

行っている。このボルガン県での取り組みでは、①教育局長が新指導法・指導書の試行を局

                                                        
37 指導書は、JICA（本プロジェクトフェーズ 1）と教育省（ADB ローン）によって、フェーズ 1 の 1 年次、2 年次とも各 1,200
部が印刷され、全国の学校に少なくとも 1 冊は配布された（JICA モンゴル事務所資料による）。さらに、教育省は、円借款と

ADB の協調融資による「社会セクター支援プログラム」（円借款対象総額 28.9 億円、ADB による協調融資額約 1,600 万ドル）

の借入資金の一部を用いて、2009 年 11 月に指導書を全国の小・中学校の当該科目の全教員に 1 冊ずつ配布する予定である。

同プログラムのアクションプランには、指導書の全教員分の印刷・配布、研修での紹介などが挙げられている（「社会セクタ

ー支援プログラム」事業事前評価表、及び JICA モンゴル事務所資料による）。 
38 この「プロジェクト」には、フェーズ 1 のほか、教育省で行っているカリキュラム改訂作業なども含まれるとのこと。（JICA
モンゴル事務所資料による） 
39 調査時点では試行の段階であり、本格導入には至っていないとのこと。（JICA モンゴル事務所の資料による） 
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長令で県内の 3 学校長に命じ、②教育局の年間活動計画に、試行授業の実施、8 つの指導書

とモニタリングマニュアルの活用を取り入れ、③さらに試行学校の学校長は校長令により学

校内での試行教員を決めた上で、④新指導法導入活動を学校活動計画の中に取り入れている

（表 7 参照）。新指導法の導入に難しさを抱えながらも教育局が具体的な施策に基づいて強

いリーダーシップを発揮していること、新指導法の導入に熱心な指導主事や学校長が存在す

ること、教育局と学校との連携等により非モデル県であるボルガン県で新指導法が積極的に

試行されていることは、今後、新指導法を全国へ展開していく上で有用な情報となる。また、

表 6 に記載したとおり、フェーズ 1 のモデル市/県であるウランバートル市とドルノド県にお

いても、新指導法を取り入れた授業研究を継続して実施するなど、フェーズ 1 終了後も引き

続き新指導法・指導書の導入に向けた活動が行われている。 
 

表７ フェーズ 1 の活動以外で行われた新指導法・指導書の導入に関する主な取り組み 

【モデル市】ウランバートル市における取り組み 
市教育局の活動 【モデル校】45 番学校の活動 【非モデル校】76 番学校の活動 

・フェーズ 1 の WG メンバーの協

力により 4 日間の化学の指導法

研修会を実施（2009 年 10 月） 
・科目別研修会（単位付き）の研

修プログラムを作成し 4 つのプ

ログラムが教育省に承認された 

・市内の他の区や他県の学校に対

する指導法研修会を実施（ボル

ガン県、ダルハン県など） 
・教育大学の教育実習生を化学の

試行教員が中心になり受け入

れ、指導法に関する指導を実施

（2009 年 9 月） 

・指導書を参考に当学校の学習内

容を策定 
・指導書を参考に授業研究を実施 
・授業研究に、フェーズ 1 のモニ

タリングマニュアルとモニタリ

ングシートを活用40 
・新教育スタンダードの子ども中

心の指導法を導入しているかど

うかで教員を評価 

【モデル県】ドルノド県における取り組み 
県教育局の活動 【モデル校】5 番学校の活動 【非モデル校】 

Shinehugjil 統合学校の活動 
・県教育局が自主的にフェーズ 1

の授業研究の機会に当該 8 科目

の教員を呼んで研修会を実施 
・フェーズ 1 終了後も県教育局が

実施する研修会の中でできる範

囲で指導法について紹介 
・教育実習生などの受け入れを含

めドルノド大学との協定を締結 

・県内の他の 5 学校へ新指導法を

紹介 
・フェーズ 1 終了後も新指導法を

取り入れた授業研究を実施 
・フェーズ 1 のモニタリングシー

トに微細な改定を加え、授業研

究のモニタリングに活用 

・合計20人程度の教員が、物理や、

7 年生の数学などの授業で新指

導法を実践してみた 
・2009 年度の学校の活動計画の中

に新指導法の導入を取り入れて

おり、今後正式に実施していく

計画 

【非モデル県】ボルガン県における取り組み 
県教育局の活動 1 番学校の活動 Erdmiinurguu 統合学校の活動 

・教育局長令により新指導法の試

行を 3 学校長に命令（2009 年 4
月） 

・教育局年間活動計画に試行授業

の実施などを規定 
・フェーズ 1 の対象 8 科目以外の

科目（国語）への新指導法の導

入を開始 

・教育局長令に基づき、学校長令

により新指導法の試行を命令

（2009 年 4 月） 
・学校活動計画に新指導法導入計

画を規定 
・JOC 新 V を招いて 8 科目及びそ

の他の科目の授業研究会を実施

予定（2009 年 11 月予定） 

・教育局長令に基づき設置された

当学校内の指導法導入チームが

指導書を読み、分析し、試行 
・指導主事や 1 番学校と意見交換

しながら授業研究を実施した

が、うまくいっているとはいえ

ないレベル 

 
 
                                                        
40 同校へのインタビューを行った際に、実際に授業研究が行われており、授業研究でフェーズ 1 のモニタリングシートが活用

されていることが観察された。 
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（３）新指導法の普及に向けた課題 
 本調査では、「モ」国側が新指導法を学校現場で実践し全国へ普及していく上での課題を

確認した。 
フェーズ 1 では、新指導法の開発に携わった教育省、教育研究所、指導法開発センター、

WG などの人材の能力が向上したことが一つの大きな成果であった。また、フェーズ 1 の対

象とならなかった地域へも活動が波及し始めていることは前述のとおりである。しかしなが

ら、フェーズ１終了後に「モ」国側だけで新指導法を普及してくためには、技術面、体制面

で課題が存することが分かった。  
技術面では、教育省をはじめとする関係機関へのインタビューを通じ、①新指導法を全国

へ普及していくための研修パッケージの開発、②新指導法を普及していくための人材育成、

③新指導法の質を向上させていくための「授業研究」の導入に関し、当該分野で実績のある、

我が国大学教員などによる技術支援が必要であることを確認した。 
 また、体制面では、予算不足が挙げられた。教育省の予算だけでなく、市/県教育局の教育

予算41や学校予算42も十分ではない。したがって、新指導法の実践と普及に向けて、限られた

予算の中で実施していくことのできる研修パッケージ作りやしくみ作りという観点に基づ

いた支援が求められている。 
  
 

                                                        
41 例えば、ドルノド県教育局へのインタビューによると、同局の 2009 年度予算 1 億 1,460 万トグルグ（経常経費と活動経費

を含めた教育局予算総額）で、活動経費のみの予算は約 2,000 万トグルグ、そのうち「授業・実践活動費」と呼ばれる教員再

訓練などに用いられる予算は 960 万トグルグのみ。同授業・実践活動費は、2007 年度は 2,000 万トグルグ、2008 年度は 2,300
万トグルグであったが経済危機の影響を受け 2009 年度は 960 万トグルグと大幅に削減された。 
42 学校予算に関しては、教員再訓練に用いることができる予算はほとんどないのが実情（ウランバートル市、ドルノド県、ボ

ルガン県の合計 6 つの学校へのインタビューによる） 
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第３章 プロジェクトの実施体制 
 
３－１ 協力の範囲及び内容 

 本プロジェクトについての教育省の基本的な認識は、「フェーズ１で開発した指導書の内容を

「モ」国国内の全教員（指導書を開発した 8 科目以外の科目も担当教員も含む）に伝えることが

重要、そのため各県教育局にいる全指導主事を通じて普及していくことが必要」というものであ

った。一方、今回訪問したブルガン県、ドルノド県の関係者からの聞き取りからは、①県教育局

の指導主事が現職教員研修を実施するための予算は十分ではない、②指導主事は多忙であり、研

修等で得た知識を現職教員に十分に伝えていくのは困難、③新指導書についての研修を現職教員

に実施するだけでは研修結果を実践に移すのは困難、④新指導書の普及には教員のみならず学校

管理職の巻き込みが重要、などの意見が聞かれた。これらを踏まえ、プロジェクトのコンポーネ

ントについては、以下のとおりとすることで合意した（図 6 参照）。 
・各県の指導主事、学校管理職代表、教員代表、教員養成校教官等を各県における新指導法普

及のための県レベルの指導員（市/県チーム）とし、全県の県レベルの指導員を対象とした新

指導法に係る研修を行う。ただし、研修実施に先立ち、モデル県において研修の試行、研修

に基づく実践支援・モニタリングを行い、それらの結果を全県の県レベル指導員向け研修に

反映させる。 
・モデル県における試行研修に基づく実践としては、①モデル校における新指導法定着のため

の授業研究の実践、②指導主事等による県内地区・学校レベル指導教員への研修実施（モデ

ル校での授業研究の視察を含む）等を行う。なお、他県が自己予算の範囲で同様の活動を実

施できることを念頭に、モデル県における実践に要する経費については、原則として県教育

文化局予算を活用する。また、モデル県の本プロジェクトへのコミットを確保するため、本

プロジェクト開始後、各県教育文化局に対してモデル県の役割、負担等を説明した上で、プ

ロポーザル方式によりモデル県を選定する。 
・現場における新指導法の普及を側面支援するため、新規教員養成を行う教員養成校教官への

啓発、授業研究の普及促進のための政策提言、などの活動を行っていく。 
 よって、本プロジェクト終了後は、各市/県教育局が既存の現職教員研修等の枠組みを活用する

ことにより、独自に現職教員に対して新指導法を普及していくことを想定し、本プロジェクトに

おいては、新指導法普及の担い手となる各市/県教育局の指導主事、各市/県の学校管理職員及び

教員の代表者等の能力強化を行うことに主眼を置くこととする。 
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３－２ 予算措置 

 フェーズ１で問題になった点として、WG による指導書の執筆料、モデル県でのモニタリング

に係る旅費負担の問題がある。フェーズ１開始時点ではそれらの費用は「モ」国側が負担するこ

とが想定されていたが、フェーズ１開始後、「モ」国側の負担が困難であることが判明した。フェ

ーズ１の際には、交渉の結果、執筆料については「モ」国側が財源を確保するものの、旅費につ

いては JICA 側で負担することになった。現在の財政状況を考慮すると、本プロジェクトにおい

ても同様の問題が発生すると思われるため、フェーズ１同様、図７のとおり、基本チームの旅費

については JICA 負担を検討するものの、それ以外の人件費（研修パッケージ開発、講師謝金等）

については「モ」国側負担とすることを提案した。教育省一般教育局長からは、①JICA 側が人件

費の負担をできないことは理解、②人件費の負担についてできる範囲で行う、との回答を得たも

のの、引き続き財源の確保状況をモニターしていくことが必要と思われる。 
 

図７ 研修費用の分担（案） 

 

 
３－３ 対象地域の選定について 

 本プロジェクトではプロジェクト開始後に、ウランバートル市の 9 つの区の中からいくつかの

モデル区を、フェーズ 1 でモデル県にならなかった合計 19 県の中から 2～3 のモデル県をそれぞ

れ選定する計画である。モデル区/県では、①基本チームが全県の市・県チーム向けに行う研修の

試行、②授業研究、③市/県チームから小・中学校の管理職員・教員向けの研修とそのモニタリン

グを実施する計画である。 

トレーナー 日当 交通費・
宿泊費 研修受講者 日当

1 基本チーム JICA JICA 全市/県チーム JICA JICA

2 モデル市/県チーム ｢モ｣国 
モデル市/県の 

教員、学校管理職、指導

主事等 

3
非モデル市/県 

チーム 

２．市/県の研修を基本チームがモニタリングする際の費用

県 日当 交通費・
宿泊費

1 モデル市/県 JICA JICA

2 非モデル市/県 

３．モデル校の「授業研究」をモニタリングする際の費用

モニタリング実施者 日当 

1 基本チーム JICA JICA

2 モデル市/県チーム 

交通費・
宿泊費 

非モデル市/県の 

教員、学校管理職、指導
主事等 

｢モ｣国

｢モ｣国｢モ｣国 

｢モ｣国 ｢モ｣国

｢モ｣国 ｢モ｣国

｢モ｣国 ｢モ｣国

交通費・
宿泊費

｢モ｣国 ｢モ｣国

１．研修経費 
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モデル区/県の選定は、本プロジェクト開始後、各教育文化局に対してモデル区/県の役割、負

担等を説明した上でプロポーザル方式により行う。 
なお、モデル区/県選定にあたっては、当該区/県の①プロジェクト活動に対する理解度ややる

気、②地理的、地域的条件および他区/県とのつながりや関係43、③子どもの学力44、④経済状況、

⑤教員養成大学との関連性―などから選定のクライテリアを十分に検討の上、さらに地域的なバ

ランスも考慮して行われることが望ましい。この点については、調査において「モ」国側とも共

有しており、慎重に選定されることが期待される。 
 また、同様に、モデル区/県の中で、授業研究を実施する学校をモデル学校として選定する際に

も、当該学校の①活動への理解度ややる気、②地理的、地域的な条件45、③子どもの学力、④ 経
済的環境や物的環境46、⑤教育実習生の受入れ状況―などから選定のクライテリアを検討した上

で、区/県内の地域的バランスを考慮して選定することが望ましい。 
 

３－４ 案件実施上の留意点 

（１）本プロジェクトの目指すもの 

 前述のとおり、本プロジェクトは、フェーズ１において開発した指導法の普及体制の強化

を目指すものであり、第一義的には、各市/県が自己予算（現職教員研修用予算として、毎

年国から配分される予算）の範囲内で県内の研修や授業研究を実施していけるしくみを作る

ことを目指すものである。 

一方で、プロジェクト終了後には本プロジェクトの成果が、教育大臣令 72 号で定める基

本研修や科目別研修の中でそれぞれの趣旨に適合するように調整された上でそれぞれの研

修の中で「指導法の改善」の項目として採用され、また学校レベルでの授業改善の取り組み

として｢授業研究｣が取り入れられていくことで、自立発展的に指導法の改善、ひいては授業

の質の改善が図られるしくみを強化することも期待される。よって、本プロジェクトにおけ

る、研修パッケージの作成、「授業研究」実施計画の立案や研修計画の策定に際しては、将

来的に、教育大臣令 72 号で定める現職教員研修における活用も念頭に置くことが期待され

る。 

（２）「モ」国側実施体制 

 「モ」国側実施機関である教育省は、全体で 70 名程度、直接の窓口である一般教育局に

至っては局長含めて 9 名の政策立案機関であって、事業の実施部門を有していない。フェー

ズ１では、同省一般教育局のネルグイ氏（Ms. Nergui）、同省教育研究所のナラントゥーヤ氏

（Ms. Narantuya）がプロジェクトコーディネーターを務めたが、両氏とも本来業務を抱えて

いるため、両氏に大きな負担がかかっていた。本プロジェクトにおいては、一般教育局から

                                                        
43 例えば、フェーズ 1 のモデル県は東部地域のドルノド県、中部地域のセレンゲ県の 2 県で、西部地域とハンガイ地域と呼ば

れる地域でモデルになった県はなかった。また、「モ」国の特徴として、地域ごとに中心となる県があり、地域単位で研修が

行われたり、県同士のつながりによって活動が行われたりすることがあるとのこと。（教育省一般教育局、ボルガン県教育局

インタビューによる） 
44 例えば、フェーズ 1 のモデル県の選定では、子どもの学力の高い県とそうでない県をバランスよく選んだとのこと。（JICA
モンゴル事務所からの情報による） 
45 例えば、フェーズ 1 のモデル校の選定では、当該地域の中心部の学校と村の学校がバランスよく選ばれた。（JICA モンゴル

事務所からの情報による） 
46 ADB の協力により実験室や器具が整備された学校では、本プロジェクトが実験室や器具の使い方やそれらを用いた指導法

についての協力をすることで、ADB と JICA の連携が良くなるのではないかという意見があった。（ADB 第 2 次教育開発プロ

グラムエグゼクティブダイレクターへのインタビューによる） 
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もう 1 名（臨時雇用の職員となる可能性あり）、教育研究所からもう 1 名のプロジェクトコ

ーディネーターが任命される予定であるが、指導書の開発を目的としたフェーズ１と比べて

も、本プロジェクトにおいてはより多くの調整業務の発生が予定されることから、プロジェ

クトコーディネーターの人選、役割分担について、「モ」国側の準備状況をモニターしてい

く必要がある。 
 また、本プロジェクトにおいて研修パッケージの開発、県レベルの指導員への研修、モデ

ル県での実践に対する助言、モニタリングを行うのは、基本チーム（フェーズ１の WG に相

当。国立大学・教育大学の指導法開発センター教官、ウランバートル市の指導主事・学校管

理職・教員、教育研究所研究員等から構成される予定）である。これらの中心メンバーの選

定が本プロジェクトの成否にかかわることから、「モ」国側の選定状況を併せてモニターし

ていく必要がある。 
 

（３）日本側実施体制にかかる要望 

 「モ」国側からは、フェーズ１実施時の問題点として、長期間連続して滞在する専門家の

不在が挙げられた。フェーズ１は業務実施契約での実施であったため、専門家の派遣は短期

のシャトル型であったが、専門家不在の期間には日本側が実施すべき必要な助言・調整が行

われず、プロジェクトの実施に支障を来たしたとのことである。本プロジェクトにおいても、

引き続き業務実施契約での実施は、フェーズ１と比べて多くの調整業務が発生すると考えら

れることから、業務調整員または他の指導科目の専門家を長期専門家に準じた形で貼り付け

るような対応が望まれる。 
 

（４）プロジェクト名変更にかかる要望 
 「モ」国側からは、英文のプロジェクト名称について、「Project for In-Service Teacher Training 
for Improving Teaching Method」を「Project for Strengthening Systems for Improving and 
Disseminating Child-Centered Teaching Methods」に変更して欲しいとの要望があった。本プロ

ジェクトの要請書作成段階では、全国の現職教員研修の実施を意図していたため、前者のプ

ロジェクト名称としたが、今回検討したプロジェクトデザインを表す名称として後者の方が

より適切とのことである（その後、「モ」国側要望に従い変更）。 
 

（５）成果指標の具体化 

 今回作成した PDM 案上の指標については、プロジェクト開始後に行われる予定のモデル

県でのベースライン調査の結果や「モ」国側との協議を経て具体化する必要があると思われ

るため、具体的な数値目標を設定していない。よって、プロジェクト開始後、極力早い段階

でこれら指標の数値目標を設定し、PDM の改定を行うことが望ましい。 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 
 
４－１ 妥当性 

本案件は、以下の理由から妥当性が非常に高いと判断できる。 
 

（１）「モ」国国家開発計画、教育政策との整合性 
2015 年までに MDGs を達成するための政策文書である「包括的国家開発戦略（2007～

2021）」では、教員開発に包括的な解決策を与えることを教育開発の戦略の一つに位置づけ

ている。また、「教育マスタープラン（2006～2015）」では基礎教育分野の質の向上に向け、

新教育スタンダードとカリキュラムを施行するための教員の専門能力及び指導技術の向上

や、学校を中心とした再訓練制度の導入を 2010 年までに達成すべき具体的な行動計画の一

つとして定めている。本プロジェクトは、教員が新教育スタンダードとカリキュラムに沿っ

た新指導法を全国に普及させる基盤を整備するものである。さらに、授業研究の導入を通し

て学校における教員の指導能力向上や再訓練のしくみ47を後押しする内容となっており、

「モ」国の教育政策の下に明確に位置づけられるプロジェクトとなっている。 
 

（２）受益者のニーズとの整合性 
本プロジェクトのフェーズ 1 では、新指導法を実践するための指導書が開発された後、モ

デル市/県の学校現場で実際に試行のうえ、現場のニーズにより合致するよう改訂された。8
科目の「指導書・指導法」は教育省から高い評価を得ており、同省は新指導法を全国の学校

現場への普及に向けて取り組む意向である。 
また、調査において訪れた、フェーズ１のモデル県/区、非モデル県（計 3 県）では、教員

らが新指導法の実践に困難を感じていることが確認された。さらに、新指導法を普及するに

は、教員だけでなく、教員を指導する役割を担う48市/県教育局指導主事や学校管理職員が新

指導法について理解し実践に協力していくことが必要であるが、指導主事や学校管理職らか

らも、新指導法の定着・普及に向けた協力を求める声が聞かれた。 
本プロジェクトは、教育省の方針に沿ったものであることに加え、教員、市/県教育局指導

主事や学校管理職員が共同で新指導法を実践・普及していくためのしくみ作りを目指す内容

となっており、現場のニーズに合致している。 
 

（３）日本の援助政策との整合性 
外務省対モンゴル国別援助計画（2004 年）及び JICA 国別事業実施計画（2006 年 12 月改

訂）では、「市場経済化を担う制度整備・人材育成」を 4 つの援助重点分野の一つに位置づ

けている。本プロジェクトは、同重点分野の「人的資源」セクター3 プログラムの一つであ

る「基礎教育改善支援プログラム」の下に明確に位置づけられており、我が国の援助政策と

の整合性が高い。 
 
                                                        
47 本プロジェクトで実施予定の授業研究は、教育大臣令第 207 号で定められた学校単位の教員再訓練のしくみである指導法研

究会の活動を後押しするものであるといえる。指導法研究会については、2 章 4 項 1 節を参照のこと。 
48 教育省は、教育マスタープランで定められた現職教員等に対する訓練を実施するため、教育大臣令第 72 号（2008 年 11 月）

により、初・中等教育機関の教員や学校管理職員（校長、学習マネージャー）を育成する制度を定めている。 
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（４）計画立案プロセスの妥当性 
詳細計画策定調査において、教育省財務局、同省一般教育局、同省高等・職業教育局、同

省教育研究所、国立大学、教育大学、ウランバートル市・フェーズ 1 モデル県教育局、同市

/県のモデル校及び非モデル校など、フェーズ 1 の関係者とフェーズ 2 に関わる見込みのある

関係者から収集した情報を整理分析した上で、プロジェクト形成のための材料として活用し

た。さらに同調査において｢モ｣国側の意向を尊重したプロジェクトのデザインが策定できる

よう、フェーズ 1 で「指導法・指導書」開発の中心的な役割を果たした 8 つの WG 代表らと

の協議結果や、関係者による PDM についてのワークショップの結果を実際のプロジェクト

形成に反映させるなど、先方の自主性を重んじた参加型によるプロジェクトの計画策定を行

った。 
 

（５）日本の技術的な優位性 
本プロジェクトではカスケード方式により新指導法の普及をねらうものであるが、JICA は

ミャンマーなど他国への協力においてもカスケード方式による類似の教育プロジェクトを

実施しており経験と実績を積み上げている。 
本プロジェクトのフェーズ 1 では、新教育スタンダードを学校現場の授業へ展開していく

ための具体的な実践方法を、特定の科目の具体的な単元の授業案にまで落とし込んで提示し

たことに特徴がある。この JICA による具体的かつ実践的な協力内容は、ウランバートル市

内の学校だけでなく地方の学校を含めた教育現場の実情とニーズに即していたことが教育

省ならびに関係者から高く評価されている。 
さらに本プロジェクトでは教員による現場での新指導法の実践を定着させるため、モデル

県において日本式の「授業研究」を参考として「モ」国の教育現場に合わせた「授業研究」

モデルを開発することが挙げられており、これは我が国の「授業研究」にかかる経験、強み

を活かした協力といえる。 
 
４－２ 有効性 

本案件は以下の理由から有効性が見込める。 
本プロジェクトでは主に、新指導法普及の担い手となる「基本チーム」及び「市/県チーム」の

新指導法普及に関する能力向上を行う。また最終受益者である小・中学校の児童生徒に、子ども

の発達を支援する指導法が届くよう、モデル区/県の範囲内で新指導法を実践できる教員を育成す

る。本プロジェクトはこれらにより、プロジェクト目標である「新指導法を普及する体制が強化

されている」状態を目指すものである。 
プロジェクト目標の達成に向け、本プロジェクトではまず、フェーズ 1 で中心的な役割を果た

した教育省職員、教育研究所職員、指導主事、学校管理職員や教員らによって構成される基本チ

ームが日本側プロジェクトチームからの助言を受けて、新指導法普及に関する研修パッケージを

開発する（成果 1）49。さらに、同研修パッケージを用いてモデル市/県チームを対象に新指導法

に関する研修を試行し、試行結果を踏まえ研修パッケージを改訂し、他の全県のチームに対する

研修を実施する（成果 1）。基本チームから研修を受けたモデル市/県チームは、研修で習得した

                                                        
49 第 3 章の図 6「プロジェクトの概念図」参照 
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知識や技術を用いて新指導法の実践と定着のための授業研究やモニタリングを行う（成果 2）。 
さらに、モデル市/県では成果 2 で実施される授業研究と新指導法実践の結果を踏まえて、県教

育局が中心となって学校管理職員や教員に対する研修をデザインし、実施することで、他県へも

応用可能な指導法普及モデルとする（成果 3）。加えて、現場における指導法の普及を側面支援す

るため、新規教員養成を行う教員養成校教官への啓発活動や、教員能力コンテストの評価クライ

テリアとして新指導法の実践を盛り込むような働きかけ、授業研究の普及促進のための政策提言

等の活動を行っていく（成果 4）。以上、成果１～４が的確に組み合わされて実施されることによ

り、プロジェクト目標の実現可能性は高まるといえる。 
追記事項として、上位目標、プロジェクト目標、及び成果の指標の目標値については現時点で

PDM に明確に記載されていない。プロジェクトを適切に運営監理しプロジェクト目標を達成する

ために、プロジェクト開始後早期に関係者間で R/D で合意された PDM の内容を確認し、必要に

応じて指標や文言の修正や目標値を設定・修正する必要がある。 
 
４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性を高めるためには、必要性が高く無駄のない投入で他の類似案件と比し

ても遜色のない一定の成果を保つ、あるいは他の類似案件と同等の投入でより大きな成果を確保

する、といった視点を取り入れ、適切な規模の投入が、適切な時期に行われることが望ましい。 
このような視点のもと、本プロジェクトではフェーズ 1 の成果を最大限に活用することでプロ

ジェクトの成果をより高めている。第１に、フェーズ 1 の「指導書」の開発に中心的な役割を果

たした WG メンバーを本プロジェクトの人材の中核とし、彼女らの能力や知見を指導法に係る研

修パッケージの開発や普及活動に生かしていく。第２に、研修パッケージの開発に当たってはフ

ェーズ 1 で開発され高い評価を受けた「指導書」を最大限に活用する。第３に、フェーズ 1 で有

用性が評価された授業研究を、フェーズ 2 では新指導法の実践と普及のためのツールとして意識

的に位置づけ、実施していく。このように、フェーズ 1 で得られた知見や人材、成果を最大限に

活用することでプロジェクト実施の効率性を高めている。 
 
４－４ インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 
 

（１）上位目標の達成見込み 
本プロジェクトでは、新指導法がプロジェクトのモデル市/県とそれ以外の県でも実践され

るというインパクトが想定されている。新指導法を普及する人員・組織の能力向上、新指導

法を実践する教員・組織の実践能力向上、新指導法の普及を後押しする環境や制度の改善の

3 つの手段を講じることによって、プロジェクト目標である「新指導法を普及する体制が強

化されている」が実現され、かつ外部条件として教員再訓練の予算が大幅に削減されること

がなければ、上位目標の実現性も低くない。具体的には、プロジェクトで研修を受けたモデ

ル県以外の県教育局が自主財源や他の財源から十分な資金を調達でき、本プロジェクトから

得られた新指導法の知識や実践ノウハウを既存の研修枠組みの中で地域の教員らに伝えて

いくことができれば、当該地域で新指導法が実践されることが見込まれる。以上の上位目標

の達成見込みに加えて、下記のインパクトが予測される。 
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（２）政策・制度面でのインパクト 
一つは、教育省が、本プロジェクトで開発される新指導法普及のための研修パッケージを

大臣令 72 号で定められた研修にどのように活用していくかをプロジェクト開始時から具体

的に検討することで、同研修パッケージが、教育大臣令第 72 号規定の基本研修や科目別研

修の内容として正式に取り入れられる見込みが増すと思われる。 
二つめに、プロジェクトで新指導法を普及するための研修パッケージを紹介した国立大学

及び教育大学が、新指導法教授を大学の教員養成コース学習プログラム（カリキュラム）の

中に正式に取り入れることが期待される。 
 

（３）社会面でのインパクト 
「モ」国社会では教員の能力を競う教員能力コンテストが伝統的に行われており、コンテ

ストで競われる内容が、教員や学校の能力向上に向けたモチベーションとなっている。新指

導法の実践がコンテストの評価クライテリアの一つとして採用されることで、新指導法を実

践できることへの憧れや評価が高まれば、新指導法が身近な活動として教員や学校現場に取

り入れられたり、新指導法に対する地域社会からの協力が実現することなどが期待される。 
 
４－５ 自立発展性 

本案件のプロジェクト終了時の自立発展性は以下のように見込まれる。 
 

（１）政策面 
教育セクターの中・長期計画である「教育マスタープラン（2006～2015）」において、新

教育スタンダードを施行するための教員の専門能力と指導技術の向上が、教育の質改善の手

段の一つとして明確に位置づけられていることから、プロジェクト終了時点においても政策

面での自立発展性は高いと見込まれる。 
 

（２）技術面 
技術面においては、新指導法を普及していくための「モ」国政府の人材の数や能力に見合

ったより実現性の高い研修パッケージと普及のしくみを開発することで、プロジェクト終了

時には一定水準の能力を備えた人材が一定の人数育成されるはずであり、技術面の自立発展

性は確保されるものと思われる。 
 

（３）組織・制度面  
一つは、プロジェクト開始時から、市/県の教育局が中心となり、必要に応じて実績のある

学校管理職員や現職教員を動員し、地域レベルでの新指導法普及活動を行う体制を作ってい

くよう留意することで、プロジェクト終了後も市/県の教育局が本来業務である現職教員や学

校管理職員への研修や指導を実施していく可能性が高まると思われる。 
二つめに、教育省が本プロジェクトで開発される新指導法普及のための研修パッケージを

大臣令 72 号で定められた研修にどのように活用していくかをプロジェクト開始時から具体

的に検討することで、プロジェクト終了後も同研修パッケージが、基本研修や科目別研修の

内容として正式に取り入れられる見込みが高まるものと思われる。 



－ － 92

（４）財政面   
一つは、プロジェクト終了後、新指導法を普及するために必要な研修経費やモニタリング

経費、学校における授業研究実施のための必要経費が、教育省、各県教育局、各学校の予算

に反映され配布されれば、財政面での自立発展性はより高まるだろう。 
二つめとして、本プロジェクトの研修パッケージを、財務面での実現可能性を考慮して、

必要最低限の経費で実施できるデザインにすることで、プロジェクト終了時における財務面

での自立発展性が高まるであろう。 
 
４－６ プロジェクト実施における留意事項 

「モ」国政府は「小さな政府」を標榜しており、特に同プロジェクト実施機関である教育省一

般教育局と教育研究所の人員不足は深刻である。したがってフェーズ 2 では、プロジェクトコー

ディネーターを教育文化科学省一般教育局、教育研究所からそれぞれ 2 人ずつ配置し、プロジェ

クトが円滑かつ効率的に実施されるよう計画されている。計画どおりに適切な人員がコーディネ

ーターとして配置されプロジェクトのマネジメントや調整がプロジェクト実施期間中継続して行

われるよう留意する必要がある。 
加えて、プロジェクトの活動は順調に行われるためには、「モ」国側が負担すべき経費（基本

チームの執筆料ほか）が予定どおりに支出されることが重要である。したがって、「モ」国側が負

担すべき経費を確保できるようプロジェクト開始後も引き続き働きかけを行っていくことが望ま

しい。 
 
４－７ 実施後の留意事項 

プロジェクトの実施後の留意事項として、プロジェクト実施後長期的に、対象校と非対象校、

対象県と非対象県との間での、教員の指導能力や子どもの自主的に学ぶ能力のギャップが拡大さ

れないよう、モデル県やモデル校の選択時には選択のクライテリアに十分配慮することが望まし

いであろう。 
同様に、プロジェクトでモデル県、モデル校や授業研究を実施する学級を選ぶ際には、プロジ

ェクト実施後、長期的に貧困やジェンダー格差を拡大する要因にならないよう選定のクライテリ

アを十分に検討することが望ましい。 
 
４－８ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本案件は基礎教育の質的向上を目指すものであり、基礎教育の質の向上により長期的には貧困

対策への一助となることや、教育の内容面などにおいて男女平等の教育がなされることによりジ

ェンダーへの配慮にもつながることが考えられる。 
 
４－９ 過去の類似案件からの教訓の活用：有 

本案件は、プロジェクトのフェーズ 1 の経験と成果に基づいて実施されるものである。フェー

ズ 1 の終了時調査では、教員養成関係者と現職教員が協働するしくみが作られたことがプロジェ

クトの効果発現に大きく貢献したこと、本邦研修と現地活動との整合性が高く｢モ｣国側の課題の

解決に効果的であったこと、ベースライン、エンドライン・データの有効な活用方法や、PDM 指

標の目標値の設定を含むプロジェクト全体の計画について十分な議論や準備を行うためのリード
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タイムをプロジェクト開始時に設けること、が教訓として挙げられている。また、フェーズ 1 の

実施機関からはプロジェクトの実施体制について、「モ」国側と日本側がより緊密に情報交換を行

っていく必要性が指摘された。これらの教訓をフェーズ 2 に十分に反映していくこととする。 



団長 協力計画① 役務コンサルタント 協力計画② 協力計画③

殿川課長 渡部職員 平良氏 宮崎所員 ザヤ所員 宿泊

1 10月4日 日 移動（成田→北京→UB） UB

2 10月5日 月 UB

3 10月6日 火 UB

4 10月7日 水 UB

5 10月8日 木

Bulgan
非モデル県
(宮崎所員
同行）

6 10月9日 金 UB

7 10月10日 土 UB

8 10月11日 日 UB

9 10月12日 月 UB

10 10月13日 火 UB

11 10月14日 水
Dornod（ザヤ
同行）

12 10月15日 木
Dornod（ザヤ
同行）

13 10月16日 金 UB

14 10月17日 土 UB

15 10月18日 日 UB

16 10月19日 月 UB

17 10月20日 火 UB

18 10月21日 水 UB

19 10月22日 木 UB

20 10月23日 金 UB

21 10月24日 土

文書整理

移動（成田→北京→UB）

09：30 教育省高等教育局( 局長Mr.Baasanjav)表敬
午後： 移動（19：00UB発　⇒　ドルノド県）

14：00 （問題分析・目的分析 Work Shop)

09：00 JICAモンゴル事務所長表敬
14：00 財務省援助調整局（局長 Mr.Khurenbaatar)表敬
15：00 教育省副大臣（Ms.Kulanda)表敬
16：00 教育省義務教育局協議（職員 Ms.Nergui）

M/M作成
14：00　教育省内でプロジェクトデザインに関する協議

M/M協議
10：30　教育研究所（所長 Mr.Begz）表敬
14：00　教育省義務教育局協議　（局長Mr.Erdenechimeg,　職員Ms.Nergui)

文書整理

M/M作成
13：30　教育省義務教育局（職員 Ms.Nergui）協議
17：00　教育省義務教育局（局長 Mr.Erdenechimeg)協議

14：00　教育省内でプロジェクトデザインに関する協議（地方視察を踏まえ）

文書整理

午前：ドルノド県教育局と協議
午後：非モデル学校視察　（Shine hugjil 統合学校)
午後：移動（20：00ﾄﾞﾙﾉﾄﾞ発　⇒　UB市）

午前：教員養成大学視察（モンゴル国立ドルノド大学）
午後：モデル学校（5番学校）

09：00 FTI基金モンゴル事務所
10：00 教育省義務教育局（局長 Mr.Erdenechimeg） 表敬
11：30 ＵＢ市教育局（局長Mr.Enkhbayar)・指導主事インタ
ビュー
14：00 （UB市）学校視察⇒モデル学校（45番学校）＆非モ
デル学校（76番学校）

09：30 ADB
11：00 協議（教育省義務教育局）
午後（夕方）：移動（UB⇒非モデル県）

09：00 教育研究所（Ms.Narantuya）インタビュー
11：00 モンゴル国立大学（教務部長Ms.Batchimeg）⇒国立
大学　1棟220号室
13：30　教育研究所スタンダート・研修プログラム計画担当
（Ms.Oyuntsetseg）インタビュー(東教育研究所31号室）
15：00 モンゴル国立教育大学（副学長兼教務部長
Mr.Batsuuri）⇒教育大学205号室「A棟」
16：30 8つのWG長

10：00 JICA内打ち合わせ
11：00 教育省財務局（予算担当者
Mr.Ganbaatar,Ms.Gantsetseg)インタビュー
14：00 教育省義務教育局（職員 Ms.Nergui氏）との協議
15：30 教育省高等教育局（職員 Mr.Batrenchin氏）インタ
ビュー

09：00 視察/協議　Bulgan教育局長・指導主事とインタ
ビュー、学校視察（1番学校＆Erdmiin urguu統合学校）
午後（夕方）：移動（非モデル県⇒UB市）

付属資料１：調査日程表

帰国

11：30　教育研究所（Ms.Narantuya)協議
15：00 大使館報告
16：30 JICA報告

文書整理
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ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
結

果
概

要
 

日
時

 
20

09
年

10
月

13
日
（
火
）

14
:1

5-
17

:4
5 

場
所

 
JI

C
A
モ

ン
ゴ

ル
事

務
所

8
階
大
会
議
室

 
参

加
者

 
別

添
参
加

者
リ

ス
ト

参
照

 

内
容

 
I. 

 
は
じ
め
に
殿
川
団
長
よ
り
、
フ
ェ
ー
ズ

1
の
説

明
、
本
詳

細
策
定

調
査

の
目

的
と

日
程

、
フ
ェ
ー
ズ

1
の

成
果
（
開

発
さ
れ

た
指

導
法
・
指

導
書

等
）

を
普

及
し

て
い

く
こ

と
が

フ
ェ

ー
ズ

2
の

基
本

方
針

で
あ
る

こ
と
、

こ
れ

ま
で

の
聞

き
取

り
調
査

の
結

果
を

踏
ま

え
た

上
で
想

定
さ

れ
る

フ
ェ

ー
ズ

2

の
概

要
に

つ
い

て
の

説
明

が
行

わ
れ
た

。
 

II.
  

次
に
渡
部
職
員
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
ツ
リ
ー
案
、
活
動
詳
細
表
、
実
施
体
制
図
を
用
い
て
、
想
定
さ
れ
る
フ
ェ
ー
ズ

2
の
活
動
１
～
３
に
つ
い
て

の
説

明
が

行
わ

れ
た

。
 

II
I. 

 最
後
に

、
参

加
者

が
3
つ

の
グ

ル
ー
プ

に
分

か
れ

、
活

動
１

～
３
（

 1
グ

ル
ー

プ
あ

た
り

1
つ
の
活
動
）
に
つ
い
て
、
そ
の
実
現
可
能
性
に
つ
い

て
グ
ル
ー
プ
ご
と
に
協
議
を
行
い
、
各
グ
ル
ー
プ
が
協
議
の
結
果
を
発
表
し
全
体
で
結
果
の
共
有
と
質
疑
応
答
が
行
わ
れ
た
。
グ
ル
ー
プ
に
よ
る
発
表

内
容

と
質

疑
応

答
に

つ
い

て
は

以
下
の

と
お

り
。

 

 （
グ

ル
ー

プ
討

議
を

行
う

前
に

挙
げ
ら

れ
た

コ
メ

ン
ト

）
 

 
新

し
い
指

導
法

の
「

新
し

い
」

と
い
う

言
葉

は
何

を
指

す
の

か
ど
の

レ
ベ

ル
を

指
す

の
か

不
明
で

あ
る

（「
新
し

い
」
と

い
う
と

、
フ

ェ
ー
ズ

1
で
開

発
さ
れ

た
も

の
で

は
な

く
全

く
新

し
い

も
の

を
フ
ェ

ー
ズ

2
で

開
発

す
る

の
か
と

思
っ

た
）。

 

 
新

し
い
指

導
法

（
い

わ
ゆ

る
子

ど
も
中

心
の

指
導

法
）

の
大

切
さ
（

総
論

）
に

つ
い

て
は

、
｢モ

｣
国
中

が
理
解
を

し
て

い
る
。

 

 
フ

ェ
ー
ズ

1
で

は
指

導
法

を
指

導
書
に

し
て

い
く

プ
ロ

セ
ス

や
や
り

方
を

学
べ

た
こ

と
が

有
益
で

あ
っ
た

。
そ

の
プ
ロ

セ
ス
や

や
り

方
を

｢モ
｣
国
全

土
に
普

及
さ
せ

習
慣

に
し

て
い

く
た

め
に

、
8
科

目
だ

け
を

対
象

に
し

て
い

い
の
か

。
 

 

活
動

1：
教
員

及
び

管
理

職
員

に
対
す

る
科

目
別

研
修

が
実
施

さ
れ

る
 

番
号

 
活

動
 

グ
ル

ー
プ

討
議

の
内

容
と

質
疑

応
答

 

1-
1 

ナ
シ

ョ
ナ

ル
指

導
員

が
W

G
グ

ル

ー
プ

の
メ

ン
バ

ー
と

し
て

、
主

と

し
て

ウ
ラ

ン
バ

ー
ト

ル
市

及
び

他

の
県

か
ら

選
定

さ
れ

る
 

 
W

G
を

「
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト

基
本

グ
ル

ー
プ
」

と
名
付

け
て
は

ど
う

か
。
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト
基

本
グ

ル
ー
プ

の
役
割

、
責

任
、

メ
ン

バ
ー

構
成

、
支

援
の

内
容
を

明
確

に
す

る
こ

と
が

重
要
。

 

 
プ

ロ
ジ
ェ

ク
ト

基
本

グ
ル

ー
プ

に
は
、

フ
ェ

ー
ズ

1
で

関
係

し
た
方

々
に

加
え

て
、

12
年

制
へ
の

移
行

カ
リ

キ
ュ
ラ

ム
策

定
に

関
わ

っ
て

い
る

先
生

方
に
も

入
っ

て
も

ら
う

と
よ

い
。
こ
の

先
生

方
が

新
指
導

法
も
理

解
し
て

12
年

制
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

中
に

反
映

さ
せ

て
い
け

る
と

よ
い

。
 

 
教

育
省

が
強

制
的

に
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
基

本
グ

ル
ー

プ
を

構
成
す

る
の

は
よ

く
な

い
。

役
割

を
果

た
せ

る
人

が
自

分
の
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役
割

と
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

内
容

を
理
解

し
た

上
で

、
自

主
的

に
基
本

グ
ル

ー
プ

の
メ

ン
バ

ー
に
な

る
こ

と
が

重
要

。
 

1-
2 

県
レ

ベ
ル

指
導

員
（

指
導

主
事

及

び
選

抜
さ

れ
た

管
理

職
員

・
教

員

等
）

に
対

す
る

研
修

パ
ッ

ケ
ー

ジ
 

が
開

発
さ

れ
る

 

 パ
ッ

ケ
ー

ジ
は
、
①
す

で
に
指

導
書
が

開
発

さ
れ

た
科

目
の

教
員
向

け
、
②

対
象

に
な
っ

て
い
な

い
科

目
の

教
員

向
け

、

③
学

校
管

理
職

員
員

向
け

、
④

教
育
局

の
指

導
主

事
向

け
、

の
4
つ

に
分

か
れ

る
。

①
と

②
は
全

く
違

う
も

の
に
な
る

で
あ

ろ
う

（
内

容
が

違
っ

て
い

な
け
れ

ば
い

け
な

い
）

 

1-
3 

全
て

の
県

の
県

レ
ベ

ル
指

導
員

に

対
す

る
研

修
が

実
施

さ
れ

る
 

 

 ①
国

レ
ベ

ル
指

導
員

、
②

県
レ

ベ
ル
指

導
員

、
③

地
域

レ
ベ

ル
指
導

員
、

を
養

成
し

な
け

れ
ば
な

ら
な

い
だ

ろ
う

。
 

1-
4 

モ
デ

ル
県

が
選

定
さ

れ
る

 
 

 モ
デ

ル
県

の
選

択
は

基
準

に
則

し
て

選
ぶ

こ
と

が
重

要
。

学
校

管
理

職
員

の
考

え
で

選
ぶ

の
で

は
な

く
、

モ
デ

ル
に
な

る
こ

と
で

学
校

が
忙

し
く

な
る

こ
と

を
理

解
し

、
や

る
気

が
あ

り
責

任
を

持
っ

て
活

動
を

実
施

で
き

る
学

校
を

選
ぶ
必

要
が

あ
る

（
そ

う
で

な
け

れ
ば

途
中
で

投
げ

出
し

て
し

ま
う

だ
ろ
う

）
 

1-
5 

モ
デ

ル
県

の
教

員
及

び
管

理
職

員

（
地

区
レ

ベ
ル

又
は

学
校

レ
ベ

ル

指
導

員
）

に
対

す
る

科
目

別
研

修

が
県

レ
ベ

ル
の

指
導

員
に

よ
り

実

施
さ

れ
る

 
 

 現
職

教
員

に
指

導
法

を
教

え
る

の
に
は

、
①

国
レ

ベ
ル

指
導

員
、
②

県
レ

ベ
ル

指
導

員
、

を
通
じ

て
教

え
て

い
る

。
 

1-
6 

W
G

の
メ

ン
バ

ー
が

研
修

を
見

学

し
、

助
言

を
行

う
（

対
象

県
以

外

に
は

行
わ

な
い

）
 

 

補
足

説
明

や
質

疑
応

答
内

容
 

 （
活
動

1-
5
に

関
し

て
）

大
学

教
官
で

は
な

く
て

、
学

生
を

対
象
に

し
て

は
ど

う
か

。（
活
動

3-
1
の
内
容
）

 

 （
上

の
コ

メ
ン

ト
に

対
し

て
）

活
動

1-
5
に

は
直

接
つ

な
が

ら
な
い

か
も

し
れ

な
い

が
、

教
員
養

成
大

学
の

教
官
に
教

え
る

こ
と

が
大

切
。

学
生

に
教

え
る

の
は

教
官

な
の

で
、

教
官

よ
り

学
生

に
教

え
た

方
が

い
い

と
い

う
考

え
方

は
よ
く

な
い

の
で

は
な

い
か

。
指

導
法

を
教
え

る
教

官
に

は
教

え
な

け
れ
ば

い
け

な
い

だ
ろ

う
。

 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

基
本

グ
ル

ー
プ

を
指

導
す

る
人

が
必

要
。

教
育

省
は

忙
し

い
た

め
、

同
グ

ル
ー

プ
を

指
導

で
き

る
人
、

熱
心

な
人

を
選

ぶ
必

要
が

あ
る

。
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 （
上

の
コ

メ
ン

ト
に

対
し

て
）

や
は

り
、

教
育

文
化

科
学

省
や

行
政

代
表

が
代

表
し

な
け

れ
ば

い
け

な
い

の
で

は
な
い

か
。

 

 活
動

1-
3
は
、

研
修

会
だ

け
で

終
わ
る

の
か

、
そ

れ
と

も
成

果
品
も

あ
る

の
か

。
 

 （
上

の
質

問
に

対
し

て
）

4
つ

の
視
点

（
4
パ
ッ

ケ
ー

ジ
）
で

見
な

け
れ

ば
い

け
な

い
と

い
う
こ

と
を

意
味

し
て

い
る
。

研
修

パ
ッ

ケ
ー

ジ
を

作
る

人
は

教
育

省
か

ら
強

制
的

に
選

ば
れ

る
の

で
は

な
く

研
修

パ
ッ

ケ
ー

ジ
作

り
に

興
味

や
や
る

気
が

あ
る

人
を

選
ば

な
け

れ
ば

い
け
な

い
。

4
つ
に

分
け

た
内
容

作
り

に
な

る
だ

ろ
う

し
、
そ
れ

ぞ
れ

の
内

容
の

作
り
方

も
異

な
る

で
あ

ろ
う

。
 

 モ
デ

ル
県

の
選

択
に

関
し

て
、

こ
れ

ま
で

は
経

費
の

面
か

ら
イ

ン
フ

ラ
が

整
備

さ
れ

て
い

て
行

き
や

す
い

県
を

選
ん
で

き
た

が
、

そ
れ

は
や

め
て

ほ
し

い
。
そ

う
い

う
見

方
で

選
ば

な
い
で

ほ
し

い
。

 

 

活
動

2：
「
授

業
研

究
」

が
モ

デ
ル
県

内
の

モ
デ

ル
校

に
お

い
て
実

施
さ

れ
る

 

2-
1 

モ
デ

ル
県

の
中

か
ら

モ
デ

ル
校

が

選
定

さ
れ

る
 

 活
動

1-
2
は

パ
ッ

ケ
ー

ジ
作
り

と
い
う

こ
と

だ
が

、
フ

ェ
ー

ズ
1
の

8
科

目
の

指
導

書
は

そ
れ
ぞ

れ
に

特
徴

を
持

た
せ

て
あ

る
が

そ
れ

を
ま

と
め

る
こ

と
が
大

切
で

は
な

い
か

。
指

導
書
を

1
冊

ず
つ

読
む

の
は

大
変
な

の
で

、
授

業
研
究
に

つ
い

て
ま

と
め

た
資

料
（

授
業

研
究

の
実

施
に

当
た

り
、

教
員

や
学

校
管

理
職

員
の

役
割

や
や

り
方

に
つ

い
て

ま
と
め

ら
れ

た
資

料
）

が
あ

れ
ば

よ
い

。
ま
た

、
活

動
詳

細
表

か
ら

は
誰
か

ら
誰

に
何

を
す

る
の

か
が
見

え
な

い
。

 

2-
2 

「
授

業
研

究
」

が
モ

デ
ル

校
で

実

施
さ

れ
る

 

 活
動

2-
2
は
活
動

2
の
中

心
で

あ
る
が

、
活

動
の

流
れ

や
詳

細
が
見

え
な

い
の

で
、

同
グ

ル
ー
プ

で
考

え
て

み
た
（
以

下
の

と
お

り
）

 

 授
業

研
究

の
う

ち
助

言
・

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
が

付
く

も
の

は
、

半
年
に

1
回

、
2・

3
年

次
に

（
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

実
施
中
に

合
計

4
回
）

実
施

さ
れ

る
と
思

っ
て
い

る
。

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
グ

ル
ー

プ
に

よ
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
自

体
は

半
年

に
1
回
に

し
て

も
、
継

続
的

に
フ

ォ
ロ
ー

ア
ッ
プ

し
な

け
れ

ば
い

け
な

い
。（

例
え
ば
授
業
観
察
だ
け
で
な
く
、
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
フ

ォ
ー

ム
を

配
っ

た
り

、
そ

れ
ら

を
回
収

し
た

後
に

分
析

し
た

り
と
い

っ
た

よ
う

な
継

続
的

な
フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
）

 

 授
業

研
究

の
や

り
方

は
2
つ
の

パ
タ
ー

ン
が

あ
り

、
一

つ
は
フ

ェ
ー

ズ
1
の

指
導

書
を
真

似
て
や

る
や

り
方

で
、

も
う

一
つ

は
、

モ
デ

ル
学

校
の

教
員

が
授

業
研

究
に

つ
い

て
理

解
し

て
そ

の
学

校
の

特
徴

を
入

れ
て

授
業

研
究

を
や

る
や
り

方
が

あ
る

。
 

 授
業

研
究

の
流

れ
（

こ
の

辺
か

ら
は

、
学

校
の

特
徴

を
入

れ
た

授
業

研
究

を
や

っ
て

い
き

ま
し

ょ
う

と
い

う
よ

う
な
）

を
作

っ
て

は
ど

う
か

。
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 授
業

研
究

で
は

校
内

だ
け

で
な

く
、

他
校

の
関

連
す

る
先

生
方

と
も

交
流

し
な

け
れ

ば
い

け
な

い
。

モ
デ

ル
校

が
選
ば

れ
た

ら
、

モ
デ

ル
校

ご
と

に
分

担
科
目

を
決

め
て

や
る

の
が

現
実
的

で
は

な
い

か
。（

5
学

校
が

8
科
目
全
て
に
つ
い
て

授
業

研
究

や
実

績
交

流
を

す
る

の
は
難

し
い

の
で

）
 

2-
3 

「
授

業
研

究
」

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ

が
実

施
さ

れ
る

 

上
に

ま
と

め
て

記
載

。
 

2-
4 

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

の
結

果
が

、
①

モ

デ
ル

校
で

の
次

回
の

授
業

、
②

活

動
１

で
開

発
さ

れ
た

研
修

内
容

に

反
映

さ
れ

る
 

 

補
足

説
明

や
質

疑
応

答
内

容
 

 フ
ェ

ー
ズ

2
の

成
果

品
は

何
か

。
研

修
パ

ッ
ケ

ー
ジ

の
成
果

品
を
は

っ
き

り
示

し
て

ほ
し

い
。（

24
科
目
と
他
の
科
目
で

は
原

則
的

に
違

う
の

で
は

な
い

か
）

 

 

活
動

3：
「
子

ど
も

の
発

達
を
支

援
す
る

指
導

法
」

の
全

国
普

及
を
促

進
す

る
た

め
の

他
の

活
動
が

実
施

さ
れ

る
 

3-
1 

活
動

１
で

開
発

さ
れ

た
科

目
別

研

修
の

研
修

パ
ッ

ケ
ー

ジ
が

６
教

員

養
成

大
学

に
紹

介
さ

れ
る

 

 教
員

養
成

学
校

の
教

官
へ

の
説

明
は
大

切
。

6
教

員
養

成
学

校
が
、

ど
の

学
校

を
指

す
の

か
明
確

に
し

て
ほ

し
い

。
 

 私
立

の
学

校
も

対
象

に
し

な
け

れ
ば
い

け
な

い
の

で
は

な
い

か
。（

フ
ェ
ー
ズ

1
で
は

私
立

大
学
の

あ
る

先
生

も
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

活
動

に
熱

心
に

関
わ

ら
れ
た

）
 

 指
導

法
を

教
え

て
い

る
教

官
方

へ
の
伝

え
方

に
関

し
て

は
、

活
動

1
の
研
修
パ
ッ
ケ
ー
ジ
を
考
え
る
時
に
考
え
な
け
れ

ば
い

け
な

い
。

 

 教
育

実
習

と
の

結
び

付
け

方
も

考
え
な

け
れ

ば
い

け
な

い
。

 

 W
G
が

活
動

3-
1
を

実
施

す
る

と
書
い

て
あ

る
が
、

W
G
に
教
員

養
成

大
学

の
管

理
職

員
を

入
れ
れ

ば
教

官
に

教
え
る
時

に
問

題
が

な
い

で
あ

ろ
う

。
ま

た
研
修

だ
け

で
な

く
様

々
な

説
明
、

紹
介

の
仕

方
が

あ
る

の
で
は

な
い

か
。

 

3-
2 

日
本

及
び

他
国

に
お

け
る

「
授

業

研
究

」
の

事
例

が
研

究
さ

れ
る

 

 活
動

3-
2
は
重

要
で

あ
る

の
で

、
特
に

意
見

な
し

。
 

 W
G
が

活
動

3-
2
を

実
施

す
る

と
書
い

て
あ

る
が

、
選

ば
れ
る

モ
デ

ル
校

と
協

力
し

て
進

め
て
い

く
こ

と
に

な
る

の
で
、

実
施

者
に

協
力

者
を

増
や

し
た

ら
よ
い

の
で

は
な

い
か

。
 

 活
動

3-
2
を
具
体
化
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
。
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3-
3 

上
記

研
究

が
、

｢
モ

｣
国

に
お

け
る

「
授

業
研

究
」

に
関

す
る

政
策

整

備
に

向
け

た
提

言
を

行
う

 

 政
策

作
り

に
関

し
て

は
、

産
業

界
や
企

業
な

ど
へ

の
説

明
も

重
要
。

フ
ェ

ー
ズ

1
で

は
物

理
の
試

行
授

業
で

火
力
発
電

所
を

見
学

し
に

行
こ

う
と

し
た

が
受

け
入

れ
て

も
ら

え
な

か
っ

た
。

教
育

省
が

産
業

界
や

企
業

な
ど

へ
資

料
を

送
る
な

ど
し

て
説

明
す

る
こ

と
が

重
要

。
 

3-
4 

「
子

ど
も

の
発

達
を

支
援

す
る

指

導
法

」
が

教
育

省
教

育
研

究
所

に

説
明

さ
れ

る
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

基
本

グ
ル

ー
プ
（

W
G
）
が
教

育
研

究
所

に
教
え

る
の

で
は

な
く
、
教
育
研

究
所
も

代
表

と
し

て
加

わ
り

開
発

に
関

わ
り

参
加

す
る

こ
と

が
重
要

。
 

 教
育

研
究

所
か

ら
現

場
へ

の
研

修
会

を
実

施
し

て
い

る
の

で
、

教
育

研
究

所
が

開
発

の
内

容
に

関
わ

る
こ

と
に

よ
っ
て

教
育

研
究

所
が

実
施

す
る

研
修

会
の
中

で
新

し
い

指
導

法
を

伝
え
て

い
け

る
の

で
は

な
い

か
。

 

 6
カ

月
以

内
に

3－
4
の
活

動
を

実
施
す

る
の

で
は

遅
い

。
教

育
研
究

所
に

は
新

指
導

法
に

つ
い
て

事
前

に
理

解
し
て
も

ら
い

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

関
わ

っ
て
も

ら
い

た
い

。
 

3-
5 

「
子

ど
も

の
発

達
を

支
援

す
る

指

導
法

」
の

実
践

が
全

国
教

員
コ

ン

テ
ス

ト
の

評
価

基
準

の
一

つ
と

し

て
採

用
さ

れ
る

 

 評
価

方
法

を
作

る
の

は
教

育
研

究
所

な
の

で
、

教
育

研
究

所
が

関
わ

る
こ

と
に

よ
り

評
価

方
法

に
影

響
で

き
る

の
で
は

な
い

か
。

現
行

の
コ

ン
テ

ス
ト

の
評

価
項

目
は

明
確

で
は

な
い

の
で

、
評

価
項

目
に

新
指

導
法

に
関

す
る

項
目

を
入
れ

て
評

価
項

目
を

明
確

に
す

る
こ

と
が
大

切
。

 

補
足

説
明

や
質

疑
応

答
内

容
 

 活
動

3-
6
と

し
て
追

加
し

た
い

の
は
、

保
護

者
や

住
民

に
対

し
て
も

指
導

法
を

理
解

さ
せ

た
い
。

オ
リ

エ
ン

テ
ー
シ
ョ

ン
、

説
明

や
宣

伝
を

し
て

親
や

住
民
に

も
協

力
し

て
も

ら
わ

な
け
れ

ば
い

け
な

い
。

 

 指
導

法
に

関
す

る
研

修
会

を
実

施
し

て
も

す
ぐ

に
は

定
着

し
な

い
の

で
、

日
本

人
専

門
家

か
ら

は
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ
の

仕
方

な
ど

に
つ

い
て

学
び

た
い

。
ま

た
、

日
本

で
の

指
導

法
の

教
え

方
に

つ
い

て
（

現
場

の
先

生
と

大
学

教
官

に
ど
う

伝
え

て
い

る
の

か
）

学
び

た
い

。
 

 現
在

、
12

年
制

度
へ

の
移

行
に

沿
っ
て

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

が
改

訂
さ
れ

て
い

る
と

こ
ろ

な
の

で
、
そ

れ
に

応
え

ら
れ
る
専

門
家

が
必

要
。

 

 授
業

研
究

、
教

材
研

究
、

モ
ニ

タ
リ
ン

グ
の

実
施

方
法

に
つ

い
て
学

ば
な

け
れ

ば
い

け
な

い
。

 

そ
の

他
、
全

体
で

の
コ

メ
ン

ト
と

質
疑
応
答

 
 基

本
グ

ル
ー

プ
は

本
来

業
務

に
加

え
て

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
活
動

を
行

う
た

め
、

教
育

省
か

ら
の

協
力

（
基

本
グ

ル
ー
プ

が
活

動
を

し
や

す
い

環
境

を
整

え
る

な
ど

）
が

重
要

。
ま

た
、

基
本

グ
ル

ー
プ

と
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

役
割

と
活
動

内
容

、
｢
モ

｣国
側
の

責
任

と
経

費
負
担

内
容

を
事

前
に

明
確

に
し
て

お
く

こ
と

が
活

動
を

実
施
し

て
い

く
上

で
重

要
。

 

 ウ
ラ

ン
バ

ー
ト

ル
市

で
の

モ
デ

ル
区

の
選

択
に

つ
い

て
は

、
教

育
実

習
生

を
受

け
入

れ
て

い
る

学
校

（
少

数
）

を
モ
デ

ル
学

校
と

し
て

選
択

で
き

な
い

か
。

と
い

う
の

は
、

教
育

実
習

生
を

受
け

入
れ

る
学

校
が

新
指

導
法

に
つ

い
て

理
解
し



－
1
0
0
－

 

て
い

な
い

の
は

問
題

で
あ

る
た

め
。

教
育

実
習

生
へ

も
新

指
導

法
を

教
え

る
こ

と
で

、
普

及
の

幅
が

広
が

る
の

で
は
な

い
か

。
 

 プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

終
了

後
、

モ
デ

ル
県

の
指

導
主

事
と

非
モ

デ
ル

県
の

指
導

主
事

と
が

協
力

し
合

っ
て

い
く

た
め

の
費
用

を
教

育
省

に
申

請
す

る
必

要
が

あ
る
。

 

 フ
ェ

ー
ズ

1
の

W
G
の

力
を
借

り
て
、

基
本

グ
ル

ー
プ

が
指

導
主
事

の
能

力
を

向
上

さ
せ

て
い
く

こ
と

が
大

切
。

 

 ウ
ラ

ン
バ

ー
ト

ル
市

は
9
区
に

分
か
れ

る
が

、
ど

の
よ

う
に
モ

デ
ル

区
以

外
の

区
に

新
指

導
法
を

伝
え

て
い

け
る
か
を

活
動

計
画

の
中

に
反

映
さ

せ
る

こ
と
が

重
要

。
 

 フ
ェ

ー
ズ

1
の

モ
デ

ル
校

に
、

フ
ェ
ー
ズ

2
で
も

活
動

を
実
施

す
る

機
会

を
与

え
る

こ
と

が
大
切

。
 

 ゲ
ル

地
区

の
学

校
の

状
況

を
優

先
的
に

改
善

し
て

ほ
し

い
。

 

 

以
上
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面談記録（１）教育文化科学省財務投資局 

内容 教育文化科学省財務投資局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 5 日（月）11：00～12：30 

場所 教育文化科学省財務投資局 

先方面会者 予算担当者 Mr.Ganbaatar, Ms.Gantsetseg 

当方面会者 宮崎所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 2010 年度教育予算1について 
 2009 年 10 月 1 日に国会に提出された 2010 年度の教育予算要求額は、総額約 4,951 億トグル

グ。財務省が設けた 2010 年度の教育予算上限は約 4,786 億トグルグであるが、財務省と教育

文化科学省（以下、「教育省」と記す）との予算交渉の結果、総額約 4,824 億トグルグが国会

で承認される予定である。参考までに、前年度（2009 年度）の教育予算は 4,420 億トグルグ

であった。 
 2010 年度要求予算のうち、教育セクターの経常経費として 3,952 億トグルグ、教育セクター

の中心的な活動に用いられる経費として、117 億トグルグを計上している。 
  
２． 教育予算の中で教員再訓練に充てられる予算について 

 大臣令 72 に基づいた教員再訓練（1、5、10 年目の教員向け研修）を実施するために約 12 億

トグルグを財務省に予算要求したが、経済危機の影響により全額承認することができないた

め優先順位を付けるよう財務省に求められた。そのため、当初要求額の 4 分の 1 に当たる 3
億トグルグを、5 年目研修と科目別研修のための経費として要求しているところである。 
 2010 年度は上述の 3 億トグルグを主に 5 年目の教員向け研修に充てる計画だが2、具体的に

どの研修に充てるかについては、教育省一般教育局が詳細な計画を立てて決めていくことに

なっている。 
 5 年目研修と科目別研修の実施者は同省一般教育局であり、ウランバートル市で実施するも

のや県で実施するものがある。県で実施するものについては同局が各県の教育文化局と交

渉・相談のうえ地方での実施場所を決めて実施している。 
 したがって、科目別研修は各県が県の教育予算を用いて実施するのではなく、教育予算のう

ち教員再訓練の予算を上述のように県での研修に用いている。 
 
３． カウンターパートファンド3について   

 C/P ファンドを、教育予算に含めて計上することは可能である。ただし、C/P ファンドを要求

する個々のプロジェクトの内容に基づきその必要性や額などを検討する必要があり、また予

算申請は法律や諸規則に従っていることが条件である。したがって、必要性があれば JICA
のプロジェクトの C/P ファンドも申請が可能である。その場合、7 月末日までに教育省へ申

請すればよい。 
 2010 年度予算に実際に予算案に計上されている C/P ファンドもある。 

                                                        
1 教育予算には、教育、文化、科学技術に係る予算が含まれるとのこと。 
2 3 億トグルグ は、5 年目の教員向け研修のみの費用としても不足とのこと。 
3 外部機関が協力を行う際に求められる「モ」国側負担経費を指す。 
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４． 教育予算策定手順について 
 教育予算策定手順については、予算策定について定めた政府令第 256 号（2008 年）を参照の

こと。 
 
５． 各学校への教育予算配分のクライテリアについて 

 各学校への教育予算は、それぞれの学校の特徴に応じて決められている子ども 1 人あたりの

教育予算4を基準として配分される。 
 
６． 新規教員養成に係る予算と、教員の卵への支援について 

 高等・職業教育局を含めた教育省予算の中に、教員養成校の教官の再訓練など新規教員養成

に係る予算はいっさい無い。 
 国立大学、私立大学共に大学は授業料5を資金源として経営されているため、教官の再訓練も

それぞれの大学が実施することになっている。ただし、国立大学の光熱費や維持管理費など

は教育省予算からあてがわれる。 
 教育省の附属機関である国家教育財団が、教員の卵への支援を行っている。具体的には、例

えば教員になる場合は 62 万トグルグ、他の経済セクターの学生は 30 万トグルグといったよ

うに、分野に応じて決まった額を定められた基準を満たした学生に支給している。（奨学金の

ようなもの） 
  
７． 教員パレス6について 

 すでに財務省に要求した 2010 年度予算のうち、教員パレスを運営する実地部隊（マネジメン

トチーム）に係る予算は、計上されなかった。 
 教員パレス自体の予算は計上されており、2009 年度中に工事業者への入札・選定を実施する

予定。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                                                   
4 子ども 1 人あたりの教育費について定めた政府令第 190 号（2009 年）による。 
5 国立大学の授業料は、専門分野に応じて額が異なる。授業料は大学の運営委員会で決められる。 
6 日本政府のノンプロ無償の見返り資金（総額 8 億円相当）を活用し、教育省は教員パレスの設立を計画している。教育省一

般教育局シニアオフィサーの Nergui 氏によると、教員パレス設立の目的は基本研修実施のためとのこと。 
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面談記録（２）教育文化科学省一般教育局 

内容 教育文化科学省一般教育局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 5 日（月）14：00～15：30 

場所 教育文化科学省一般教育局 

先方面会者 Ms.Nergui 一般教育局シニアオフィサー 

当方面会者 宮崎所員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 優先したいコンポーネント7 
 「コンポーネント 1：現職教員研修」と、「コンポーネント 3：（授業研究などを通した）教員

による指導法の実践と体制作り」の両方が重要である。 
 「コンポーネント 2：新規教員養成」は、研修会のモジュールの作成のみでよいのでは。 

 
２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチ】 

 4 段階の教科別カスケード研修方式で行うことを考えている。4 段階とは、①中央の研修実施

グループ ②指導主事 200 名へ（40 人くらいずつ） ③各県の中の各地域の代表教員 ④当

該地域の各学校（20～30 校）からの教員代表 その学校の他の教員への 4 段階である。 
 

【仕掛け】（カスケードの段階が増えることで研修の質を落とさないための仕掛け） 
 ナショナル研修指導員（＝フェーズ 1 の優秀な人材などで構成された研修会プログラムを作

成するチーム）が、指導主事をサポートする。 
 ナショナル研修指導員がカスケードの各段階の研修をモニタリング・アドバイスする。 
 カスケードの各段階がフィードバックし合う。 

 
【有用情報】 

 教育省は、11 月 15 日までに向こう 3 年間のアクションプランを作成予定。 
 ドナー間の役割分担の中で、JICA には新しい指導法の作成を担当してほしい。 

 
３． フェーズ 2 終了時に期待する成果 

 フェーズ 2 では、フェーズ 1 の成果を「モ」国全土に伝えていくことが重要である。そのた

め、フェーズ 2 の結果に基づきフェーズ 2 の終了後、開発された研修を｢モ｣国の基本研修の

一部としていかに取り入れていけるかを考え、基本研修の一部に反映させていく。 
 

 
 

                                                        
7 各コンポーネントの強みや弱みを比較してもらい、コンポーネントの優先順位やアプローチの選択をしてもらうため、コン

ポーネント 1：現職教員研修、コンポーネント 2：新規教員養成、コンポーネント 3：（授業研究などを通した）教員による指

導法の実践と体制作り、と仮置きした上で先方からの聞き取りを行った。さらに、フェーズ 2 の実施において有効だと思われ

るアプローチ・仕掛け、プロジェクト形成に有用な情報、フェーズ 2 終了時に期待する成果などについて先方から聞き取りを

行った。 
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面談記録（３）教育文化科学省高等・職業教育局 

内容 教育文化科学省高等・職業教育局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 5 日（月）15：50-16：30 

場所 教育文化科学省高等・職業教育局 

先方面会者 予算担当者 Mr.Batrenchin 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 高等・職業教育局の教員養成に係る政策について 
 現在、高等教育（学士、修士、博士レベル）の指導要領を開発しているところ。 
 90 年までは、大学で教えられるべき内容は全て教育省が決め、大学ではそれに従って教えら

れてきた。90 年以降市場経済化が進み、従来の大学とは異なる新しい大学の考え方に基づき、

上述の指導要領を開発している。 
 教員養成課程については、初・中等教育の教員養成課程の指導要領（教員の卵が最低限学習

すべき内容）を作成して National Standard 局に提出し、同局からは良いコメントをもらった

ところ。同カリキュラムは、右の 3 つの基本方針に基づく。 
１） 国と社会の必要性：例えば、責任を持って働ける人、想像的にまた活発に働ける人、国

際的に働ける人（などの教員に求められる資質や）、英語 8 単位、IT、体育、社会・文系の

授業、哲学などの必修授業とその単位数などを定めている。 
２） 教員になるために満たさなければならない条件（全教科の教員に共通）：モンゴル国立教

育大学（以下、「教育大学」と記す）を中心としたワーキンググループ（WG）があり、WG
が教員の資質について定めている。例えば、教授法を理解し実践に向けて努力する、とい

ったような項目もある。指導法を理解していることといったようなコンテンツは、恐らく

教授学の中に含まれるのではないかと推察される。 
３） 大学が独自の特徴に応じて作成できるカリキュラム  

 
２． 教員養成校において指導法を教えることについて 

 教育大学が、指導法を理解して教えていかなければいけいない立場にある。ただ個人的には、

指導法という独立した教科ではなくある教科の中で指導法を使えるようになるために教える

のがいいのではないかと思う。 
 教育省の立場としては、大学に対してこの本を教えてくれとは言えない。ただし、あるプロ

ジェクトの学校保健の取り組みが評価されて大学によってカリキュラムに含まれた前例もあ

る。したがって、JICA の指導法改善プロジェクトの優位性を教育大学に知ってもらうことが、

新規教員養成課程で指導法を教えていくための早道ではないかと思う。 
 
３． 大学教官などへの再訓練について 

 大学学長など大学の管理職や教官への再訓練は、90 年以降、実施されなくなった。 
 現在申請している大学教官などへの再訓練のための 2010 年度予算が通れば、2010 年度から

大学教官への再訓練を実施していくことが考えられる8。その再訓練の中身については決まっ

                                                        
8 大学教官への再訓練のための予算として 2010 年度予算に計上し、すでに教育省財務投資局に提出し、承認の結果待ちとのこ

と。ただし、先に財務投資局へ行ったインタビューでは、2010 年度予算には大学教官への再訓練のための予算はいっさい計上
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ていないが、全ての分野の教官を対象とした訓練の中身を高等・職業教育局が作成する予定

である。大学の授業料だけではとても大学学長など大学の管理職や教官への再訓練を実施し

ていくことが難しいため、今後は教育省予算を当てていけるのではないか。 
 

４． 教員免許状の基準について 
 現在は、教員養成大学を卒業して教員免許状を取得すれば教員になれる9。 
 個人的には、教員免許状の基準を作ることに疑問がある。基準では、指導法を理解している

ことが重要とされるが、なぜ指導法を要求するのか。指導法よりも教科の中身を理解してい

ることのほうが重要なのではないかと個人的には考える。 
 

５． 全国の教員養成大学について 
 教員養成に関しては国立大学の役割が重要である。 

 
６． 新規教員養成に係るアジア開発銀行 ADB の協力について  

 主に教育大学を対象として大学教官の再訓練を 2010 年度から ADB のプロジェクトで実施し

ていく計画がある。詳細は、教育大学から ADB へ提出された活動案を確認するとよいので

はないか。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                                                                                                                   
されないとの返答であった。 
9 免許状取得の基準については一般教育局シニアオフィサーの Nergui 氏に問い合わせが必要。 
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面談記録（４）教育文化科学省教育研究所 

内容 教育文化科学省教育研究所インタビュー 

日時 2009 年 10 月 6 日（火）9：30～10：45 

場所 教育文化科学省教育研究所 

先方面会者 Ms.Narantuya シニアオフィサー 

当方面会者 宮崎所員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 優先したいコンポーネント 
 「コンポーネント 1：現職教員研修」、「コンポーネント 2：新規教員養成」、「コンポーネント

3：（授業研究などを通した）教員による指導法の実践と体制作り」の全てが重要。したがっ

て、フェーズ 2 は対象の幅の広いプロジェクトになるのではないか。プロジェクトは永遠に

続かないため、フェーズ 2 では、フェーズ 1 の成果を普及していく体制の基盤作りが重要で

ある。 
 コンポーネント 2 が重要な理由は、新規教員が指導法を理解していなければ、現場における

新指導法の普及が後退してしまうためである。 
 
２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチと仕掛け】 

 教員研修について定めた規則10に関連させてプロジェクトを形成することが大切である。教

育研究所、指導法開発センターなどが協力し合って、同規則で定められた研修会のカリキュ

ラム・プログラムを作成し、3 つの研修会（基本研修、科目別研修、自己研修）にどのよう

に新指導法を取り入れていくかを考えていかなければならない。 
 プロジェクトの実施手順としては、1 年目に研修会の中身を作成し（初めの半年で作成し、

残りの半年でモデル校において試行する）、2 年目・3 年目に、①現職教員・管理職員、②指

導主事、③大学教官の各対象者に研修を実施し、普及を始めてはどうか。研修の対象者によ

って研修の中身が異なるが、三者の全てを対象に研修をすることが大事である。 
 「モ」国全土（人数）をカバーするよりも、普及の基盤作りを重視したほうがよい。 
 コンポーネント 1 の基盤としては、研修会の中身の作成が重要である。ただし、研修会を行

うだけでなく、新指導法の実践を教員評価のクライテリアにしたり、規則で定めて学校内の

メカニズムに取り込んだりして、習慣にしていく必要がある。 
 コンポーネント 2 に関しては、バヤン・ウルギー県、アルハンガイ県、ホブド県、ドルノド

県、UB 市など教員養成大学のある市/県をモデル市/県にし、同市/県の教員養成大学で研修を

行うことで、その後それらの大学がハブとなり、「モ」国全土の教官への普及が可能になるの

ではないか。また、教員養成大学に新指導法を導入する際には、教育実習など既存の授業の

中に取り入れていくことが重要である。 
 コンポーネント 3 の基盤として、①授業研究を実施することが規則で定められること、②授

業研究が教員評価の柱になること、③授業研究を校長・教頭、現場の先生に伝えていくこと、

④授業研究を学校として月に 1 回、1 人の教員が年に 1 回行うなど学校の習慣にすること、

                                                        
10 教育文化科学大臣令第 72 号（2008 年）を指す 
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が重要である。教員が教育スタンダードを読んで一人で授業案を作っていくことは難しいた

め、授業研究を通して皆で授業案を作っていくことが大切である。 
 
【フェーズ 2 に期待すること】 

 フェーズ 1 のモデル 9 校以外では、指導書を読むだけで活用していくことは難しいため、指

導書を活用していくための研修が求められている。 
 8 科目以外の教員から、新指導法・指導書の作成を要望する声が上がっている。 

 
【留意点】 

 これまで「モ」国の教育全体が指導主事の役割をそれほど重視してこなかったと感じている。

この反省から、フェーズ 2 では、指導主事の役割をもっと重視するべきである。 
 

３． フェーズ 2 終了時に期待する成果 
 フェーズ 2 では新指導法普及のための体制基盤を作ることが重要である。それができれば、

フェーズ 2 終了後に｢モ｣国側で面（人数）をカバーしていくことができるのではないか。 
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面談記録（５）モンゴル国立大学 

内容 モンゴル国立大学インタビュー 

日時 2009 年 10 月 6 日（火）11：00～12：00 

場所 モンゴル国立大学 

先方面会者 Ms.Batchimeg モンゴル国立大学教務部長 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． モンゴル国立大学（以下、「国立大学」と記す）について 
【国立大学の教員養成課程について】 

 モンゴル国立大学は、学士課程の 89 専門課程のうち、3 つが教員養成課程（①物理・自然科

学、②化学・自然科学、③数学・IT）である。 
 5 年前までは、地理や歴史の教員養成課程も有していたが、教育省の方針により、モンゴル

国立教育大学（以下、「教育大学」と記す）の教員養成課程と重ならないよう上述の 3 課程に

絞られた。国立大学は 1950 年代からこの 3 つの分野で優れた実績をあげ、質の良い教員が育

てられており、学校現場からも高い評価を得ている。 
 

【国立大学の指導法の導入状況について】 
 国立大学では、フェーズ 1 の新たな指導法について教えているが、授業の中で触れる程度で

はないか。「子どもの発達を支援する指導法」という授業名ではなく、「近代的な指導法」と

いったような授業の中に入っていることが考えられる。 
 

２． 優先したいコンポーネント 
 「コンポーネント 1：現職教員研修」と「コンポーネント 2：新規教員養成」の両方とも重要

だが、コンポーネント 2 として教官への研修会がより優先的に行われるとよい。 
 
３． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチと仕掛け】 

 新しい指導法を導入するのであれば、教官向けの研修会を実施することが重要である。ただ

し、教官よりも大学管理職の再訓練がより遅れていることに留意する必要がある11。 
 コンポーネント 1 で対象にする教員を絞ることで12、コンポーネント 1 とコンポーネント 2
とを両方実施することが可能になるのではないか。 
 教育テレビを通じて「モ」国全土に新たな指導法を配信することができるのではないか。 
 プロジェクトの中で講師研修（TOT：Training of Trainer）を実施し、現職教員の中から指導

教員を育てることが重要ではないか。 
 
 
【有用情報】 

                                                        
11 「モ」国全土の大学管理職員に共通することとして、大学教官などとどう接してよいか分からない、人材マネジメントを理

解していないといった問題があるとのこと。 
12 何年目の教員を対象にするかを決め、退職前の教員は選ばなくてよいのではないかという意見もある。 
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 国立大学では、毎年専門課程の学習プログラム（カリキュラム）を見直している。大学の教

育現場から新しい指導法へのニーズが高まれば、国立大学の学習プログラムに反映させてい

くことが可能である。フェーズ 1 に関わった国立大学の教官らが学習プログラムの作成者た

ちなので、彼らが新しい指導法を学習プログラムに反映させることについて教務部に提案す

ることが第一歩である。 
 高等教育レベルの新教育スタンダードのうち、教員養成課程のスタンダードは、教育大学が

中心となって作成しているところである。 
 12 年制度へ移行に伴い、現在、特に 6 歳児（第 1 学年）の教員が不足している。また、地方

の教員不足は深刻である。 
 国立大学としては、大学教官や管理職向けの再訓練を全く実施していない。大学教員等の再

訓練の主な機会として、現職教員による大学院への就学があり、大学の教員等が専門能力を

向上させるために自主的に修士課程や博士課程で研究を行っている。 
 
４． フェーズ 2 終了時に期待する成果 

 可能であれば、まずは大学教官への研修会を実施してから、現職教員への研修会を実施する

ことを期待している。 
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面談記録（６）教育文化科学省教育研究所 

内容 教育文化科学省教育研究所インタビュー 

日時 2009 年 10 月 6 日（火）11：00～12：00 

場所 教育文化科学省教育研究所 

先方面会者 Ms.Oyuntsetseg（教育研究所スタンダード・研修プログラム計画担当） 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 優先したいコンポーネント 
 「コンポーネント 1：現職教員研修」と「コンポーネント 2：新規教員養成」は両方重要で、

かつ同時に実施することが可能だが、現在現場で教えている教員（コンポーネント１）をよ

り優先的に実施するほうがよいのではないか。 
 
２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチと実施体制】 

 コンポーネント 1 について、8 科目以外の科目は研修の対象としないのか。最も授業時間数

の多いモンゴル語や社会科が遅れていくことが心配である13。 
 コンポーネント 2 については、学生らを現場に送り出してからでは教育を行えなくなるので、

実施するべき重要なコンポーネントである。 
 コンポーネント 3 については、教育研究所が直接関わることができる。教育研究所の各教科

の担当者が、校長らと一緒に学校現場をモニタリングすることができる。 
 フェーズ 2 におけるそれぞれの役割として、教育省は法務的環境の整備や調整、指導法セン

ターは新しい指導法の紹介、教育研究所は作成された指導法・資料を研究して教員への研修

を行うことができるのではないか。また、教育研究所もワーキンググループ（WG）のメン

バーとして活動に関わっていく体制を作るのがよい。 
 教育研究所の教科の担当者が JICA の指導法・指導書の特徴や新しい点を理解することがで

きてはじめて、現場の教員にその特徴などについて助言したり、どういった考え方や教え方

を取り入れていけばよいか助言することができる。したがって、教育研究所の 8 科目以外の

科目の担当者に対して、新たな指導法についての研修会を行うことが大切である。 
 
【リクエスト】 

 教育研究所も指導法に関する研修に関われるようにしてほしい。フェーズ 1 では教育研究所

の各教科の担当者がプロジェクトに参加できなかったことが残念であった。したがってフェ

ーズ 2 では、教育研究所のマネジメント担当者だけでなく、各教科の担当者がプロジェクト

に参加することにより、新たな指導法の具体的な中身について関わり、現場で指導していく

ことができる。 
 関係者が 1 つのチームになって協力してプロジェクトの活動を実施したり、研修の中身を開

発していくことが重要である。 

                                                        
13 教育省が明確な長期計画を有していないため、ドナー機関による援助が重複したり 1 つの科目を援助しすぎたり、ドナーが

突然あるプロジェクトを実施することになりその内容を進めていくことになるのではないか。そのためモンゴル語や社会等の

科目が遅れていくことになるのではないか、とのこと。 
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３． 大臣令第 72 号で定められた教員等への再訓練について 
 同大臣令で定められた研修に関して、教育研究所からは６～７つの研修プログラムを教育省

に提案した。そのうち 3 つのプログラムが採用され、11 月の学期休みから同プログラムを実

施する予定である。3 つのプログラムのうち、1 つは新スタンダードに沿った授業計画案の作

成、実施、評価に関する内容である。同プログラムに関しては、フェーズ 1 の WG のメンバ

ーであり現在は教育研究所の職員になった 2 人の職員からの協力を期待している。 
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面談記録（７）モンゴル国立教育大学 

内容 モンゴル国立教育大学インタビュー 

日時 2009 年 10 月 6 日（火）11：00～12：00 

場所 モンゴル国立教育大学 

先方面会者 Mr.Batsuuri モンゴル国立教育大学副学長兼教務部長 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． フェーズ 1 でよかったこと 
 モンゴル国立教育大学（以下、「教育大学」と記す）の指導法開発センターがフェーズ 1 の実

施に関わったことで最も良かったことは、同センターの教員らの能力が向上したことである。

 
２． 優先したいコンポーネント 

 「コンポーネント 1：現職教員研修」、「コンポーネント 2：新規教員養成」、「コンポーネント

3：（授業研究などを通した）教員による指導法の実践と体制作り」はどれも重要である。し

かしながら、新規教員が新しい指導法について知らなければ教育改革を後退させることにな

るため、コンポーネント 1 よりコンポーネント 2 の方をより重視してもよいくらいではない

か。 
 
３． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチと仕掛け】 

 コンポーネント 1 について、全教科の教員 24,000 人に教えるのがよいが、それは 5 年かけて

も難しい。したがって、1 県から 1 つのモデル校（試行普及学校）を選んで県教育文化局と

協力しながら研修を実施してはどうか。他の学校の教員らはモデル校に学びにくるようにし

てはどうか。 
 学校を選択する際には、小・中・高等学校課程を持つ 12 年制の教員数の多い学校を選ぶとよ

いのではないか。教員数の多い学校ではある科目の教員が 1 人以上いるため、同じ科目の教

員同士で学び合うことができ、他校へ普及していけるのではないか。また、普通の学校では

伝えていく内容を理解するのに時間がかかるため、優秀な学校を選ぶことが大切。 
 新指導法導入・普及の対象としていくつかの県のみを選び、残りの県についてはプロジェク

ト終了後に実施するというアプローチだと、モデル県だけが良くなるので好ましくないので

は。 
 8 科目以外の教員にも新しい指導法を教えることが重要。 
 コンポーネント 2 について、学校現場の現職教員も新しい指導法について知り始めていると

ころで、新規教員も新しい指導法を学び実践していくことが大切である。したがって、現職

教員と教員の卵である学生らを同時に研修会に参加させることが重要ではないか。 
 コンポーネント 2 の実施方法については、教育大学の 1 学年あたりの学生数は約 2,000 人で

あり、一度に全学生に指導法について教えるのは難しいため、新指導法を取り入れられる授

業を選んで教えてはどうか。また、大学の学部内で新指導法普及のための組織を作り、プロ

ジェクトの対象者としては「彼らが習っているならば私も習いたい」と思えるようなモデル

になる人物を対象にすることが大切。 
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 コンポーネント 3 については、コンポーネント 1 及びコンポーネント 2 と関連させて同時並

行的に進めていくことが必要である。 
 

【有用情報】 
 教員養成課程卒業後に教員になる学生の割合は、その時の社会の必要性や状況によって異な

る。2000 年以前は、教員養成課程を卒業した学生の約 6 割～7 割が教員になっていたと思わ

れるが、近年では 4 割～5 割に満たないのではないか。 
 全国の教員の出身大学については、近年のデータによるとウランバートル市内の学校教員の

大部分が教育大学の卒業生であり、一方、地方においては教員のおよそ 6 割程度が教育大学、

残り 4 割程度がその他の大学等の卒業生という傾向がある。また社会主義時代は強制的に地

方へも教員が派遣されていたが、近年は自由になりすぎた面があり、地方での教員不足が深

刻な問題となっている。ここ最近は、ウランバートル市では教員の採用がほとんど無いため、

新しい教員は地方で就職する傾向がある。 
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面談記録（８）8 ワーキンググループ長 

内容 8 つのワーキンググループ（WG）長インタビュー 

日時 2009 年 10 月 6 日（火）16：40～19：30 

場所 JICA モンゴル事務所 

先方面会者 Narantsetseg（総合学習 WG 長）、Murguntulga（初等理科 WG 長）、Nergui（初

等理科 WG メンバー）、Munkhtuya（IT WG メンバー）、Nyamgerel（化学 WG 長）、

Ganbat（物理 WG 長）、Ganbaatar（数学 WG 長）、Burmaa（総合理科 WG 長）、

Dargaa（総合理科 WG 長） 

当方面会者 宮崎所員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチ】 

 フェーズ 1 の関係者が、現在教育省が進めている 12 年制移行カリキュラムのマニュアル（参

考資料）作成チームに入り、カリキュラムに新しい指導法を反映させていくことが普及への

早道ではないか（現在はマニュアル作成チームのうちフェーズ 2 関係者が入っていないチー

ムがあるとのこと）。 
 フェーズ 1 の WG のメンバーだけで現職教員、新規教員養成、学校の 3 つのレベルへ指導法

を普及していくことは困難であるため、フェーズ 2 では関係者の数を増やし、人材の幅を広

げることが重要。我々WG が 24,000 人の教員へ普及させるより、普及のための基盤を作るこ

とが重要。 
 フェーズ 2 では、指導法を理解し、習得し、実践に至るまでの過程をドキュメンタリー番組

にして放送してはどうか。 
 フェーズ 2 の実施においては、政策立案機関である教育省と教育現場の機関とがお互いに理

解し協力し合うことが重要であり、また JICA の役割や位置づけについて最初に明確にして

おくことが大切である。 
 研修会で学んだことの定着度合いを確認することは難しいため、教員の能力コンテストに新

しい指導法を導入し、それを伝統にしていけばよいのではないか。 
 
【JICA からの協力の必要性】 

 JICA には、新しい指導法の普及方法について研究する人々の能力や知識の向上に対する支援

をしてほしい。今後も我々WGが新指導法の普及方法について考え、実施していくために JICA
からの支援が必要である。 
 数学指導法センターには日本の書籍や資料が集まっているが、翻訳と分析ができていないた

め、これについて協力していただきたい。 
 
【コンポーネント 1】 

 校長と教頭へのサポートが必要である（学校全体が新指導法導入に関する研修会に関わらな

ければ、学校の中の一人に研修を実施しても影響を及ぼせないため）。 
 フェーズ 1 では、モデル 9 校と 8 つの WG が協働したことが良い結果を生んだ。フェーズ 2
でもこのようなしくみを活用し、モデル区を選んで、WG が校長、教頭に管理職としてのプ
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ロジェクトへの関わり方を教えてはどうか。 
 フェーズ 2 では、ナショナル指導員の制度を活用して新しい指導法の導入・普及を図ってい

くのがよいのではないか。 
 教育省に承認された基本研修のプログラムに、新しい指導法を入れて普及していけばよいの

ではないか。 
 

【コンポーネント 2】 
 フェーズ 1 では WG と現職教員が共同で指導法の開発や試行を行ってきたが、フェーズ 2 で

はこれに大学教官を加えて新しい指導法の普及方法を考えていってはどうか。 
 教育大学の 12 学部のうち 3 学部がフェーズ 1 に関わり、新しい指導法を授業の中に入れるよ

うにしている。フェーズ 2 では、最低限、教授法担当の教官に新指導法について伝えること

が大事である。 
 8 つの WG が活発な学生を選び、新しい指導法を用いた教育実習をさせてはどうか。 

 
【コンポーネント 3】 

 教員が授業研究と教材研究に取り組むことが大切（全ての教科の教員が授業研究と教材研究

を理解するための研修会を実施することが大切）。 
 新しい指導法を開発し普及していくためには普及を進めるグループが無くてはいけない。そ

のグループが、授業研究のしくみを作り、授業研究を定着させるための法的環境を整え、サ

ポートすることが大切である。 
 教員を選んでグループを作り、情報交換したり、新しい指導法を学び合える Web サイトや放

送を作ってはどうか。 
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面談記録（９）FTI 基金モンゴル事務所 

内容 ファスト・トラック・イニシアティブ（FTI）基金モンゴル事務所インタビュー

日時 2009 年 10 月 7 日（水）9：00～9：55 

場所 教育文化科学省内 FTI 基金モンゴル事務所 

先方面会者 Mr.Ochirkhuyag FTI 基金モンゴル事務所副ダイレクター 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． フェーズ 2 とファスト・トラック・イニシアティブ（FTI）基金による活動との重複の有無

について 
 FTI 基金では主に、①小学校の環境改善、②移動式幼稚園の設置による就学前教育へのアク

セスの拡大、③小・中高校の学校建設、④地方の小・中・高等学校の校舎・寮設備の改善―
の 4 つの活動を行っている。 
 フェーズ 2 のコンポーネント 1 に関連する内容としては、教育省は FTI 基金を用いて 12 年制

移行後の 1 年生担当の全教員、ソーシャルワーカー、学校管理職員、寮職員などへ研修を実

施しているが、研修の内容は ICT が中心で、JICA の授業案を用いた指導法に関する内容とは

異なると理解している。 
 フェーズ 2 のコンポーネント 2 に関連する内容としては、教育省は FTI 基金を用いて小学校

の教員養成課程の新教育スタンダードに合わせたカリキュラムと、全ての教科の教科書を作

成中である。 
 
２． フェーズ 2 と FTI 基金による協力の可能性について 

 現在、教育省は FTI 基金を用いて教員再訓練などに関する内容を配信できるウェブサイトを

作成中で、2009 年 12 月に公開予定である。JICA のプロジェクトの成果品をこのウェブサイ

トに載せることが考えられるのではないか。 
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面談記録（10）教育文化科学省一般教育局 

内容 教育文化科学省一般教育局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 7 日（水）10：00～10：45 

場所 教育文化科学省一般教育局 

先方面会者 Mr.Erdenechimeg 教育文化科学省一般教育局長 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 優先したいコンポーネント 
 「コンポーネント 3：（授業研究などを通した）教員による指導法の実践と体制作り」は、新

しい指導法を最も学びたいと思っている人に教えて定着させる活動であるため、最も重要で

はないかと思う。また、フェーズ 2 の目的は教員自身が新しい指導法を身に付けて、日々の

授業の中に定着させていくことであってほしい。コンポーネント 3 は、直接子どもに影響を

及ぼすものである。 
 「コンポーネント 2：新規教員養成」は、教員養成課程の卒業生のうち何割が実際に教員に

なるのかを考えると、費用対効果の面でやや難があるのではないか。財務環境がどうなるか

分からないため、学生より教官に教えることが先決ではないか。 
 
２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチ】 

 範囲が限られたプロジェクトの中で、全てを実施して成果を弱めるよりは、持続の可能性を

確かめる方が大切ではないか。 
 フェーズ 2 は、政策、研究、実施、定着の全てのレベルにおいて理解されるプロジェクトで

あってほしい。 
 フェーズ 1 の DVD は数分で内容を紹介する程度のものだが、フェーズ 2 では準備段階、実

際の授業、授業後、次の授業の準備といったように教員の活動全体が見られるような DVD
を作成してはどうか。誰もが理解でき、視聴者が一つひとつの細かな活動に気付くことがで

きるような DVD ができれば、「モ」国全土の教員がこれを真似てみたいと思うのではないか。

細かなところまで読めば指導書には大事なことが書かれているが、1,000 回読むより 1 回観る

方が効果的ではないか。 
 
【教育省による取り組み】 

 教育省としては、フェーズ 1 で開発された指導書やデータを教育省のホームページと、現在

FTI 基金を用いて作成中の教員向けウェブサイトの両方に載せ、誰もがアクセスできるよう

にするつもりである。 
 教育省は、改善された指導法に合わせて教員評価の方法（現在は 2 年間の試行期間中）を作

成した。教育省としては、評価政策を整備することが重要だと考えている。フェーズ 2 を実

施する際に評価政策が整備されていれば、新指導法の導入がより正式になり普及が進むので

はないかと考えている。 
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３． フェーズ 2 終了時に期待する成果 
 フェーズ 2 では、教育省、教員養成大学、県教育文化局指導主事、学校レベルの各レベルに

新指導法普及のしくみと基礎が作られることが期待される。そうすることにより、フェーズ

2 終了後も「モ」国側が普及活動を継続していくことができると思っている。 
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面談記録（11）ウランバートル市教育文化局 

内容 ウランバートル市教育文化局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 7 日（水）11：00～12：30 

場所 ウランバートル市教育文化局 

先方面会者 Mr.Enkhbayar 教育文化局長、指導主事 1 人 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 優先したいコンポーネント 
 「コンポーネント 1：現職教員研修」と「コンポーネント 3：（授業研究などを通した）教員

による指導法の実践と体制作り」が非常に重要である。 
 
２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【コンポーネント 1 についてのコメント】 

 コンポーネント 1 とコンポーネント 3 は密接に関連しているため、1 つのコンポーネントに

まとめた上で、プロジェクトの実施体制やデザインを作ってはどうか。 
 指導主事は、コンポーネント 1 で開発する「指導法に関する研修」の開発のメンバーであり、

また研修の実施者であると考えている。 
 

【コンポーネント 2 についてのコメント】 
 新しい指導法を教員養成課程の学生に伝える方法として、大学の代表者や指導主事などから

構成されるグループから学生に教えてはどうか。つまり、指導主事が学生や新任教員に新し

い指導法について教えるなど、大学教官以外が学生に伝える方法があってもよいのではない

か。 
 

【コンポーネント 3 についてのコメント】 
 指導主事は、フェーズ 1 で作成したモニタリングマニュアルを用いて、コンポーネント 3 に

おいて実際に授業を観察し、助言を行っていく必要があると考えている。 
 
３． ウランバートル市教育文化局指導主事の活動内容について 

 同教育文化局の教科担当の指導主事合計 12 人で、共通のテーマを決め、月 1 回教員向け研修

会を行っている。研修会の内容は同 12 人が相談して決めている。テーマは、例えば「1 時間

授業の指導方法」など。 
 2009 年 10 月には、同県教育局はフェーズ 1 の WG メンバーの協力を得て、化学の教員向け

に 4 日間の指導法研修会を実施した。 
 教育大臣令第 72 号で定められた科目別研修（単位付き）のプログラム内容を同教育文化局か

ら提案し、4 プログラムが教育文化科学省から承認された。 
 ウランバートル市教育文化局では、教員 1 年目研修として、①新任教員、②教員養成課程以

外の専門分野を卒業して教員になった教員、③復職した教員―に対する研修会を実施してい

る。 
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面談記録（12）ウランバートル市 76 番学校（非モデル校） 

内容 ウランバートル市 76 番学校（非モデル校）インタビュー 

日時 2009 年 10 月 7 日（水）15：00～16：35 

場所 ウランバートル市 76 番学校 

先方面会者 76 番学校長、教頭 

当方面会者 Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． ウランバートル市 76 番学校について 
 同校は 1981 年に創立された、ソノギノハイハン区内で最も優秀な学校である。教職員数は

140 人（うち 94 人が教員）、学級数は全体で 65 学級、全校生徒数は 2,284 人である。 
 

２． フェーズ 1 の指導法・指導書に関連する取り組みや情報 
 76 番学校では、フェーズ 1 で開発された指導書を参考にしながら、同校の学習内容を策定し

ている。また、フェーズ 1 の指導書やその他の機関の資料などを参考にして、同校に最も適

した指導法を探っているところである。 
 同校では授業研究を実施しており、授業を評価する項目を作っていた。その項目がフェーズ

1 で開発されたモニタリングシートと類似していたため、同校では授業研究を実施する際に

フェーズ 1 のモニタリングマニュアルとモニタリングシートを活用している。（調査団が本イ

ンタビューの終了後に同校の授業研究を見学した際に、モニタリングシートが活用されてい

る様子が実際に確認された） 
 同校の教員評価に関しては、新教育スタンダードの子ども中心の指導法を導入しているかど

うかで評価を行っている。 
 同校の 8 科目以外の教員も、フェーズ 1 で開発された指導法に興味・関心を持っている。 
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面談記録（13）ウランバートル市 45 番学校（モデル校） 

内容 ウランバートル市 45 番学校（モデル校）インタビュー 

日時 2009 年 10 月 7 日（水）17：00～18：45 

場所 ウランバートル市 45 番学校 

先方面会者 45 番学校長、小学校担当教頭、中高校担当教頭、フェーズ 1 の試行教員 2 人（化

学、総合理科・初等理科の試行教員） 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

 
１． 優先したいコンポーネント 

 「コンポーネント 1：現職教員研修」と「コンポーネント 3：（授業研究などを通した）教員

による指導法の実践と体制作り」の活動が特に重要であると考えている。 
 

２． 具体的なアプローチ・仕掛け・プロジェクト形成に有用な情報など 
【アプローチと実施体制】 

 新しい指導法普及のアプローチに関しては、45 番学校と大学教官が共同で、まずは新しい指

導法に興味のある学校に新しい指導法の大切さについて教え、次に新しい指導法の導入に積

極的ではない学校にも、どのようにすれば生徒に学習内容について理解してもらえるかを共

に考えた上で、新しい指導法の大切さについて教えることが重要ではないか。 
 新しい指導法導入に向けた研修会の実施に関しては、校長・教頭向けの研修会が大事である。

新しい指導法の大切さについて管理職員が理解しなければ導入することができないためであ

る。 
 フェーズ 2 では、フェーズ 1 のように 4 指導法センターに分かれて活動するのではなく、1
つの大きなワーキンググループ（WG）がプロジェクトの実施主体となるとよいのではない

か。 
 新指導法に関する研修会の実施方法・体制については、大学教官、校長、教頭、試行教員な

ど、関係者がチームを組んでそれぞれの役割について説明するような研修方法・体制がよい

のではないか。つまり、校長をしたことのない大学教官が校長に教えても現実味がないため、

モデル校校長が非モデル校校長に、校長として果たすべき役割や取り組みについて伝えるな

どの方法が有効ではないか。 
 

３． 新指導法導入・普及に関する同校の取り組みと課題 
 同校では、市内の他の区の学校や、ボルガン県、ダルハン・オール県など他県の学校からの

要望に応じて、それらの学校に対して指導法研修会を実施した。 
 同校では、2009 年 9 月から、化学の試行教員が中心となってモンゴル国立教育大学の教育実

習生を受け入れ、指導法に関する指導を実施している。 
 学校予算の中に、教員開発の予算を計上してもらいたい。そうすれば同予算を用いて、他県

や他校から 45 番学校に依頼が来ている新指導法導入研修を実施することができる。 
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面談記録（14）アジア開発銀行モンゴル事務所 

内容 アジア開発銀行モンゴル事務所インタビュー 

日時 2009 年 10 月 8 日（木）9：30～11：30 

場所 教育文化科学省内アジア開発銀行モンゴル事務所 

先方面会者 Mr.Bandii 14ADB 第 2 次教育開発プログラムエグゼクティブダイレクター 

当方面会者 平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

１． 本フェーズ 2 とアジア開発銀行（ADB）の活動との重複の有無について 
 ADB 第 3 次教育開発プログラムでは現職教員研修を実施しているが、JICA が実施する指導

法の研修とは全く違う内容である。大きく言えば、ADB はマクロレベル、JICA はミクロレ

ベルの内容の研修と言えるのではないか。第 3 次教育開発プログラムでは、主に 12 年制度へ

の移行に必要な内容の研修会を実施している。具体的には、新教育スタンダードとそれに準

じたカリキュラムを理解してもらうために、全教科と全学年の教員を対象に、新スタンダー

ドと旧スタンダードの違いや新しい教科書の使い方などについての研修会を実施している。

  
２． フェーズ 2 と ADB の連携の可能性について 

 ADB が理科の実験道具・機材を配布した学校に対して、JICA が道具・機材の使い方を教え

てはどうか。ADB は道具・機材を配布しただけで使い方までは教えていないため。 
 新規教員養成に関しては、ADB は現在デザインを策定中の第 4 次教育開発プログラムで実施

する予定である。具体的には、大学の物的環境の整備、マネジメントの改善、教官の再教育、

大学のカリキュラム作り、教官の評価制度の改善、教育実習の質の改善などの活動を行って

いく計画である。新規教員養成の重要性は、ドナー機関も現場からもニーズが上がってきて

いるので援助から外すわけにはいかない。したがって、教育省がドナー間の役割分担を決め

た上で、新規教員養成に関する活動を実施していく必要がある。 
 

３． フェーズ 2 の活動内容についてのコメント 
 フェーズ 2 の対象課目は 8 科目より増やさないほうがよいと思う。 
 フェーズ 1 のモデル 9 校の選択には ADB も関わったが、これらモデル 9 校が他県の地域中

心学校に研修を実施していけば全国に指導法が広まるのではないか。 
 モデル 9 校が教員養成大学と協力して新しい指導法を導入する方法も考えられるのではない

か。 
 

４． JICA に期待すること   
 「モ」国へのファスト・トラック・イニシアティブ触媒基金15（以下、「FTI 基金」と記す）

の拠出は 2007 年度から始まったが、2009 年度で終了することが決まっている。FTI 基金で実

施してきたことを JICA が継続していくことも可能ではないか。 
 

                                                        
14 Bandii 氏は現在 FTI 基金モンゴル事務所のダイレクターを兼任。また、同氏は、教育文化科学省教育研究所副所長、同省高

等・職業教育局長を務めた経歴を持つとのこと。 
15 2015 年までの初等教育の完全普及を実現させるための財政支援 
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５． FTI 基金申請への ADB の支援について 
 FTI 基金の申請に当たっては、ADB が教育省に技術指導を行った。結果的にモンゴルは FTI
基金の対象国に選ばれ、2007 年度から 2009 年度の 2 年間で総額約 2,900 万ドルの拠出金を受

けている。 
 

６． 「モ」国教育セクターにおけるドナー間の関係について 
 モンゴルの教育セクターに対する知的援助を実施する際には、援助の重複を避け、それぞれ

特徴を持った援助を行っていくことが大切である。これまで援助機関はそれぞれの「ブラン

ド」を持って援助を行い、また協力しなければいけないところでは協力し合ってきた。 
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面談記録（15）教育文化科学省一般教育局 

内容 教育文化科学省一般教育局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 8 日（木）12：00～13：40 

場所 教育文化科学省一般教育局 

先方面会者 Ms.Nergui 一般教育局シニアオフィサー 

当方面会者 Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

平良から、これまで 3 日間の調査で得られた各関係機関からのコメント要約（優先したいコ

ンポーネント、具体的なアプローチや仕掛け、フェーズ 2 終了時に期待する成果など）を Nergui
氏へ伝えた後、Nergui 氏から次のコメントがあった。 
 
１． 各関係機関からのコメント内容について 

 各関係機関からのコメントには、予想していなかったアイディアや立場があり、また私たち

が初日（2009 年 10 月 5 日）に意見交換したのと重なる内容もあるが、これらをプロジェク

ト形成に生かしていきたいと思う。 
 

２． プロジェクト形成の原則について 
 一つめの原則として、現職教員 24,000 人を対象に一気に普及していくことが重要であると考

えている。ナショナルチームが作られて一気に普及していくことが重要。その理由は、モデ

ル校を選ぶと「普及」というフェーズ 2 の目的が違ってしまうため。   
 「モ」国の教員数は、30 歳までの教員が全体の 3 分の 1 を占め、49 歳までの教員が全体の 9
割を占める。退職していく教員は全体の 1 割にも満たない。 
 プロジェクト形成には教育省の意見が重要。 
 二つめの原則として、研修には、①授業を教えている教員向けのプログラムと、②校長・教

頭が新しい指導法を支えていくための学校マネジメント研修、の 2 つが重要。 
 指導主事だけを対象とした研修会は不要。指導主事が上述の①と②の研修プログラム作りに

も関わり、両方の研修を実施できるようになることが重要。 
 また①の研修には一つの問題があり、8 科目以外の科目では新しい指導法の考え方を取り入

れた資料やマニュアルを作成していく必要がある。 
 

３． ナショナル指導員、4 段階の指導員制度について 
 ナショナル指導員とは、主にウランバートル市内（教育省や教育研究所などの中央機関）に

いる、当該テーマで国レベルの実績を持つ指導員を指す。例えば、新しい指導法については

4 つの指導法開発センターの先生やモデルスクールの試行教員などがそれに当たる。当該テ

ーマの研究をし、試行し、改善し（全てのプロセスに関わり）、実績を積んだ人に教育省がナ

ショナル指導員の資格を与えている。 
 指導法開発センターの職員、校長や教頭、教員など基準を満たせば誰でもナショナル指導員

になることができる。 
 指導員には、①国レベル指導員、②県（地方）レベルの指導員（県教育文化局の指導員）、③

県（地方）の中での地域レベル（1 県は 5 地域に分かれる）の指導員、④学校レベルの指導
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員（例えば 1 つの学校に 7 人教員がいればそのうち 1、2 名が学校レベルの指導員というよう

に）の 4 段階に分かれる。 
 
４． フェーズ 2 で選びたいナショナル指導員と、研修に係る入札の有無について 

 フェーズ 2 で選ぶナショナル指導員は、ウランバートル市の人を中心に、地方の人に入って

もらってもよい。 
 フェーズ 2 で開発する研修への入札は無い。 

 
５． フェーズ 2 における教員向け研修・学校マネジメント研修の進め方について   

 指導法の普及制度はできているので、新しい指導法をどう伝えるか、どう教えるかが重要。

 まず、①WG のメンバーとなるナショナル指導員を選び ②次に WG が上述の 2 つの研修プ

ログラム・マニュアル・参考資料を作成し ③全国 200 名の指導主事に 4～5 回に分けて教え

る ④指導主事が実施する研修会に WG が加わって助言・モニタリングを行う（JICA 専門家

は 2、3 カ所のモニタリング、WG は全部を助言・モニタリングしに行く） 
 ③の実施方法としては、当該科目の指導主事は県に 1 人であるので、例えば理科の指導主事

を全 21 県から集めて実施する。例えば、数学指導主事はダルハンに来るといったように、あ

る地域にある科目の指導主事を集めて実施することも考えられる。 
 ④の実施方法としては、当該科目の指導主事は県に１人しかいないため、同指導主事が研修

を行う際には WG が 1 人～2 人付くようにする。近隣県の指導主事を呼んで近隣県が一緒に

指導することもできる。例えば、指導主事 3 人が、1 県あたり 5 学校（5 地域の代表学校 1
校ずつ）を招いて 1 県で 1 回の研修会を実施していくなど。 

 
６． フェーズ 2 における授業研究を通した現場での新指導法実践について  

 授業研究を通した現場での新指導法実践へは、上述の教員向け研修と学校マネジメント研修

の 2 つが貢献する。 
 授業研究を通した現場での新指導法実践を促進するための法的環境を整備することが重要。

 授業研究を通した現場での新指導法実践は、自然の流れに任せて、材料として DVD を与え

たり、フェーズ 1 で開発されたモニタリングマニュアルを用いてサポートしていけばよいと

考えている。 
 

７． フェーズ 2 における新規教員養成の進め方について 
 個人的には新規教員養成に JICA が深く関わるのは難しいのではないかと考えている。教官

向けプログラムを作って、指導できる試行教官を育てる意味で教官代表に教えるまでではな

いか。 
 高等・職業教育局長と、モンゴル国立教育大学副学長の意見を聞くかぎり、新規教員養成に

JICA は深く関われないのではないかと思う。 
 

８． その他フェーズ 2 実施に関して   
 国レベル、県レベル、地域レベル、学校レベルの研修会と、現場での新指導法実践を促進す

るための法的環境の整備は、フェーズ 2 の中でできると思っている。 
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 また研修会を実施するだけでなく、ドキュメンタリーや DVD を作成するのも大切なコメン

トだと受けとめた。 
 45 番学校からのコメントにあったが、指導員がいなくても学校同士で実績交流できることが

重要。プロジェクトからの投資の可能性があればフェーズ 2 の中で学校同士の実績交流もで

きるのではないか。 
 

９． ボルガン県、ドルノド県へ視察に行く際にぜひ次のことを聞いて来てほしいこと 
 県内での教員再訓練について（①中心学校と近隣学校の関係、②地方レベルでの学校同士の

関係や連携、③学校と教育文化局との関係や連携について） 
 ①各県の教育文化局同士の関係について、②各県の同じ科目担当の指導主事同士の関係につ

いて（初等教育レベルでは県同士が連携を始めている） 
 指導主事と教員との関係 
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面談記録（16）ボルガン県教育文化局 

内容 ボルガン県教育文化局局長・指導主事インタビュー 

日時 2009 年 10 月 9 日（金）9：00～11：40 

場所 ボルガン県教育文化局 

先方面会者 ボルガン県教育文化局 Ms.Egiimaa 局長、Ms.Burmaa 指導主事（理科担当）、教

務担当者（国語担当） 

当方面会者 宮崎所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

＜教育文化局長面談録＞ 
１． 教員再訓練の背景 

 90 年代半ばまでは、1 人の教員が 5 年に一度は必ず再訓練を受けるという５年ごとの教員再

訓練制度があった。これは教育省が予算を全額負担し教育省と県教育文化局とが協力して実

施してきた制度である。 
 90 年代半ばに上述の再訓練制度が崩れてから 2000 年代初頭までは、様々な協力ドナーの協

力資金などを財源とした国からの予算により再教育が十分に行われてきた。 
 2000 年代半ば以降、教育省がわずかな予算を教育文化局へ配分し始め、教育文化局が教員再

訓練の実施者となってきた。その間に行ってきたボルガン県における教員再訓練は以下３に

記すとおり。 
 

２． 国の教員再訓練体制について 
 「モ」国の特徴として、①ナショナル指導員、②県レベルの指導員、③地域レベルの指導員、

④学校レベルの指導員の 4 レベルの指導員が教員再訓練を図るのに中心的な役割を果たして

きた。これら 4 レベルの指導員は、レベルごとに研修会を指導できるよう、様々なレベルで

育成されて指導員になった人たち。 
 ①のナショナル指導員とは、教育省や協力ドナー機関と関わり、「就学前教育」といったよう

なある分野において実力を持っている人を指す。規則で定められた条件を満たすとナショナ

ル指導員になれる。 
 ナショナル指導員という制度は 99 年頃から国が実施してきた制度であるが、2002 年頃には

ほとんどの県がナショナル指導員を育てられるようになり輩出してきた。これを受け教育省

が、ナショナル指導員以下のレベルである地方レベルの指導員の制度も策定した。 
 
３． 教育文化局の役割、指導主事の役割について 

 教育法規では研究も教育文化局の役割として定められおり、研修だけでは不十分で研究能力

を高めることが重要であると認識している。そのため同県教育文化局はそれぞれの研修の必

要性や可能性を研究した上で実践的な研修会を開くようになってきている。 
 いい教員が育てばいい子どもを育てることができ教育を達成できたということができるが、

教育省は現職教員に目を向けすぎていて、現職教員を指導する役割の指導主事にあまり目が

向いていないのではないか。 
 指導主事を国内や外国へ送って、外国の教育改革や現職教員研修について、また指導主事へ

の教育について学んで来てもらうのが大切ではないか。 
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 ボルガン県では教育文化局や教員など 10 名が日本へ行き学んで来た。さらに、後述の就学前

教育 JOCV2 名や住民参加型の学校教育に関する JICA の技術協力プロジェクトによる 4 年間

の協力などからも学ぶことができた。私たち教育文化局、指導主事が学ぶこと、さらにそれ

を維持していくことが大切ではないか。 
 
４． ボルガン県における教員再訓練について 

 ボルガン県は、エルデネット、ダルハンという都市に近く道路などのインフラ設備が発達し

ていることにより、近隣県同士で教員再訓練を実施してきたことが特徴的である。例えば、

教科等の個別的なテーマではなく、教育改革の中身をどう授業に反映させるのかといった一

般的な内容について近隣県合同で学び、学んできたことをボルガン県内で伝えるといった再

訓練である。参加者には指導主事、学校管理職員、優秀な教員などが参加してきた。優秀な

者は前述のナショナル指導員の資格を取得している。 
 「モ」国では地域に分かれて社会を開発していく重要性から、94 年から地域に分かれた社会

開発が開始された。ボルガン県ではこれに先行し 92 年から地域別社会開発を進めており、こ

れが教育文化局にも影響を与えている。したがって、同県では教育も 5 地域に分け、後述の

若手教員向け研修、学校管理職向け研修、研究会を各 5 地域で実施している（同一の研修を

5 回実施している）。 
 ボルガン県内の教員再訓練についてはこれまで、①科目別研修と、②校長・教頭など学校管

理職向け研修を実施してきた。加えて、過去４年間で新しく実施してきたものとして、効率

的に学校経営を行うための学校予算経理研修がある。同研修は、毎年 3 月と 4 月に校長、教

頭、予算担当者を対象に実施しており、参考になるという評判を受けている。 
 科目別研修については、当該年の予算によってやり方はいろいろである。県としては当該教

科の研修会をできるだけ 2 年に 1 回は実施するようにしてきた。しかし、例えば理科教員 50
人を一度に研修に呼べることもあれば、予算上困難な場合は地域レベルで伝えられるよう地

域の代表者を呼んで実施するなど予算に応じていろいろである。 
 2004 年に同教育文化局長が JICA 国別特設援助に参加し日本の初任者研修のアイディア16を

ボルガン県に導入し、教員 1 年目・2 年目の若手教員向け研修を実施した。同 1・2 年目教員

向け研修は、教科の内容だけでなく処理整理など初任者向けの研修パッケージになっており、

日本の初任者研修の中身が基本となっている。同県ではこの研修をこれまでに 2 回（1 回あ

たり 3 日～5 日間）実施した17（県内 5 地域のうち 2 地域には若手教員協会も作られている）。

この 1・2 年目教員向け研修は、教育大臣令 72 号で定められた 1 年目研修に該当するもので

あるが、教育省よりボルガン県が先に取り組んでいた。 
 また、日本の初任者研修のサマーキャンプ（訓練）のアイディアを導入し、同県南方にある

温泉施設に教員再訓練センターを建設し、夏期でも教育が途切れないよう 2 カ月間の 1・2

                                                        
16 同教育文化局長によれば、「モ」国ではこのような研修がなかったのではなく一時的に途切れたのが実情とのこと。 
17 同教育文化局長によれば、1 回につき 70～90 名の参加があり、1 回あたりの費用は合計約 4,000 万トグルグ（交通費 5,000
～16,000 トグルグ/人×2 往復、食費 10,000 トグルグ/人、研修資料代など全ての費用を含む）で、主に交通費と食費にお金が

かかるとのこと。予算が不足する時は、参加者が片道交通費を負担したり、少額の教育文化局予算や学校予算を用いることも

ある。 
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年目教員向け研修（サマーキャンプ）をボルガン県と隣接する 3 県（エルデネット、ダルハ

ン、ブルハンガイ）の 4 県合同で 2010 年 7 月～8 月に実施する予定18。 
 就学前教育レベルの再訓練については、ボルガン県内の全ての幼稚園の全ての園長と教員（補

助教員含む）が再訓練を受けている。これは、就学前教育担当の指導主事がいい計画を作成

していることと、就学前教育 JOCV2 人の協力により実現されている。 
  
５． 「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ 1）」（以下、「フェーズ 1」

と記す）で開発された指導法の実践について 
 初等教育センター長の Narantsetseg 氏の尽力がありボルガン県の 1 番学校内に同センターの

支局ができた。ボルガン県では理科の指導主事を中心に IT などの指導主事も加わり指導法の

実践を進めている。 
  

６． それぞれの段階の能力などを考えた時に、教員向け研修と学校管理職向け研修の 2 つの研

修を、4 段階のカスケード方式19で実施していくことは技術的に可能か 
 この 4 段階のカスケード方式でも指導主事がどこで何を学ぶかが見えない。 
 県に応じて背景が異なるため、各県の背景に応じて 4 段階のそれぞれの段階で研修に変化を

持たせて作るのがいいのではないか。 
 これらの研修パッケージを習いに行く時に、指導主事、校長・教頭、教員など様々な代表者

で構成される県の普及グループを作ることが重要。また普及グループは様々な代表者から構

成されることが重要。 
 

７． 8 科目の指導書を、他の科目に応用させることは技術的に可能か 
 同教育文化局長は歴史の教員だが、理科の指導書を読んでも他の科目ではどうやればいいの

かがイメージされていると思う。フェーズ 2 では、他の科目についても新しい指導法を紹介

できる資料などが作成されることを期待している。 
 他の科目に応用できると思うが、地方ごとにそれぞれ状況や背景が異なるため、地方ごとに

新しい指導法や考え方を伝えていけるための県の普及グループ作りが重要。 
 普及計画グループ、普及方法を教えるグループ、モニタリンググループなど、いくつかのグ

ループができるのか。 
 

８． 県の普及グループが学びに行き、教育文化局は教えるのが仕事であるからよいが、校長・

教頭は学んだことを普及すると思うか 
 学校管理職は指導法を教える役割があるので、できると思う。 

 
９． 「モ」国では伝統的に教員によるコンテストが開かれているが、コンテストの審査員が新

しい指導法を理解していれば教員もそこへ向かうのではないか 

                                                                                                                                                                                   
18 同教育文化局長によれば、1・2 年目教員向け研修だけでなく、様々な研修を行うセンターにしていきたいとのこと。同セ

ンターの収容人数は 70～80 名で、建設費として 2,000 万トグルグが教育文化科学省から承認され、今冬には同県へ予算が配布

され春から 2010 年 6 月にかけて建設完了予定とのこと。 
19 4 段階とは、①ナショナル指導員→②全県の指導主事 200 名へ（40 人くらいずつ）→③各県の中の各地域の教員・学校管理

職代表→④その地域の各学校（20～30 校）からの教員・学校管理職代表→その学校の他の教員・学校管理職へ。 
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 コンテストの審査員は、教育研究所の人々だが、新しい指導法を審査に反映させていくこと

が重要。 
 学校レベルでは学校内の審査チームが、県レベルでは教育文化局と若干名の教頭から構成さ

れる審査チームが、それぞれ教育研究所が定めたコンテスト審査項目に沿って審査を実施し

上にあげていき、国レベルで教育研究所審査員が審査を行うことになっている。 
 教育研究所の人達は新しい考え方を導入していく人達だと思うので、彼女らに説明会などを

行ってコンテストの審査項目として新しい指導法を入れ、コンテストと新指導法の普及を結

びつけていくのはよい考えだと思う 
 
＜指導主事（理科担当）・教務担当者（国語担当）面談録＞ 
10． ボルガン県における新指導法普及の取り組み状況について（主にボルマ指導主事談） 

 第 27 号同県教育文化局長令（2009 年 4 月 13 日発令の指導書活用令）に沿って新しい指導法

の普及に取り組んでいる。実際に指導書を活用してみて、その結果をフェーズ 1 の関係者と

共有、情報交換しながら改善していくことが大切だと思っている。 
 第 27 号令では、理科担当の指導主事 Burmaa 氏がリーダーとなり、数学担当指導主事と IT
担当指導主事、3 校の校長 3 名を含むマネジメントグループを作って指導書を実践していく

ことが定められている。同 27 号令では、新しい指導法の実践に当たる教員の名前を挙げて、

3 つの試行学校長に対して新しい指導法を用いた学校レベルでの授業準備やモニタリングの

実施を定めている。3 人の指導主事が中心となってこれらの学校での活動に助言や指導を行

っている。また、同教育文化局の年間活動計画の 16 番には「試行授業を行うこと、8 つの指

導書とモニタリングマニュアルを活用すること」が計画されている。 
 ボルガン県では 1 番学校を選んで、試行授業を行う研修会を実施している。研修会には他の

学校から教頭 1 名・教員 2 名の 3 名ずつが試行授業を見に来ている。 
 

11． Burmaa 指導主事がどのように指導書を知り実践していくようになったか（同氏談） 
 フェーズ 1 で開発された指導書 1 を受け取り、関係機関へ配布して必ず読むようにと助言し

たものの、1 年めはなかなか読んでもらえず、また自分自身もあまり内容を理解できなかっ

た。 
 指導書 2 ができた時に、自分が勉強している大学院の 45 日間の授業を受けに理科センターへ

行った際に、指導書について同じ理科センターの先生に聞きに行き、中身を説明してもらっ

た。大学院のテーマも授業案作りだったので、理科センターから「読むだけでは分からない、

実際に現場を見に行ってみないか」と言われ 97 番学校へ見学に行った。 
 これらを経て実際に自分でも単元「空気と私たち」の授業案を作成した。翌年の夏に NGO
のプログラムで札幌へ学校現場などの視察に行き、新しい指導法を本格的にボルガン県へ広

げていきたいと思った。 
 さらに、JICA が実施したフェーズ 1 のフォローアップ研修会に自分を含め 3 人の指導主事（前

述の 27 号令で定められた 3 人の指導主事）が参加し、まずは数学からやってみようというこ

とになった。また、フェーズ 1 が終了する前に、フェーズ 1 と連絡を取り合ってモニタリン

グマニュアル案をもらったりしていた。 
 「指導書から授業案を作成する方法」というテーマで、ウランバートル市からボルガン県に
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研修会が来た際に、指導書の執筆に加わった数学ワーキンググループ長のガンバートル

（Ganbaatar）先生から直接情報や説明を得ることができた。 
 このように、様々なルートから新しい指導法についての情報や説明を得ることができて新指

導法への理解を深めることができた。 
 （2009 年 4 月の 27 号令を受け）2009 年 5 月頃にまず数学の試行授業を実施したが、指導書

（本）しか材料が無く、実際に直接話を聞ける人がいなくて苦労した。試行に当たっては、

前述のガンバートル先生の大学の学生（指導書作成にも少し関わっていた）が試行授業を行

った 1 番学校に教員として採用されていたので、彼女が試行チームの中で中心的な役割を果

たしてくれた。 
 またウランバートル市から様々な研修グループが来ており、ある教頭からはモニタリングに

ついて詳しい説明を受け、これが実際の試行に役立っている。 
 普及チームの代表者が大切であると思う。 

 
12． 新指導法を普及していく際に指導主事にとって何が必要か（教務担当者談） 

 研修会を実施しに来るチームの代表者が大切である。つまり、①新指導法の開発に関わった

など研修会の代表者が新しい指導法の中身をよく知っていること、②研修会が頭だけでなく

体を使った具体的かつ実践的なものであること、③研修実施チームの代表者が様々な人で構

成されていること、が重要である。 
 例えば、ボルガン県内で開かれたある研修会では頭だけでなく体を使った実践的な研修会だ

ったので、学校に伝えていく時にその方法を使うことができた。これは、同教育文化局の教

務担当者（国語担当）が、国語の指導要領と授業案を作る際に有益だった。 
 指導主事が、学校へ行き、教員らと一緒に授業案を作り、準備をし、試行し、モニタリング

していきましょう、というしくみが大切。こうしていけば、授業の質が高まるのではないか。

 
13． 国語科へも新指導法を取り入れていったきっかけについて（教務担当者談） 

 同教務担当者（国語担当）が 2009 年 9 月に、9 月の伝統的な研修会で「授業案作りと試行」

というテーマで国語科の研修会を実施した。まず 3 人の試行教員を選び、指導書を研究して

もらい、実際に試行してから研修会に来てもらった。研修会はソムの学校で開いたが、まず

講義をし、その後に授業研究を行った。授業研究では、新しい指導法を授業に導入するため

にどのように準備し、試行したかについて 3 人の試行教員の実践例を紹介したが、これが参

加者には最も好評であった。モデルとなるようないい教員が実際に試行してみて、それを見

ることが大事だと思った。これからもこういった様々な研修会を実施していきたい。 
 上述の 3 人の試行教員に、指導書の何がいちばん参考になったのか尋ねたところ、①子ども

に興味を持たせて授業をする方法と、②授業の中で一時的に子どもが集中しなくなる時に子

どもを集中させる方法、との返答であった。 
 もともと指導書を普及させたいと思っていたのはボルマ（Burmaa）指導主事であるが、国語

にも応用させていきたいと思っている。それで国語の全教員に指導書を読むことを夏休みの

宿題として与え、9 月の伝統的な研修会で上述のとおり 3 人の試行教員に実践例を紹介して

もらったというわけである。 
 国語科でも研修会をやるようになったきっかけは、自分は教務担当であるため国語だけでな
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く全ての授業を見る立場にある。ボルマ先生のグループは面白い授業を行っていたが、国語

の授業はつまらない授業だったため、国語の授業にも新指導法を導入したいと思い、研修会

を実施するようになった。 
 

14． 新指導法導入・試行・普及に係る今後の展望について（教務担当者談） 
 新指導法普及グループには、8 科目の指導主事だけでなく、他の科目の指導主事も入った普

及グループができればよいのではないか。新指導法普及のためにそれぞれがどのような関わ

り方をすればよいのかを考えることが重要である。 
 指導書（本）を読んだだけでなく日本での実践を実際に見られたことが、ボルガン県の教育

文化局が新しい指導法の普及に目を向けていく柱になった。 
 5 月に実施した試行授業の反省として、指導主事があまり学校へ行かなかった。11 月には、

毎週学校へ行って細かい内容を議論できるようにしたい。 
 

15． ボルガン県で新しい指導法を広めていく際に、指導書以外に何が必要とされるか（教務担

当者談） 
 実はボルガン県にはこれまで人々を積極的にしてきた、「説明に基づく実践方法」と呼ばれる

ボルガン県固有のブレンド方法（他県にも知られている）があり、このブレンド方法に基づ

いた研修会がある。この方法とは、40 人の子どもがいれば 40 人一人ひとりに定着できる方

法－授業の全てが沸騰する方法－で、学校の教員が実績を積む中で培ってきた方法で、それ

ぞれの教員やクラスの特徴に応じてやり方はいろいろである。ボルガン県の教員なら誰でも

知っているこのブレンド方法と、新しい指導法を結びつけるツールができれば、ボルガン県

での新指導法の普及ができるのではないか。県の中心部から 60 キロほど離れた所に位置する

ヒシグンドゥル・ソムがこのブレンド方法のモデル校となっている。1 番学校では小学校の 1
人の教員がこの方法を知っている。 
 従来の教え方や意識から変わっていない教員に教える時のツールが必要ではないか。 
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面談記録（17）ボルガン県 1 番学校 

内容 ボルガン県 1 番学校インタビュー 

日時 2009 年 10 月 9 日（金）11：50～13：10 

場所 ボルガン県 1 番学校 

先方面会者 ボルガン県 1 番学校 Mr.Zoosuren 校長、Narantsetseg 教頭、教頭、数学教員、美

術・総合学習教員、県教育文化局 Ms.Burmaa 指導主事（理科担当）、JOCV 体育

隊員、同校新任教員 

当方面会者 宮崎所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

＜Zoosuren 校長面談録＞ 
１． ボルガン県 1 番学校について 

 1 番学校の生徒数は 1 年生～11 年生までの合計 1,416 人、教員数は 74 人で、2 つの校舎があ

る。また、大きな寄宿舎を 2 つ（200 人）持っており、県中心部の周辺の遊牧民の子どもた

ちが寄宿舎で暮らしている。県で最初にできた学校で、85 年目である。 
 昨年は、「子どもの発達を支援する指導法」を導入し努力していることが認められ、表彰と

500 万トグルグの賞金が授与された。 
 昨年の春頃から指導書について深く知り始めたが、指導書を用いた指導法の実践には問題も

多い。Narantsetseg 教頭が指導書研究グループのリーダーで、校長と他の教頭も努力している

が、教員は社会主義時代の「教え込む方法」を身に付けすぎておりなかなか難しい。 
 
＜Narantsetseg 教頭面談録＞ 
２． 新指導法導入に向けての 1 番学校の取り組み 

 私たちは新スタンダードを学ばなければならないと思い、新スタンダードを学校現場に取り

入れていくための開発をしていこうとしていたが、なかなか成功しなかった。新スタンダー

ドに最も合致していたのが、「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ

1）」（以下、「フェーズ 1」と記す）であり、また新スタンダードを学校現場に取り入れてい

くための開発に最も参考になったのが、フェーズ１の指導書であった。 
 フェーズ１の指導書を受け取り、新しい指導法を学校で実践していくために校長令（2009 年

4 月 13 日発令20）で、小中高それぞれの教頭 3 名、小学校教員 6 名、中学校教員 4 名の 13
名から構成される新指導法導入チームを定めた。校長令を発令することによりこの取り組み

を正式にし、また 13 人に責任を持たせている。同校長令では、誰が何をするのか役割分担を

細かく決めている。またチームは計画を作って活動を実施している。 
 学校活動計画の 2－27 番に、「10 月は～を実施する」といったように、新指導法導入の活動

計画を盛り込んでいる。 
 前述の新指導法導入活動は、県教育文化局と連携して行っている。本インタビューに同行さ

れている Burmaa 指導主事も導入チームのメンバーである。 
 7 年生の数学と 1 年生の数学でそれぞれ 1 時間の試行授業を実施した。 
 8 科目だけでなく、全科目で新指導法を導入できるようにするための取り組みも始めている。

                                                        
20 同校長令は、第 27 号同県教育文化局長令（指導書活用令）と同日に発令されている。（2009 年 10 月 9 日同県教育文化局・

指導主事面談記録の 10 番参照） 
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「モ」国では、例えば体育の大会ではよくできる子が中心となるが、日本人は子ども一人ひ

とりの参加を重視し、できる子とできない子を区別せず全ての子どもが積極的に参加するよ

うに働きかける。これを教えてくれるのには、同校の体育の JOCV による協力が大きい。こ

のような子どもとの関わり方などを学校全体に広めるために、2009 年 11 月に UB 市から様々

な科目の教員の JOCV15 名を招いて公開授業を実施する予定である。「モ」国では教えっぱな

しであるが、日本の子どもと接する方法はいい方法だと思う。 
 
３． 短期間で得られた成果について 

 指導書から参考になるものが多くあったが、短期間で得られた成果は次の 3 つ。 
 一つめの成果として、まず学校内の指導法導入チームが 8 科目の指導書を読み、さらに校内

の先生方にも読ませ最初に数学の教員が指導書を読み、1 つの単元の授業案を完成させて実

際に教えているところである。 
 二つめの成果として、「水道方式」を用いた算数の授業を試行し、試行してみての反省点を他

の教員にも伝えたり、そのための簡単なマニュアルを作成したりした。 
 三つめの成果として、指導法導入チームのモニタリングの中で授業の反省点を挙げて、次の

授業をどの改善すればよいかについて話し合っている。 
 
４． 問題を抱えている点について 

 一つめとして、授業観察の際に教員だけを観察しており、授業そのものや生徒を観察してい

ない。この従来のスタイルがなかなか変わらない。授業観察時に観察する教員は後ろに座り

っぱなしで、子どもを見たり立ったりしない。子どももその雰囲気に驚いていたり、子ども

たちに観察者がいることも理解してもらわなければならない。子どもも教員も授業観察に不

慣れなため、授業観察の雰囲気作りが難しい。授業観察の方法そのものをどう開発できるか

が課題。 
 二つめとして、モニタリングフォームを記入する方法が分からない。モニタリングフォーム

を記入する際にできないことが多くある。 
 三つめとして、準備段階の問題として、モニタリングフォームをコピーするためのコピー機

の不足やビデオを上映するための機械の不足など物的な問題もある。ただし、物的援助はも

う十分であり、これからは意識改革、知的開発への協力がより大切であると認識している。

 
＜数学教員面談録＞ 
５． 新指導法を実際に導入してみての難しさや課題について 

 指導法を取り入れて数学教育を良くしたいと思っているが、多くの問題を抱えている。 
 まず、子どもは教え込まれる方法に慣れており新しい学び方に自分がどう積極的に関わって

いくか、子ども自身の準備ができていない。 
 次に、教員側の課題として、①数学教育の知識が足りない、②新しい指導法を実践しても気

が付いたら従来の方法に戻ってしまっている（新しい指導法に慣れない）、③今の教科書では

1 時間で教えるべき内容が数多くあるので新しいやり方でやると間に合わず遅れを出してし

まう（教科書が合わない）といったような課題を抱えている。 
 上述の課題②に関して、自分は新しい指導法を実践してみたが、1～2 回実践しても定着でき
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ない。実践している人でも定着できないくらいなので、観察するだけで実践することはとて

も無理。したがって、代表者を日本へ送って実際に指導現場を見せて「モ」国と比較しなけ

れば指導書だけに基づいていては定着しないのではないか。 
 「モ」国は 2 部制を採っているので、午前教えた教員が午後も教えたりといったように、教

員が研究する時間と場所がない。 
 

＜Narantsetseg 教頭、Zoosuren 校長面談録＞ 
６． 新指導法を導入する上での留意事項や課題について（教頭談） 

 教員の心構えがまず大事である。子どものせいにしてはいけない。この単元ではここが子ど

もを動かせるところだと、教員が考えて専門知識や準備能力を高めていくことが重要である。

 現行の理数科教育は科学者を育てるための教育になっており、難しすぎる。 
 

７． 新指導法を導入していくための取り組みについて（教頭談）   
 県中心部にある子どもセンターに日本人が勤務しているが、全ての子どもたちに理解させよ

うとしているのを見て、前述の 15 人の JOCV を招いて日本人がどのように教えているのか雰

囲気を分からせるための公開授業を計画している。 
 また明日（2009 年 10 月 10 日）、アルハンガイのほとんどの学校（村に 1 つ）の教員を呼ん

で研修会を実施する予定である。教員には、2 時間の講義を受け、4 つの授業を観察してもら

う予定。4 つの授業は、水道方式、動機づけ、全体的に理解させるための方法、などそれぞ

れテーマが決められている。 
 
８． 新指導法を広めていく心構えについて（Zoosuren 校長談） 

 資金がそれほどなくても、伝えていきたいという気持ちがあれば、他校へ伝えていけるだろ

う。成功している取り組みを伝えていきたいと思っている。 
 
＜授業視察＞ 

 授業視察では、教室の後ろのロッカーに、フェーズ 1 のコーナーがあり、フェーズ 1 のモニ

タリングマニュアルや DVD などがきちんと整理され並べられている様子が見られた。また、

新指導法の導入に関連した活動（写真と説明付き）や資料などが、1 冊のファイルにきちん

とまとめられていた。 
 

＜同校教員開発センター面談録＞ 
 （同開発センターに弁護士協会会報などの情報誌があることを指摘されて）ウランバートル

市から遠いので、できるだけ様々な情報、資料を集めてきてなるべく教員を情報で満たすよ

うにしている。 
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面談記録（18）ボルガン県 Erdmiin urguu 統合学校 

内容 ボルガン県 Erdmiin urguu 統合学校インタビュー 

日時 2009 年 10 月 9 日（金）13：20～14：50 

場所 ボルガン県 Erdmiin urguu 統合学校 

先方面会者 ボルガン県 Erdmiin urguu 統合学校長、教頭、県教育文化局 Ms.Burmaa 指導主

事（理科担当） 

当方面会者 宮崎所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

＜校長・教頭面談録＞ 
１． Erdmiin urguu 統合学校における新指導法導入の取り組みについて 

 ボルガン県 5 地域のうち、同校は中央地域の中心学校である。新指導法導入に当たり校内で

新指導法導入チーム（10 人で構成される）を結成し、まずはこのチームが指導書 1～3 を読

み、分析し、導入し、試行してみた。 
 最初に同インタビューに同行しているボルマ（Burmaa）指導主事がモデル授業を開き、それ

を見てから活動を始めた。1 番学校とも意見交換しながらこれまでやってきた。 
 具体的な導入の手順としては、まずは学校全体で指導書を読んだ。そして、8 つの指導書の

うち 4 つが理科なので、本校では理科から導入を始めた。理科の教員と小学校の教員がグル

ープを作り、学校側と指導主事がこれをサポートした（指導主事が、学校が何をしたらよい

のかという簡単なマニュアルを複数学校へ配布した）。1 番学校で最初の試行授業が行われ、

これに本校の理科教員が参加し、4 人の教員が本校でもやってみようということで、1 時間の

授業を行ってみた。実際に授業案を作っているが、本だけがあって言葉での助言が無いので

実際は難しい。授業案作りをしてそれを授業に取り入れていきたいが、成功はしておらず、

現在頑張っているところ。 
 指導法をうまく実践できる教員は、ウランバートル市の理科センターの先生の弟子だったこ

とや、指導主事からも WG からも助言をもらっているのでうまく実践できているようだ。 
 数学、化学、生物、小学校の美術（図工）でも導入しようと頑張っている。 
 校内に授業研究グループができているが、他の科目の先生ともお互いに学び合えるのでよい。

 
２． 指導法の普及をサポートするために学校管理職にとって何が必要か（校長談） 

 本校の校長・教頭から新しい考え方についての助言はできない。できるのは、時間調整に限

られている。関係する専門の先生方が一緒に準備したりできるように（「モ」国は 2 部制のた

め通常はそれが難しい）、授業の時間調整などを行ってサポートしている。 
 学校管理職向けには、優れた学校マネジメントに関して「こうしてください」と上から一方

的に指示するのではなく、グッドプラクティスやバッドプラクティスを挙げながら、こうし

たから成功した、こうしたから失敗したという実際例を共有することが大事ではないか。校

長から校長へ、教頭から教頭へ、同じ立場のもの同士で共有し実績交流をすることに意味が

ある。後述する複数の立場で構成されるグループの意味はそこにある。「教頭が校長に教えよ

うとしても教えられないでしょう」ということである。 
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３． フェーズ 2 に期待すること（校長談） 
 フェーズ 2 から期待するものとして、教員向けの指導法の開発ではなくて、「校長・教頭、指

導主事なども新しい指導法の導入・普及に役割を果たすんですよ」ということが分かるよう

なもの、グループを作ることが重要ではないか。 
 子どもを育てるためには学校に関係して働いている全ての人たちがそうしなければいけな

い。今まで数多くの研修が実施されてきたが成功しなかったのは、教員だけに集中してきた

からではないか。 
 教える側も、参加する側も、複数の立場で構成されるグループで教え、参加し、段階的に普

及していくことが重要ではないか。例えば、日本での研修に行くのも複数の立場で構成され

るグループで行くことが重要ではないか。 
 フェーズ 2 で重要なのは、このグループの活動をサポートするしくみ作り、モデルの立ち上

げではないか。この複数の立場で構成されるグループで普及していくことが重要。 
 
４． 「子どもの発達を支援する指導法改善プロジェクト（フェーズ 1）」（以下、「フェーズ 1」

と記す）の役に立った点や、その他の JICA の協力について 
 特に、フェーズ 1 の DVD、モニタリングマニュアル、指導書作成マニュアルが役に立った。

 同校は、すでに帰任された JOCV の図工隊員（2 年間赴任）や、もう 1 人の図工隊員（1 年間

赴任）、JICA のリコーダーのプロジェクトからも協力を受けている。 
 
５． 24 校全ての校長先生の意識が高いのか、それとも同校は地域の中心学校だから意識が高い

のか 
 ソムの学校もあるため、情報の受け方によって意識の高さは異なるのではないか。 
 同地域では、ヒシグンドゥル・ソム21、ゴロバン・ソム、セレンゲ・ソムの 3 ソム 3 学校が

新しい指導法を受け入れる雰囲気になっている。ダシンテレン・ソムも頑張っている。 
  
６． 指導主事が学校を訪れる頻度について   

 指導主事は、1 校に年に一度は必ず行くようにしている。また、年に 4 回ほど行く学校もあ

る。この 4 校は問題がある学校というわけではない。 
 これまでは、1 人の指導主事が４校に行っていたが、これからは 2 人の指導主事が一緒に 8
校を回り合うようにしていきたい。 

 
７． 教員の採用について（どのように教員を採用しているのか） 

 「モ」国では言葉やうわさを通じて新規教員ポストを知ることも少なくない 
 例えば、学生は卒業してからボルガン県へ来て、実際に就職したい学校の校長に会い、校長

は学生の能力や資質などが合っていれば採用する、というような流れである。 
 全国単位での教員の空き状況については、教育省一般教育局のシニアオフィサーである

Nergui 氏が空き状況を把握している。 
 必要な教員数などについては、学校が県教育文化局へ知らせるため教育文化局も情報を持っ

                                                        
21 県の中心部から 60km ほどの場所に位置し、「説明に基づく実践方法」と呼ばれるボルガン県固有のブレンド方法を実践し

てきた学校（2009 年 10 月 9 日同県教育文化局・指導主事面談記録の 15 番参照） 
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ている。 
 同校の教員数は 72 名。同校では今年は小学校 3 名、中学校 1 名の教員を採用した。12 年制

へ移行しているので新しくできる学年の教員が必要となるためである。 
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面談記録（19）ボルガン県知事 

内容 ボルガン県知事との面談 

日時 2009 年 10 月 9 日（金）15：05～15：25 

場所 ボルガン県知事執務室 

先方面会者 ボルガン県 Mr.Oyunbat 知事、ボルガン県社会政策調整局 Mr.Buyanjargal 局長、

県教育文化局長 

当方面会者 宮崎所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

宮崎所員より、ボルガン県がこれまで JOCV を温かく迎え入れてきたことなど、同県と JICA
との良好な協力関係への感謝の意が述べられた。また、同所員よりフェーズ 1 の要請背景の説

明、本調査の目的と調査団受け入れへの感謝の意、本調査を通してボルガン県の新指導法導入

に向けての強い意思を感じたとの所感が述べられたのち、知事から主に以下のコメントがあっ

た。 
 

 私たちが自分たちを誇りに思えるような、教育文化局や学校の取り組みを褒めていただき感

謝している。日本大使館や他国の NGO などから様々な協力を受けてきたが、ボルガン県を

幅広く支援して来てくれたのは JICA モンゴル事務所だと思っている。ボルガン県全体が

JICA をよく知っており、JICA の色々なプロジェクトの成果を反映させたいと思い、指導法

改善のプロジェクトも重要視し、自分たちなりに取り入れるよう努力している。JICA の様々

なプロジェクトの結果全てを自分たちの町に反映させていくよう、ボルガン県は今後も努力

していきたい。 
 教育文化局長、指導主事共に長い経験があり、意識が高いので、今後も教育文化局長、指導

主事らが JICA と協力していけることを信じていただきたい。 
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面談記録（20）財務省援助調整局 

内容 財務省援助調整局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 12 日（月）14：00～14：50 

場所 財務省 

先方面会者 Mr.Dorjkhand 援助調整副局長、Mr.Tuguldur（援助調整局） 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、宮崎職員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

殿川団長より、フェーズ 1 の成果、フェーズ 2 の要請背景及び本詳細計画策定調査の目的に

ついての説明が行われた。さらに、殿川団長より財務省に対し、本プロジェクトを実施するた

めに必要となる「モ」国側負担経費についての説明と、同予算を確保するよう要請が行われた。

財務省援助調整局側からは、主に以下のコメントがあった。 
 
１． 本プロジェクトの「モ」国側負担経費について 

 本プロジェクトの「モ」国側負担経費については、できる限り財務省の方で負担していきた

い。 
 
２． 本プロジェクトの活動内容について  

 本プロジェクトは、教育の中身に触れる内容であり、現職教員や新しく教員になる者への協

力ということで、財務省としては期待している。 
 実際に子どもに接し子どもに教えている教員の能力を向上させていくことが重要である。本

プロジェクトが教員の能力向上に貢献することを期待している。 
 

３． 「モ」国の教育予算について 
 政府支出の 20％を教育予算に充当することが法律で定められている。 
 ドナー機関からの教育セクターへの援助は大きなものだと思っている。 
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面談記録（21）教育文化科学副大臣 

内容 教育文化科学副大臣インタビュー 

日時 2009 年 10 月 12 日（月）15：10～15：50 

場所 教育文化科学省 

先方面会者 Ms.Kulanda 教育文化科学副大臣、Ms.Nergui 教育文化科学省一般教育局シニア

オフィサー 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、宮崎職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa
（通訳） 

殿川団長より、１）本詳細計画策定調査の目的説明、２）本プロジェクト実施のための的確

な CP の選定、及び３）「モ」国側経費負担についての要請が行われた。副大臣からは、主に以

下のコメントがあった。 
 
１． 本プロジェクトで実施予定の、新指導法に関する研修の対象者について 

 教育省の政策担当者とも協議のうえ、新指導法に関する研修の対象者を決めていく必要があ

る。全教員 24,000 人を対象にすることはできないのではないか。したがって、対象をどの範

囲までとするか協議のうえ決めていく必要があるのではないか。 
 現職教員研修に関しては、1990 年以降 20 年間にわたり海外からも多くの援助を受け、相当

の金額を投入しているが、結果が見えていない。援助の対象の幅を広げるのではなく、段階

的に、対象を絞っていくことで、成果が見えるようになるのではないか。 
 全員が内容を薄く理解しているより、半分の人数が内容を深く理解しているほうがよいので

はないか。 
 
２． 本プロジェクトの研修会の実施方法について  

 これまでは主に県の人たちをウランバートル市に集めて研修会を実施してきたが、それより

も、県へ行って研修会を実施するなど現場に向かった実施方法の方が効果的ではないか。研

修会の実施方法についてはよく吟味して決めた方がよい。 
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面談記録（22）教育文化科学省一般教育局 

内容 教育文化科学省一般教育局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 12 日（月）16：15～18：10 

場所 教育文化科学省一般教育局 

先方面会者 Ms.Nergui 一般教育局シニアオフィサー22 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、宮崎職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa
（通訳） 

 
１． 「モ」国の既存のしくみにフェーズ 2 をどのように位置づけていくか 

 フェーズ 2 で実施する研修に関しては、「モ」国の教員再訓練のしくみを用いて、またしくみ

に載せて実施していきたい。 
 教育大臣令 416 号で定めている教員評価の内容と、フェーズ 2 の活動内容とを関連させてい

きたい。 
 
２． 「モ」国側が実施していくことのうち、どの内容について JICA からの協力を求めている

か 
 フェーズ 2 のプロジェクト目標となる、新指導法を普及するための基盤とは、①新指導法を

紹介できる指導員が育っていること、②学校レベルで新指導法を導入したいという学校文化

を育てるための法的な環境を整備すること、③新指導法の導入・普及に関する実績交流を行

い、指導法を改善していくための情報データベースを作ること（ウェブサイトやネットワー

ク）―の 3 つが考えられる。フェーズ 2 では、上述のような新指導法を普及するための基盤

作りへの協力を求めたい。 
 
３． フェーズ 2 で実施する新指導法の導入・普及に向けた研修に関して 

 新指導法を導入・普及していくための研修パッケージとして、1 つのパッケージの中に、①

全科目に共通する新指導法に関する考え方（一般的な内容）、②科目別の実習―の 2 つを入れ

て研修を実施することが「モ」国に適したやり方ではないか。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

                                                        
22 当初は、一般教育局長へのインタビューを予定していたが、局長が都合により欠席であったため、同局シニアオフィサー

Nergui 氏へのインタビューを実施した。 
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面談記録（23）教育文化科学省高等・職業教育局長 

内容 教育文化科学省高等・職業教育局長インタビュー 

日時 2009 年 10 月 14 日（木）9：40～10：20 

場所 教育文化科学省高等・職業教育局 

先方面会者 Mr.Baasanjav 高等・職業教育局長 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳） 

殿川団長より本詳細計画策定調査の目的について説明が行われた。さらに、フェーズ 2 は現

職教員向けの活動が中心であるが、教員の卵にも新しい指導法について知ってもらうことが重

要であること、フェーズ 2 でもモンゴル国立大学やモンゴル国立教育大学（以下、「教育大学」

と記す）の教員からの協力をいただきたいことが伝えられた。高等・職業教育局長からは、主

に以下のコメントがあった。 
 
１． フェーズ 2 の活動内容について 

 フェーズ 2 では、現職教員が中心ということだが、教員の卵に教える大学教官にも新しい指

導法を教えていくことが大切である。 
 「モ」国では現在教員養成課程の教育スタンダードを策定しているところだが、日本の教員

養成課程の教育スタンダードや教育内容についてフェーズ 2 でも教えていくことを期待す

る。 
 フェーズ 1 の 8 科目の指導書は国立大学、私立大学の両方に配布されたと理解している。実

際学校現場には私立大学出身の教員もいることを考えて、フェーズ 2 の対象を国立大学に限

定せず、私立大学の教官達も知識を得られるよう研修会に参加させていくことが大切ではな

いか。 
 
２． フェーズ 2 で教員養成大学に新指導法を導入していくための方法について 

 これまでは教員養成課程の教育スタンダードがなかったため、教員養成課程を持つ大学ごと

に教育の質が異なっていた。教員養成大学に新しい指導法を導入するためには、教員養成課

程のスタンダード作りが大切である。 
 どのような方法で大学に新しい指導法を導入していくかについては、それぞれの大学と直接

協議しなければ分からない（大学により教育内容や方法は様々であるため）。 
 しかしながら、スタンダードに達していないからといって学生や教官を見捨ててはいけない。

彼らの方こそ新しい指導法へのニーズを持っているかもしれない。 
 フェーズ 2 では主にモンゴル国立大学とモンゴル国立教育大学を対象にするのかもしれない

が、その周りにある他の国立大学や私立大学も対象にしていってはどうか。モンゴル教育大

学は 5 つの分校を持っているので分校へも情報が伝わるであろう。また私立大学に関しては、

1～2 校だけにでも導入することができれば、他の私立大学にも伝わるのではないか。 
 
３． 「モ」国の大学について   

 「モ」国には、国立及び私立の総合大学、大学、カレッジを合わせて全部で約 150 の大学が

ある。 
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 近年、教員養成課程を持つ私立大学が増えてきており、現在全国で 20 校程度あるのではない

か。この中で教員養成のためだけの大学はほんのわずかである。 
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面談記録（24）モンゴル国立ドルノド大学 

内容 モンゴル国立ドルノド大学インタビュー 

日時 2009 年 10 月 15 日（木）9：00～13：00 

場所 モンゴル国立ドルノド大学 

先方面会者 Ms.Enkhbayar 教務部長、Mr.Batkhuyag 客員教員、Mr.Lkhagvasuren（教育分野担

当）、Ms.Enkhjargal（言語学関連分野担当）、Ms.Tserenchimed 文学研究室長、

Ms.Altantuya 外国語研究室長、Ms.OyunErdene 教授学・心理学研究室長、

Ms.Khulan 数学・ビジネス研究室長（以上全員が同大学の管理職員） 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳）

 
１． モンゴル国立ドルノド大学について 

 この大学には、2 つの分野（①教育分野、②言語学関連分野）、4 つの研究室（①文学研究室、

②外国語研究室、③教授学・心理学研究室、④数学・ビジネス研究室）があり、教員数は 42
名（教員以外の職員を含めると合計 80～90 名）、学生数は約 1,000 人23である。 
 この大学は 1991 年にモンゴル国立教育大学（以下、「教育大学」と記す）の分校として作ら

れたが、2005 年に分校ではなくなり国立ドルノド大学（以下、「ドルノド大学」と記す）に

なった。全国にある 14 の国立大学の一つである。 
 全 13 の学士コースのうち、8 つが教員養成コース（①モンゴル語・文学、②英語、③モンゴ

ル語・英語、④ロシア語・英語、⑤数学・IT、⑥小学校教員、⑦幼稚園教員と、新しく開設

された⑧美術・図画工作）。学生 1,000 人のうち 6～7 割の学生が教員養成コースの学生であ

る。残り 5 コースは、中国語通訳コース、韓国語通訳コース、観光マネージャーコース、会

計士コース。 
 

２． 同大学の教員養成コースの学習プラン（カリキュラム）について 
 同教員養成 8 コースの学習プラン（カリキュラム）は、以下の 5 つから構成され、それぞれ

最低限取得すべき単位数と科目が決められている。①専門分野の基礎的知識・能力、②教科・

科目の指導法（例えば数学の指導法といったような当該教科・科目の指導法）、③教授学・心

理学（「子ども中心の教え方」など、一般的な指導法）、④現場実習（教員実習）、⑤その他。

 同学習プランは、教育文化科学省高等・職業教育局が定めた学習プランを骨子とし、大学独

自の選択科目を追加するなどして同大学の学習プランとしたものである。 
 
３． ドルノド大学と教育大学及び他大学とのつながりについて 

 同大学の教育養成コースの学習プログラムは教育大学の教員養成学習プログラムに基づいて

作成されており、今まで受け継いできたものに基づいているといえる。 
 ただし、教育大学が学習プログラムを変えたらドルノド大学も変えるといったものではなく、

ドルノド大学固有の学習プログラムが継続される。 

                                                        
23 1,000 人中 700 人程度が通常のコース、300 人程度が通信教育コースの学生で、通信コースの中に教員養成コースとソーシ

ャルワーカー養成コースがあるとのこと。通信教育コースには 5 年間のコースと 2 年半のコースがあり、例えば他大学で他分

野の学士号を取得している学生は 2 年半のコースに入学することができるとのこと。 
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 ウランバートル市で小学校の教員養成コースを持つ大学関係者が集まり、少なくとも小学校

教員養成コースの共通の学習プログラムを作成していこうとしている。 
 全国 150 大学のうち教員養成コースを持っている国立の大学は、農業大学や国防大学を除け

ば 10 くらいか（推定）。 
 研修会や研究などでドルノド大学と特につながりを持っているのは教育大学の教員養成カレ

ッジ（小学校教員養成カレッジ）。また、同大学と教育大学との間には後述の客員教員の受け

入れがあるが、組織化され計画された連携プログラムなどはない。 
 モンゴル国立大学（以下、「国立大学」と記す）とも関わることがあるが、ドルノド大学は理

論研究中心のためそれほど関わっていない。今後は他大学とも協力していきたい。 
 私立大学では、正式な協力協定ではないが、ゴルバエルデネ大学と情報交換を行っている。

ゴルバエルデネ大学はフェーズ 1 に積極的に関わった大学で、参考となる情報を持っている

ためである。 
 

４． ドルノド大学における大学教員再訓練について 
 同大学の教員は、例えばウランバートル市で行われる自分の関連する研究会に参加するなど、

個人が主体となり様々な形で教員再訓練を受けている。 
 大学教員に対して教育省から義務付けられた教員再訓練は皆無で、教育省は現職教員の再訓

練のみを重視してしまっているのではないか。 
 大学教員の再訓練の一つとして、自主的に大学院（修士課程や博士課程）で研究を行う形態

があるが、大学院の授業を受けに行く際に、2 週間～1 カ月間、教育大学の関連する研究室に

行って学ぶ実習がある。したがって、同大学からも毎年 2 週間～1 カ月間、教育大学に教員

を送っている。なお、学費など大学院に係る費用は教員の自己負担だが、勉学中は有給休暇

の扱いであるため給与は支払われる。 
 同大学では 42 名の教員のうち、20 名近くが博士課程で学んでいる。また、ほとんどの教員

がすでに修士号を取得している。 
 もう一つの伝統的な大学教員再訓練としては、年に 4～5 名の客員教員をウランバートル市か

ら招き、ドルノド大学内で教えていただいている。本インタビューに参加されている

Batkhuyag は、ウランバートル市から来ている客員教員で、教育学博士号を持ち指導方法に

ついて助言する立場である。 
 教員再訓練に係る費用は、大学予算の費目のどれかに含まれるかもしれないが、教員再訓練

自体の費目はない。 
 同大学の 2009 年度の活動計画の中に、勉強会や研修会が計画されている。2009 年度の新学

期から、①お互いの授業を観察し合う、②再訓練活動を行う、計画がある。②の再訓練活動

としては、全教員向けの研修会を年に 4 回、教員の専門別研修会を年に 2 回実施する予定で

ある。また、就職したばかりの新しい大学教員や、研究を行っている大学院生も研修会に参

加させなければいけないと計画している。 
 2009 年 11 月に大学内の空き部屋を「教員開発センター」とし、実績のある人をウランバー

トル市から招いたり、県教育文化局や学校現場と交流を行うなど、実績交流の場としていく

予定である。 
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５． 子どもの発達を支援する指導法、新スタンダードの教授について 
 子ども中心（「モ」国語では、「子弟中心」）の指導法は、教授学の授業の中で正式に教えられ

ている。例えば、子どもとの接し方などについて教えている。子弟中心の指導法が学習プロ

グラムの中に取り入れられているが、実際に授業の中で教えている教員とそうでない教員が

いる。 
 初・中等教育の新教育スタンダードも単元授業の中で取り上げて実際に学生に教えているが、

新教育スタンダードの中身について、また新教育スタンダードを教科書と結びつけて教える

ことは非常に難しい。 
 新教育スタンダードと同スタンダードのガイドラインが教育文化科学省から同時に作成さ

れ、また他の機関も、同スタンダードを実施するためのガイダンスや参考資料を出している。

例えば、国語・モンゴル文学の授業を大学教員から学生に教える際に、同スタンダードが 4
つのカテゴリーに分かれるため、この授業はカテゴリー1、カテゴリー2 に関連していると分

かるようにできるだけ例を挙げながら 4 つのカテゴリーごとに分けて教える工夫をしてい

る。 
 教育省や他機関からの、大学教員が新教育スタンダードを理解するための研修会は、全く行

われていない。送られてくる資料や派遣されてくる客員教員から学ぶだけである。政府は小・

中・高等学校の現場だけを対象に研修会をしているのではないか。 
 国立大学や教育大学の教員らが新教育スタンダード作りに関わっているため、ウランバート

ル市内の教官は同スタンダードを理解し学生に教えているだろうが、地方の大学は開発のプ

ロセスにも関わっていないため同スタンダードを理解して教えるのは非常に困難である。 
 

６． 同大学とフェーズ 1 との関わりについて 
 昨年（2008 年）から、ドルノド大学から学校現場へ観察に行っておりその中でフェーズ 1 に

ついて詳しく知ることができた。ドルノド県 5 番学校と KhanUul 学校（モデル校）から貴重

な情報を得られ、またフェーズ 1 と関連するドルノド県教育文化局指導主事とも直接話し合

いを行いフェーズ 1 について情報を得た。 
 同大学にフェーズ 1 で開発された指導書が配布され、またフェーズ 1 のプロジェクトチーム

もドルノド大学を訪問しプロジェクトについての話があった。 
 同大学教員が新しい指導法をよく理解して学生らに教育していかなければならないとよく分

かっており、新しい指導法の大切さを理解し普及していきたいと思う。プロジェクトに関心

がある。 
 新しい指導法を知らない新しい教員が学校現場に送られるのは好ましくなく、学校現場と大

学との連携がなされる必要がある。このような新しい指導法へのニーズが高まっている時に

本調査団が同大学を訪れたことがうれしい。 
 
７． フェーズ 1 で開発された指導書の活用について 

 前述の教員養成コースの 4 つのカテゴリーのうち、「教科・科目の指導法」の中でフェーズ 1
改善された指導法が教えられているのではないか。数学、IT、総合学習の指導書が役に立っ

ており、中でも総合学習が役立っている。全教員がフェーズ 1 の指導書について知っている

わけではない。 
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 前述の教員養成 8 コースの学習プログラムのうち「教科・科目の指導法」を担当する教員は

全部で 19～20 名程度（8 つのコースにそれぞれの科目の指導法担当教員がいる）24。このう

ちフェーズ 1 の 8 科目の指導法と関連する教員（IT、数学、自然学）が 6 名おり、この 6 名

が指導書を単元授業作りや授業案作りのモデルとして、深いレベルではないが実際に授業で

使うところまで行っている。 
 
８． ドルノド大学の教育実習と、フェーズ 1 との関わりについて 

 同大学から、ドルノド県の中心地域の全 14 学校（うち国立 11 学校、私立 3 学校）全てに教

育実習生を送っている。ソムの学校には実習生を送っていない。 
 特に、1 番学校、5 番学校、8 番学校、12 番学校、ハンオール学校の 5 学校は以前から実習生

を送ってきた学校であるため今でも多くの実習生を送っている。年度にもよるが、同 5 学校

へは、1 校あたり 15～20 人程度、多い時には 30 人を送る場合もある。県中心部から離れる

につれて実習生を送りにくくなる。 
 昨年度から、同大学と県教育文化局とが共同で教育実習生の派遣計画を作成して実習生を派

遣している。それまでは、同大学が直接学校に許可を取って送ってきたが、①教育文化局と

情報交換しなかったために 1 人の教員に受け入れが集中し授業ができなくなるという問題が

起こったこと、②同大学は東地域の教員養成の中心大学であるため、教育文化局と連携して

いく必要性があること、の 2 つの理由から、教育文化局と合同で実習生派遣計画を作ること

になった。 
 フェーズ 1 の 1・2 年次は、フェーズ 1 の試行授業と同大学の教育実習の時期25が違ったが、

3 年次はたまたまその時期が重なったため（11 月）、フェーズ 1 の試行授業に同大学の実習生

が参加することができた。その試行授業を通じて実習生らが新しい指導法について理解し始

め、また同大学と教育文化局はお互いに勉強になったと意見交換した。 
 

９． 新しい指導法を同大学に紹介する方法と、新しい指導法に抵抗のある教員への紹介方法に

ついて  
 説明会ではなく、5 感を使った実践的な実習活動のある研修会を通して、自分の授業とどう

関連させて使っていけるかを学べるとよい。 
 教授学や教科・科目の指導法の担当教員に教えるのがよいのではないか。 
 管理職がよく理解した上で大学教員のモニタリングや助言をしなければならないため、管理

職に教えるのも非常に大切。（なお、同大学管理職員のうち 3 名が教科・科目の指導法の関連

科目を教えている） 
 ドルノド大学に関しては、若い教員が多く自分を変えたいと思っている教員が多いため問題

ない。新指導法を実践した教員や指導主事などから話を聞くことに全く抵抗はなく、教員か

ら現場での実践例を聞くのはいい場であり、いい実績のある教員から学べるのはありがたい

と考えている。 
 大学管理職員も新指導法について学ばなければ教えられないため、学ぶ側にもなり、学んだ

後は教える側にもなる。ハードの面で指導法試行のための準備を整えるための協力について

                                                        
24 前述の、教授学担当教員は 2 名、心理学担当教員は 1 名とのこと。 
25 ドルノド大学の教育実習は年に 2 回行われ、1 回目は 9～11 月、2 回目は 2 月末～3 月末とのこと。 
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は問題ない。 
  
10． ドルノド県への新指導法導入・普及について 

 県の新指導法試行・普及チームを作ることが重要で、チームには大学教員と指導主事が入っ

ていることが大切である。大学、教育文化局、学校管理職、非常に実績のある教員などが新

指導法試行・普及チームを構成するとよいのではないか。 
 大学教員は新指導法の導入・普及に係る事例を作成したり、試行したり、研究したり、研究

結果を反映させ、また指導主事は新指導法の普及に力を入れ、その取り組みや結果を大学へ

伝えることが重要。 
 
11． 同大学と教育文化局、同大学と学校現場との関係について 

 これまで同大学と教育文化局、指導主事との連携は不十分だった。今年（2009 年度）初めて

同大学と教育文化局長が話し合いを行い、今年から連携していくことになった。間に合えば

2009 年度中に、教育文化局、学校管理職員、大学の管理職員に県政府の教育担当者を含めた

四者合同のフォーラムを開き、ドルノド県の教育セクターの目的とそのためにどういった連

携をしていけるかについて話し合いを行う予定である。同フォーラムは同大学の発案による。

 学校現場との協力、連携の計画などはないが、ある研修会の必要性が出てきたら実施したり

している。実際に、外国語研修会を実施したことなどがある。 
 大学から学校へ実習生を派遣する際には、学校向けに研修生受け入れのための事前説明会（研

修会）を実施している。 
  
12． 教科書の内容、12 年制度への移行、ドナー機関と同大学の関係について 

 教科書の内容は非常に多すぎるため教えるのが間に合わない。したがって、1 つの単元を教

えるのに必要な授業時間数（1 時間なり、5 時間なり）の計画作り（単元授業計画）について

教えている。1 時間以内に間に合わせて教えようとするのではなく単元授業計画をした方が

分かりやすい。この単元授業計画について、大学管理職員や大学教員が理解した上で教えな

ければいけない（自分たち大学側もこれについて学ばなければいけない）。 
 12 年制度へ移行しており、これまでより学習時間が多くなったため、やっと単元授業計画が

行えるようになるのではないか。 
 12 年制度への移行学年は、移行前と移行後の 2 つの学年の内容を学習しなければならない（年

度によって移行学年が異なる）。 
 12 年制度への移行に関して、ドナー機関は 12 年制の学校を対象に選び様々な内容について

教えていくが、現場の学校はその内容について直接同大学に問い合わせに来る。しかし、そ

の内容について同大学は理解をしておらず問い合わせに答えられないため恥ずかしい。初・

中等教育と高等教育がつながっていないと感じる。 
   

13．  どういう人が大学教員になるのか 
 大学教員の資格については高等教育法に準拠しているが、例えば修士号を取得していること、

研究能力があること、教員免許を取得していることなどが大学教員の条件となっている。就

職後 1～2 年間は試行教員として実習を行い、基準に達すれば正式な教員として採用される。
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 同大学の教員にはウランバートル市から来た教員が多い。 
  

14．卒業生の就職先と、他県からの学生受け入れ状況について  
 例えば一年に全部で 230 名の学生（うち教育分野26約 150 名27、言語学関連分野約 80 名）が

卒業する場合、その 6～7 割が就職している（就職率はその年によって異なる）。例えば 7 割

の就職率だとすれば、就職先の内訳として学校関係へ就職が約 5 割、その他が 2 割程度では

ないか（同大学卒業生の就職先に関する資料あり）。大学を卒業するのが 6 月、就職が決まり

始めるのが 9 月であるので、現在、今年の卒業生の就職先については決まった学生から連絡

を受けているところである。 
 ドルノド県の小学校教員の 70％程度はドルノド大学卒業と思われる。 
 ドルノド大学は「モ」国の東地域（ドルノド県、ヘンティー県、スフバータル県）における

中心大学であるため東地域のヘンティー県、スフバータル県の学生も入学する。毎年約 240
名の学生を受け入れているが、入学者のうち約 90 名は同 2 県から（ヘンティー県、スフバー

タル県からそれぞれ 45 名程度ずつ）の入学者である。 
 大学のジェンダーに関しては、学生の 7－8％が男子学生である。 

 
＜ドルノド大学 Mr.Batkhuyag 客員教員28から本調査団へのコメント＞ 

 実施されたプロジェクトの結果がどういうことになるのか、何が残るのかを考えて実施して

いくことが重要。 
 「指導法を普及するための準備が整うこと」がプロジェクトの目的ということだが、それは

ある目的を達成するためにされるべきこと。ある活動計画があり、実施し、成果品ができる

ことでプロジェクトが終わるのではなく、そのプロジェクトに関わった人に変化が見られる

ことが大切。また変化を見る視点が大切。 
 新しい指導法について教えるだけでは不十分で、子ども中心の考え方そのものが授業の形や

態度の変化として表れることが大切。態度を教えることはないが、態度を生み出すためにや

っていく必要がある。 
 フェーズ 1 の指導書は、新しい指導法の実施方法の基準として参考になるものだと思う。指

導書は指導方法を改善するための方法や事例などを紹介している本だと理解している。した

がって、8 科目に限定するのではなく、全ての教員や管理職員にも「子ども中心の態度作り」

として影響するようにしていくことが必要ではないか。 
 研修会を実施して終わるのではなく、参加した教員の授業に子ども中心の態度が現れること

を目的としてフェーズ 2 が行われることが大切。フェーズ 2 の対象教員の何％の授業で、あ

るいは何％の教員に、意識改革や態度変化が見られたかという視点で評価を行うことが重要

である。 
 

 

                                                        
26 教育分野がさらに教員養成 8 コースとソーシャルワーカー養成コースに分かれるとのこと。 
27 教育分野の 2 コースのうちほぼ全員が教員養成コースの学生とのこと。 
28 Mr.Batkhuyag 氏は、JICA シニアボランティアから自然科学分野について学んだ経験、モンゴル教育大学教育学部長、教育

省一般教育局長などを経て現在ドルノド大学の客員教員を務める。 
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面談記録（25）ドルノド県 5 番学校（モデル校） 

内容 ドルノド県 5 番学校（モデル校）インタビュー 

日時 2009 年 10 月 15 日（木）14：15～17：00 

場所 ドルノド県 5 番学校 

先方面会者 Ms.Tuya 校長、Ms.Amgalan 教頭（初等教育担当）、Ms.Bayarmaa 教頭（中等教

育担当）29 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳）

１． 指導法研究会について 
 指導法研究会とは、社会主義時代から全ての学校が持っている全教員が所属する強制的な研

究会（集まり）である。同研究会の主な目的は、全ての教員の指導法を改善したり、授業の

準備を協力して行うための場とすること。 
 ドルノド県の指導法研究会は、①小学校、②文系教科、③理科系教科（物理や生物などが含

まれる）30、④芸術・技術系教科（音楽や体育などが含まれる）に分かれている。この 4 つ

の中でさらに細かな科目に分かれている。同研究会は、ドルノド県中心地域の学校同士の交

流の場になっている。月 1 回以上研究会が行われる科目もある。 
 同校における教科ごとの学校のプログラム31作りも同研究会が行っている。 
 指導法研究会には必ず出席するようにと規定には書いてあるが、同研究会を実施することが

教育文化局の規則として定められているかどうかについては分からない。（詳細は、指導法研

究会に関して定めた教育大臣令第 207 号（1995）を参照） 
 

２． 同校とフェーズ 1 との関わり、インパクト、今後の取り組み予定について 
 同校はフェーズ 1 のモデル校であり、フェーズ 1 の 2 年次から試行授業を実施した。フェー

ズ 1 には 3 年間関わってきたが満足できるプロジェクトだった。同校も終了時セミナーに参

加したが、その際、新しい指導法を普及していかなればならないことが関係者間で共有され

た。 
 フェーズ 1 でいちばんよかったのは、「授業研究」と「教材研究」で、その 2 つができる良い

場が作られたと思う。 
 フェーズ 1 の中では、指導書に記載されている単元をその通りに実践してみた。指導法の「考

え方の導入」と「単元の工夫」も行った。今でも可能ならば「単元の工夫」まで行いたいと

思っている。 
 フェーズ 1 のモデル校になったため他校より指導法が優れているのが同校の特徴である。 
 同校のフェーズ 1 総合理科の試行教員は、県レベルの教員能力大会で 3 位になった。また、

同校小学校レベルでは 4 名の試行教員がいるが、「子どもの科目別オリンピック」32で同校の

小学校教員と小学校全体を合わせてドルノド県で 1 位になった。 
 高校 11 年生の卒業試験（大学入学のための事前センター試験のような位置づけ）では、数学、

物理、化学で同校が県 1 位になった。これには、フェーズ 1 の試行教員が中心的な役割を果

                                                        
29 Tuya 校長は校長 3 年目、Amgalan 教頭は今年から 5 番学校で勤務しており、Bayarmaa 教頭は理科教育を担当しているとの

こと。また、Bayarmaa 教頭は本インタビューの前に県レベルの理科の教員能力大会を観察してきたとのこと（同大会は何

段階かに分かれるが、本日が第１段階で、第１段階では同僚の教員が代表を選び、第２段階では管理職が観察しに行くこと

になっているとのこと）。 
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たしていることがある。 
 このように、モデル校になったことで大会などでも優勝できるようになり、試行教員 8 名と

管理職員 3 名を合わせた 11 名が、他の教員（教員数全 72 名）に影響を及ぼしている。 
 指導書 3 には DVD が付いているが、8 科目以外の教科の教員にも紹介し 2009 年度の学校活

動プログラム作りにも反映させていこうと思っている。 
 同校の壁の一角を利用して、これからもそのコーナーにフェーズ 1 の情報や宣伝を載せてい

くつもりである。今月は「理科教育月間」となっているため理科関係の情報が同コーナー（壁

の一角）に載せられる予定である。 
 

３． 「子どもの発達を支援する指導法」に自信を持って教えられる教員の数について 
 同校では、全教員 72 名中、25 名くらいが新しい指導法に自信を持って教えられるのではな

いか。 
 
４． 同校から他校への新しい指導法の普及活動について 

 同校は、東の 2 学校と県中心地域の 4 学校を合わせた 6 学校の、中心学校である。同校から

他の 5 学校へ新しい指導法を紹介した（情報提供の活動）。 
 フェーズ 1 の試行授業を実施した際には、県中心地域の全ての学校が見学に来た。 
 同校から他地域やソムの学校へ新しい指導法を伝える方法としては、①11 月の教員能力大

会、②3 月の子どもの科目別オリンピック33、③県中心地域の指導法研究会34、の 3 つの機会

を利用することが考えられるのではないか。 
 
５． 同校における授業研究と教材研究に関する活動 

 一つめとして、授業のプロセスの中で子どもたちが知識を深めるようになってきている。 
 二つめとして、校内レベルで教員再訓練ができるようになっている。 
 三つめとして、授業への参加度合いが高まった。実験をしたり教具・道具を用いているため

授業に対する子どもの意欲が高まっている。 
 四つめとして、子どものつまずきを調べて次の授業に生かしている。 
 授業研究と教材研究に関しての議論が継続している。 
 2009 年 7 月にフェーズ 1 が終了し、新学期が 9 月に始まったばかりだが、指導法研究会の計

画がすでに作られた。小学校及び中学校でそれぞれ月 1 回、毎月科目を変えて指導法研究会

を実施する予定である。中学校の指導法研究会は 2009 年 10 月に一度すでに実施した。 
 モニタリングマニュアルのモニタリングフォームを参考に足りない項目などを足して35同校

独自のフォームを作成し授業観察用に使っている。 

 
30 本インタビューを行っていた時に 5 番学校の別室で理科の指導法研究会が実施され、県中心地域の 11 学校の理科教員が集

まり、理科の指導法研究会の活動内容についての話合いが行われていたとのこと。 
31 例えば、ある月のある週を「理科週間」として活動を行うとのこと。 
32 同オリンピックには、生徒部門も教員部門もあるとのこと。 
33 ソムの代表が県中心地域に来る機会は年に 2 回程度（11 月の教員能力大会と 3 月の子どもの科目別オリンピック）あると

のこと。 
34 県中心地域以外の他地域の指導法研究会は、恐らく年に 3～4 回程度しか集まりを持てないのではないかとのこと。 
35 足りない項目を足したというのは、フェーズ 1 のモニタリングフォームは 3 段階評価となっているが、同校はこれを 5 段階

評価にしたということ。 
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６． 8 科目以外の授業研究について 
 全ての科目で授業研究を実施していく予定。すでに 8 科目以外の科目でも授業研究を実施し

た科目があるが、これからも実施していく予定。 
 8 科目以外の科目で授業研究を実施する際にも上述のモニタリングフォームを用いている。

 指導書は 8 科目だけであるため、8 科目以外の科目への応用、特に言語学、社会科関係の授

業への応用が困難である。 
 
７． 指導書で取り上げられている単元以外への新指導法の応用について 

 7 年生の数学の授業で、指導書に載っていない単元（数値を用いて暖かさと寒さを比較する

単元）の授業案を作って実際に 5 時間試行した。教員が事前に同単元の内容について学んだ

上で実施した。 
 12 年制度への移行学年である 7 年生の単元を実施するのが難しかった。教科書も参考になる

ものも無く、移行学年であるため 6 年生に 7 年生の内容を教えなければならなかったため難

しかった。 
 移行学年でない通常の学年において指導書に取り上げられていない単元へ新指導法を応用す

ることは、教科書があるという点から、教科書の無い移行学年で実施するよりはやりやすい

であろう。 
 

８． 8 科目以外への新指導法の応用は技術的に可能かどうか 
 単元に即した指導方法を開発しているわけではなく、また全ての単元授業の授業案を作って

授業を実施しているのではない。授業の雰囲気が子ども中心になっているかという視点で見

ている。例えば、5 時間の単元授業だったら、最後の 5 時間目の授業をモニタリングしたり

している。 
 
９． フェーズ 2 では、教員向けに科目別研修会と一般的な研修会のどちらを実施したほうがよ

いか 
 科目別研修会の方がよい。 
 フェーズ 2 では、フェーズ 1 のモデル校と非モデル校を代表にして両者を比較していけばよ

いのではないか。 
 また、フェーズ 2 でフェーズ１のモデル 9 校を対象にするのであれば、8 科目の教員のうち

フェーズ 1 の試行教員以外の教員を試行教員として選ぶのがよいのではないか。この発言の

意図は、フェーズ 2 のモデル校になりたいという意味ではなく、フェーズ 1 の試行教員 8 名

にフェーズ 2 の試行教員 8 名が加わり試行できる教員が 16 名になるとよいという意味。 
 

10． フェーズ 2 で授業研究をモデル校以外の学校へどのように普及していけばよいか 
 県中心地域の研修会や地域別研修会で教える、もしくはモデル校を中心として他校へ教えて

行ってはどうか。 
 県中心地域とソムの子どもではレベルが違うため、モデル校以外の学校が実際に授業研究を

行えるようになるためには、授業研究をしている様子を実際に観察させるのがよいのではな

いか。 
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11． IT と総合学習の研修会の必要性と、8 科目の研修会の優先順位について 
 フェーズ 1 の試行授業実施時に、同校の管理職はどの試行授業に参加すればよいか分からな

かったため総合学習の試行授業に参加した。同試行授業に参加でき総合学習の WG とも話し

ができてよかった。子どもが自ら課題を解決するといった意味合いを持つ総合学習は重要で

あり、今後も総合学習の研修会は必要であると思う。あらゆる課題（例えば家族の中や学級

内における課題）に対する自分の役割や、自分とどういった関係やつながりがあるのかにつ

いて考えることや、教室だけでなく現場を見に行き現場から学ぶことも大切である。また同

WG の中に日本人専門家が含まれており総合学習の試行に関してサポートがありよかった。

 同校では 8 科目の指導書を 4 つの指導法研究会が読み、モニタリングフォームも使っており、

8 科目のどれがより重要ということはできない。総合学習や IT などそれぞれが大切だが、子

どもが人間として育っていくために何が必要かという視点が大切ではないか。 
 
12． 新指導法の導入に必要なことと、フェーズ 2 から期待するフォローアップについて 

 教員の指導方法が変わっていくことが重要。子ども中心の指導法は数多くあるが、日本のプ

ロジェクトで実施されたことをそのまま導入するのではなく、その指導方法の大切さを学び、

学校の特徴に合わせた形で導入することが大切。 
 フェーズ 2 から期待するフォローアップとしては、子どもの評価方法、宿題の評価方法につ

いて学びたい。授業では 40 分間教えた後に次の授業と関連した宿題を出すが、この宿題の評

価方法と学級全員の評価方法（学級全体がどの程度宿題の内容を理解したのかを短時間で最

も的確に評価して次の授業の進め方を決められるように）を学びたい。 
 ADB や FTI 基金から支援があるが、授業準備に必要なものとして例えばコンピューター、コ

ピー機、実験室などの物的環境の整備がある。  
 同じ 40 分で教えるにしても「モ」国で教える内容と日本とでは教える内容が異なる。「モ」

国の教科書は理論的で難しいため、それをどう教えていくか、また内容が沢山ある中でも子

どもの発達を支援して教えていくにはどうしたらよいのか、について学びたい36。 
 「モ」国では四季の移動の中で子どもを育てていくので、フェーズ 2 では、「子どもの育ち方」

に注目して学校のソーシャルワーカーにも教えていくことが大切ではないか。 
 モニター3 県には新しい指導法の考え方が導入されたが他県へは導入されていないため、フ

ェーズ 2 では他県へ考え方を伝えていくとよいのではないか。 
 
13． 同校における地方レベルの指導員について 

 同校には、地方レベルの指導員となっている教員（セーブザチルドレンの協力により実施さ

れた「子どもに優しい学校」に関する指導員と、障害児教育の指導員）がいる。 
 

14． 指導主事が同校を訪れる頻度と、指導主事の果たしている役割について 
 年に何回も指導主事が同校を訪れるが、頻度は指導主事によりそれぞれである。 
 指導主事は村の学校を回る場合もある。 
 理科担当の Bayasgalan 指導主事や小学校担当の指導主事は、同校に対して熱心な活動（授業

                                                        
36 例えば、「モ」国では数学の幾何の単元を週に 1 時間しか教えておらず、「モ」国のやり方では 40 分で子どもが理解したか

どうか確かめることができないとのこと。 
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案について意見交換したり、授業の遅れがないかどうか調べに来たり助言したりなど）を行

っている。 
 新しく芸術関係科目担当の指導主事ができたため、芸術関係科目の授業にも影響が出始めて

いる。 
 

15． 授業が遅いといったような保護者からのクレームについて 
 これまでは小学校の 8 歳児に 2 カ月間でアルファベットを教えて覚えたらお祝い式を行って

いたが、12 年制移行後は 6 歳児に 9 月～3 月まで 6 カ月間かけて教えることになった。その

ため教えるのが遅いとか、何も習っていないのではといったクレームが保護者から寄せられ

た。しかし、次第に保護者らも 6 歳児だから習得に時間がかかると理解し始めた。 
 保護者からの理解を得るために、両親会議の場で子どもを育てる方法が変わっていることを

説明している。小学校では中学校より両親会議などで保護者と話し合える機会が多い。 
 フェーズ 1 では、試行授業を行う学級の保護者に対して理解を求めるためのオリエンテーシ

ョンを実施していた37★。 
 

16． 他機関による研修会について 
 MEA（Mongolian Education Alliance）の研修会でも教員の意識改革ができた。MEA から 2 名

の講師が来て 62 名の教員に教えたが、ウランバートル市まで 62 名を連れて行くことができ

ないので助かった。同研修会のテーマは、教員を対象にしたエッセイの書き方、スピーチコ

ンテストや発表会についてと、成績を高めるためにどのような評価をするのかといった成績

向上に関することについてであった。 
 

17．  JICA に期待すること 
 美術、図画工作の JOCV を同校に派遣してほしい。 

  
＜授業観察について＞ 

本インタビュー実施時に同校内で教員能力大会の授業が行われていたため、本調査団が 10～
15 分程度同授業を観察した。主な観察結果は以下のとおり。 

 数学の授業が行われており、教員 1 名（以下、試行教員）が授業を行い、同僚の教員 2 名が

教室のいちばん後ろに座って授業をモニタリングし、実際にモニタリングフォームに記入し

ていた。モニタリング担当の 2 名のうち 1 名はフェーズ 1 の試行教員だったとのこと。 
 授業は複数のグループに分かれたグループ学習の形態を取っていた。 
 モニタリング担当の 2 名の教員のうち、1 名はより生徒達（いちばん後ろのグループ）に近

づき身を乗り出して生徒達の活動を覗き、観察していた。もう 1 名は、試行教員を観察した

りクラス全体を見渡していたように見受けられた。 
 試行教員は、黒板に教材（数式が書かれた紙など）を貼り付けて授業を進めていた。 
 試行教員の呼びかけや質問に対しての生徒の反応は早く、生徒がいっせいに活動（おそらく

問題を解くなどの活動）を始めたように見受けられた。 
                                                        
37 フェーズ 1 のベースライン調査時と比較してエンドライン調査時に保護者の理解がより深まっていたという調査結果を踏

まえ、同校は何を工夫していくべきか考えていく必要があるとのこと。 
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面談記録（26）ドルノド県教育文化局 

内容 ドルノド県教育文化局インタビュー 

日時 2009 年 10 月 16 日（金）9：30～12：40 

場所 ドルノド県教育文化局 

先方面会者 Ms.Dulamsuren 局長、指導主事 9 人（うち女性 7 人、男性 2 人） 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳）

 
１． ドルノド県における教員再訓練の実施方法について 

 県教育文化局が年間活動・研修計画を作成し、これに基づき教員再訓練に関する研修会を実

施している。 
 県内の全 23校を 5つの地域に分けて、教員再訓練活動と学校同士の協力活動を実施している。

 研修会の頻度としては、年に三度ある学期休みと新学期が始まる前の 8 月下旬に、県レベル

の科目別研修会を実施している。 
 指導主事が全ての学校へ行くことは難しいため、地域レベルの研修会に当該地域の全教員を

集めたり、科目別指導法研究会38の場に当該科目の教員を集めたりして指導している。 
 

２． 同県教育文化局による新指導法導入に関連する活動（フェーズ 1 の活動を利用して教育文

化局が独自に行った活動）  
 フェーズ 1 のプロジェクトチームが同県を訪れた際に、その機会を利用して同県教育文化局

が自主的に 8 科目の全教員を教育文化局に集めて研修会を実施した。また、県中心地域にお

ける全学校の関連職員全員が、フェーズ 1 の試行授業に参加できるようにした。 
 
３． 同県教育文化局による新指導法導入に関連する活動（フェーズ 1 の活動とは別に教育文化

局が独自に行った活動） 
 県レベル、県の中の地域レベル、学校レベルなど様々なレベルの研修会において指導法・指

導書の情報を提供するようにしてきた。また、地域別の教員能力コンテストやオリンピック

の機会を利用して、指導法・指導書の導入・普及に努めてきた。 
 既存の指導法研究会の場を利用して、①指導主事が同研究会の集まりの中で試行授業を行っ

て見せたり、②指導主事が指導法研究会に参加して助言などを行っている39。また、他の学

校の教員に試行教員の授業を見学させたり、試行教員ではない教員が新指導法を導入した授

業を行う際に他の教員に見学させたりした。 
 同県教育文化局とドルノド大学で 2 つの協定を結んだ。一つめは、指導主事が、JICA を含む

ドナーによるプロジェクトから学んだ内容を同大学の学生に教えること、二つめは、教育実

習生の受け入れを含め大学と学校現場との交流・連携を図ることである。 
 

４． 同県教育文化局予算について   
 同県教育文化局の予算計画を策定する際には、あらかじめ研修会などの計画を立てた上で予

                                                        
38 指導法研究会は教育大臣令 207 号（1995）で定められている。 
39 指導法研究会には、学校内で開かれる研究会と、近隣の学校同士が集まって行われる研究会がある 
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算を策定している。2009 年度の同教育文化局予算は、1 億 1,460 万トグルグ（経常経費と活

動経費を含めた教育文化局予算総額）で、活動経費のみの予算は約 2,000 万トグルグ、その

うち「授業・実践活動費」と呼ばれる教員再訓練などに用いられる予算は 960 万トグルグの

み。同授業・実践活動費は、2007 年度は 2,000 万トグルグ、2008 年度は 2,300 万トグルグで

あったが、経済危機の影響を受け 2009 年度は 960 万トグルグと大幅に削減された。 
 上述の 2009 年度授業・実践活動費 960 万トグルグのうち、2009 年 1 月～9 月の 9 カ月間です

でに 780 万トグルグが支出された。この 780 万トグルグのうち、670 万トグルグが教員再訓

練のための活動40に、残りの経費が学校視察時の交通費などに使われた。 
   
５． 新指導法の普及に関して 

 「モ」国全土は、東地域、西地域、中央地域、南地域の大きく 4 つの地域に分けられ、ドル

ノド県は東地域 3 県の中心県である。ドルノド県教育文化局が、東地域の研修会で学んだこ

とを独自予算で県内の 5 地域に伝えていくことはできない（外部予算であれば可能）。学んだ

ことを伝える能力はあるかもしれないが、経費は不足しているのが実情。 
 

６． フェーズ 2 の活動内容に対する意見 
 WG から県への研修については、WG が全県へ行くのは難しいため、「モ」国の 4 地域別に実

施してはどうか。あるいは、全県がウランバートル市へ行って学ぶのも、県ごとに差が生じ

ず一度に学べるので良いのでは。 
 指導主事が WG のメンバーに入ることが重要。 
 県レベルのチームが地域レベル・学校レベルの教員・学校管理職員へ研修を実施する際には、

地理的及び経費的な難しさがあるのではないか。遠隔地の学校へ行くには経費がかかり、そ

れほど頻繁には行けない。また、県レベルのチームが地域レベル・学校レベルの教員・学校

管理職員へ研修を実施する際には、地域の中心学校までは最低限行って細かいところまで指

導することが大切。 
 授業研究については、年に 2 回でなく、3 カ月に 2 回程度実施してモニタリングするほうが

よいのではないか。年に 2 回だけだと学校も授業研究を重視せず、またやり方や内容を忘れ

てしまうのではないか。頻度が多いほうが定着するであろう。フェーズ 1 では年に 2 回のみ

試行授業に来ていたが、それでは次の実施まで期間が空いてしまう。 
 8 科目の中で科目に優先順位を付けるのは不可能。小学校の科目と中学校の科目とでどちら

が重要か優先順位を付けるのも同様に不可能。 
 8 科目以外の科目の教員に新しい指導法を教えるのが難しければ、最低限各学校の教頭に教

えてはどうか。 
 

７． 同県における本プロジェクト以外による教育協力について 
 JICA 草の根技術協力（セーブザチルドレンによる実施）による暴力のない公平な学習環境作

りに関する活動、世界銀行による地方の教育を支援する活動、セーブザチルドレンによる社

                                                                                                                                                                                   
40 教員再訓練のための活動には、科目別研修会や、学校長・幼稚園長など管理職員向け研修会などが含まれる。2009 年度、

理科の指導主事は教育文化局予算を用いて県レベルの研修会（テーマ：12 年制度への移行学年である第 7 学年に関する研修会）

を一度のみ開催した。 
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会科教員とソーシャルワーカーを対象にした活動、FTI 基金による小学校の教室環境整備な

ど、複数の機関による教育協力が実施されている。 
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面談記録（27）ドルノド県 Shinehugjil 統合学校（非モデル校） 

内容 ドルノド県 Shinehugjil 統合学校（非モデル校）インタビュー 

日時 2009 年 10 月 16 日（金）13：50～15：10（学校見学）、15：10～16：00（イン

タビュー） 

場所 ドルノド県 Shinehugjil 統合学校 

先方面会者 Ms.Shurenchimeg 校長、初等教育担当の教頭、中等教育担当の教頭 

当方面会者 殿川団長、渡部職員、Ms.Enkhzaya 所員、平良（記録）、Ms.Bayarmaa（通訳）

＜学校見学＞ 
校長へのインタビューに先立ち、Shinehugjil 統合学校の見学を行った。学校見学を通して同

校教員らから得られた主な情報は以下のとおり。 
 
１． 新指導法を実践した教員らによる感想 

 小学校 3、4 年生向けの数学の指導書の内容を参考にして、5 年生の数学に応用させた。（数

学の教員談） 
 総合学習の指導書も、子どもに課題を与えて学習させるようにしており、有用である。 
 一度いい授業案が作れるようになれば、他の授業でも授業案が作れるようになると思う。 
 3 冊の指導書を全部読んだが、最もよく使っているのは実験に関する内容で、電流を教える

際に分かりやすく役立っている。これまでは黒板に書いて教えるだけだったが、実験を通し

て教えることで子どもたちが興味を持って学んでいる。（物理の教員談） 
 指導書にない単元の授業に指導法を応用させることは可能だと思う。（化学の教員談） 

 
＜校長へのインタビュー＞ 
２． Shinehugjil 統合学校の特徴と、方針について 

 同校は、親が失業している子どもなど、貧しい子どもたちが多く通っているのが特徴である。

 教員同士も平等に、また生徒同士も平等に学べるようにすることが同校の方針である。した

がって、同校では教員能力コンテストなどの際に、1 人の教員だけを優秀にしようとはして

いない。また生徒についても、優秀な 1 クラスのみ重視したり優秀な 1 人の生徒のみ重視し

たりせずに平等に学べるようにしている。 
 
３． 同校における新指導法導入に関する取り組みについて 

 同校では、2008/2009 年度から 8 つの指導書を研究したり、モデル 3 校との実績交流をしたり

するなど、自分たちの出来る範囲で指導書・指導法を導入するための取り組みを行ってきた。

指導書・指導法の特徴は、子ども中心の学習を教員がどうサポートするかということだと思

っている。この考え方を、他の科目でどう実践できるか試してみたいと思っている。 
 同校の学校管理職員の役割としては、指導書を読み、指導書を他の科目にも応用できるよう

にするために、授業を観察する計画が今年度から作られている。 
 教育省から与えられた 2009/2010 年度の全国の学校の目標として「単元授業計画作り」があ

るが、指導書・指導法を単元授業案作りの参考にしたい。 
 同校の今年度からの正式な計画として、指導書・指導法の導入を位置づけている。現在は新
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学期が始まったばかりで、指導書を読んでいる段階であるが、新しい指導法を理解している

教員は新しい指導法を用いた授業を開始してもよいことになっている。 
 

４． 同校で新指導法を実践した教員について 
 同校で新指導法を実践してみた教員は、小学校教員 10 人、中学校教員 10 人の合計 20 人程度

と思われる（同校の小学校教員総数は 20 人、中学・高校教員総数は 43 人）。中学校の教員が

新指導法を実践した科目は、物理や 7 年生の数学、理科などである。 
 新指導法を実践した教員らによると、新指導法を実践する中で自分たちの教え方に対する態

度が変容してきているのを感じているとのこと。教員らは、指導法の専門家らと関わってさ

らに前進したいという要望を持っている。 
 

５． 指導法の改善における指導主事の役割について 
 指導主事が全教員に影響を与えるのは難しい。ドルノド県の小学校教員は約 400 人だが、小

学校担当指導主事 1 人が 400 人を担当している。指導主事は年に 1～2 回は学校に来てくれる

が、全教員を指導するのは難しいであろう。同県の中学・高校の教員は約 300 人で、中学・

高校段階では科目別の指導主事がいるため、小学校の指導主事よりは身近な存在である。 
 このような状況から、ドナーによる研修会では、指導主事を通すより直接学校管理職向けの

研修会を実施してほしい。学校管理職員に伝えるべき内容であれば、指導主事を通すのでは

なく直接学校管理職員に、あるいは学校管理職員と指導主事に同時に教える方がよいのでは

ないか。ドナーによる様々な研修会を受講するのは、指導主事にとっても負担になっている

のではないか。複数のドナーのプロジェクトを担当している指導主事は、研修参加後、情報

提供という程度でしか研修の内容を学校管理職員と共有できないのが実情。 
 

６． 同校管理職員が必要としていること 
 教員に教える内容全てについて学校管理職員が教員より先に知る必要がある。 
 フェーズ 1 の 3 年間で、同校からは小学校教員 9 人、中学・高校教員 5 人がフェーズ 1 の授

業研究に参加した。学校管理職員は呼ばれなかったため、この 14 人の教員から授業研究につ

いて学んだ。 
 いちばん遅れているのは学校管理職員向けの取り組みではないか。フェーズ 2 において、研

修会や授業研究などを実施するのであれば、①校長から校長への話、②教頭から教頭への話、

③学校管理職員による試行授業の観察、の 3 つがあるとよい。 
 

７． 同校の活動予算について 
 2009 年度の同校の予算は、経常経費を含めて約 2 億 400 万トグルグ41。しかしながら、同予

算のほとんどが光熱費と教員給与42であり、活動経費は 100 万トグルグのみ43。従って、他の

財源を探したり、光熱費を節約したりして活動経費の不足を補っている状況である。 
 

                                                        
41 同校生徒数は 1,140 人（学校予算は生徒 1 人あたりの教育費を基準に算出される）。 
42 1 月あたり約 3,000 万トグルグが教員全体の給与に充てられる。 
43 2008 年度の活動経費（授業・活動経費）は 200 万トグルグであった。 
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８． 指導法研究会の活動について 
 指導法研究会では、近隣の学校同士が集まって公開授業を実施している。昨年の 5 月には同

校の国語科教員による公開授業を実施したが、とても効果的だった。 
 
９． 同校教員の背景について 

 同校の教員の 8 割以上がドルノド大学卒業の若手教員であり、残り 2 割程度が他の学校から

移動してきた経験のある教員である。同校は新しい学校であり、教員を採用する際には教員

の出身校にこだわらず受け入れている。 
 

10．学校の検査について 
 内閣付属機関である国立検査局に県レベルの検査局がある。この県レベルの検査局の中に教

育セクター担当者がおり、教育スタンダードの達成度合いなどを検査しに来る。検査局によ

る検査は、学校のよしあしを過剰評価しすぎる側面がある。 
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県名 教員
* 校長 教頭

1 アルハンガイ県 834 37 44
2 バヤン・ウルギー県 1,127 42 51
3 バヤンホンゴル県 747 29 44
4 ボルガン県 557 23 33
5 ゴビ・スムベル県 146 4 9
6 ゴビ・アルタイ県 598 27 39
7 ダルハン・オール県 997 33 50
8 ドルノゴビ県 475 23 24
9 ドンドゴビ県 437 19 24

10 ドルノド県 764 25 38
11 オルホン県 967 35 30
12 スフバータル県 498 15 25
13 セレンゲ県 921 32 56
14 トゥブ県 779 36 46
15 ウランバートル市 8,231 247 381
16 オブス県 882 30 46
17 ウブルハンガイ県 956 28 51
18 ウムヌゴビ県 457 18 28
19 ボブド県 881 24 51
20 フブスグル県 1,137 29 69
21 ヘンティー県 675 29 37
22 サブハン県 831 32 47

合計 23,897 817 1,223

出所：教育省データをもとに調査団が作成

*初等、中等教育の教員
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